
提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

北海道 農村再生特区

　担い手の減少や遊休農地の増加などにより、農業生産活動の停
滞や農村地域の活力の低下が懸念されている本道農村の再生を
図っていくため、農地の権利移動の制限緩和や市町村が貸し付け
できる農地の範囲の拡大、農業生産法人の事業要件の緩和、アグ
リビジネス関連施設に係る土地利用規制の緩和などにより、多様
な農業参入の促進や農業者によるアグリビジネスの取組を促進
し、地域の自主・自律を基本とした本道農村の再生に資する。

札幌市 交流・創造特区

本市においては，多くの研究機関の集積があり，バイオ，新エネル
ギー，宇宙科学技術などの分野での研究が進んでいる。また，「燃
料電池・水素エネルギーネットワーク」，「北海道宇宙科学技術創
成センター」など，研究開発型産学官連携特定非営利法人の設立
の動きがある。規制の特例により，それら特定非営利法人の資金
調達が容易となり，研究開発型産業の振興，研究者と企業間の連
関の構築が見込まれる。

札幌市 交流・創造特区 札幌市内
社会人対象の学部教育，地域大学の連携による学部教育におけ
る単位互換授業について，校舎以外の場所（都心部のサテライト
教室）で実施できるよう措置を願いたい。

函館市
特別史跡五稜郭跡
の観光活用特区

函館市特別史跡五
稜郭跡指定地域内

　特別史跡五稜郭跡は、北海道唯一の特別史跡であり、この貴重
な文化遺産の特性を生かし、文化財保護法の規制緩和により、ＮＰ
Ｏ法人による野外劇など、史跡を活用した文化活動の効率的な利
用促進を図るとともに、建築基準法の規制緩和により、箱館奉行所
庁舎の、当時の木造建築工法による復元整備事業の推進が、一
層図られることになる。

北海道小樽市
マイカル小樽エネル
ギー供給株式会社

地域エネルギー特
定供給推進特区

小樽市築港、勝納、
若竹地区

小樽築港地区において、すでに稼動している民間の大規模ガス
コージェネレーションシステムの有効活用（熱・電力供給エリアの拡
大）し、地域エネルギー産業として発展させるために、特定供給に
おける“密接な関係”の定義の廃止の特例により、経営の安定が
図られると共に、環境低負荷型社会の実現に向けて広くＰＲし、新
たなエネルギーの研究・開発による地域経済の活性化並びに、本
市の環境政策に繋げていく

旭川市
積雪寒冷地バイオト
イレ特区

旭川市

　積雪寒冷地域では、屋外の水洗トイレは冬期間の水道凍結に対
して暖房等の処置が不可避であるため、公園等の公衆トイレは冬
期間使用を取りやめているのが現状です。一方、バイオトイレ（コン
ポストトイレ）は技術革新によって実用化されておりますので、建築
基準法等の規制が緩和されることによって、積雪寒冷地でも１年中
使用できる公衆トイレが実現されます。

北海道帯広市
環境・資源リサイク
ル振興特区

「当地区は四方を河川で囲まれた閉鎖的地形を有し、廃棄物処理
施設建設の住民同意が唯一得られる地域で、公共の廃棄物処理
施設の移転事業を進めると共に、農地転用許可要件緩和等の規
制の特例を導入し、リサイクル施設等を誘導集積し廃棄物の効率
的な処理を進め、廃熱を利用した農園を設置し、廃棄物・リサイク
ル・食までを同一地区内において行い、緑地空間を配置した環境・
資源循環型の都市形成モデル事業を進めるものである。」
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

留萌市 PFI推進特区
過疎地域の指定を
受けた市町村

公共建築物に対する各省庁の補助制度は、その法律に基づき自
治体が主体となる直接建設方式のみ適用される制度である。都市
圏ではPFIの手法による公設民営・民設借上等も普及しているが、
過疎地域での展開は難しい状況である。よって、各省庁の現行補
助制度の規制緩和とPFI手法を融合できる新制度を創設し、地域
特性を生かした「公民一体の事業展開」を可能にする「地域連携型
の公共施設整備」の推進を図る。

稚内市 国際交流特区
稚内港（中央埠頭・
天北１号２号埠頭・
末広埠頭）

日本の最北に位置しサハリンまで４３㎞の国境の都市である。サハ
リン州３市とは友好交流都市としてあらゆる分野で交流が盛んであ
る。このような地理的特性や交流実績を活かし国際交流促進事
業・サハリン石油ガス開発支援事業・新エネルギー開発導入事業
の実施と合わせてビザなし渡航、外国人労働者の参入等規制の特
例を導入する事により日ロ友好最先端都市として経済活性化、日
ロ友好関係に貢献する。

深川市 農村生活推進特区

条件不利地などでは経営主の高齢化により耕作放棄が進むなど
農地の荒廃が懸念されますことから、都市圏などからの新たに農
業を目指す人、定年帰農などの農的暮らしを求める人たちを受け
入れ、無秩序な農地の転用などを招かない農地の取得を可能とす
る規制の特例を導入し、過疎化対策や定住の促進対策により地域
の活性化を実現する。

深川市
アグリビジネス推進
特区

恵まれた景観や農業などの地域資源を生かし、グリーンツーリズ
ム事業の実施とあいまって、農業者が取組む民宿を、旅館業法の
基準以下で取組む場合、法の適用除外の特例を導入することによ
り、農家負担の軽減と地域農業の理解や交流を図り、農業所得の
確保と地域の活性化を推進する。

北海道登別市 地場産品創造特区 北海道登別市

  開発行為における知事許可不要建築物等の拡大の特例を導入
することにより、地場産品の直売所、地場産品を活用したレストラン
等の施設整備が推進され、農水産業経営の安定化及び農水産業
と当市の基幹産業である観光が有機的に結び付き、地域経済の活
性化が図られる。

石狩市
サハリン石油・天然
ガス開発プロジェク
ト後方支援特区

　サハリンに近接し、国際物流港湾「石狩湾新港」と背後に集積す
る工業・流通関連企業の技術・配送力に加え、隣接する札幌市内
企業の高度な技術・労働力も活用可能な地域特性を活かし、サハ
リン石油・天然ガス開発プロジェクト関連資機材等の中継基地（保
管・組立・加工）として、外国人熟練工の就労の特例を導入すること
により、事業の円滑な推進を図る。

石狩市
石狩湾新港管理組
合

エネルギー特区
石狩湾新港中央地
区

石狩湾新港中央地区は札幌圏の臨海部エネルギー供給基地であ
り、既存のオイルターミナル事業者は規模を拡張する計画を有して
いる。また、埋立地に存置し背後の防風保安林により商工業・居住
区から隔離されている。
防災体制の確立が義務となる石災法に基づく特別防災地域の指
定の特例を導入することにより、防災体制に係わる新たなコスト負
担を軽減し、貯蔵タンクの増設が可能となり企業内未利用地が解
消される。

上磯町
上磯町リサイクル循
環工業特区

北海道上磯郡上磯
町谷好１丁目工業
地域内

　当町に立地するセメント製造業において行う廃棄物の処理にあた
り、産業廃棄物の処分に係わる許可を受けた品目については一般
廃棄物の処分に係わる許可を不要とする規制緩和により廃棄物の
合理的な処理を進め、資源循環型産業の育成を図る。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

乙部町
乙部町農業委員会
構造改革構想

乙部町全域

本町は、農業者の減少やそれに伴って農地面積も年々減る傾向に
あり、少子高齢化が顕著であって担い手の育成や規模拡大が大変
困難な状況である。　農業委員の定数は法律等で選挙による委員
の定数、選任委員について規定されている。市町村長に予算計
上、執行権があることから、市町村の判断による適正な定数を定
めることができるよう法律等の規定の緩和を求めるものである。

島牧村 島牧村教育委員会
市町村立学校職員
旅費の一部市町村
費負担特区

市町村

過疎の進行する地方の小規模村であるが次代を担う子ども達に特
色ある学校教育の一貫として、村立中学校修学旅行の目的地を海
外に定め国際性・郷土（祖国）愛を子ども達に育む学習計画を実施
するには、修学旅行の引率教員である県費負担教職員の旅費が、
旅費負担者たる道からの旅費予算額では不足することから、その
不足額を村が一部負担する事が可能となるよう容認される事によ
り中学校の海外修学旅行が実現する。

北海道余市町
観光・産業・交流特
区

余市町の一部

小樽・ニセコ国定公園に指定され、海の幸、山の幸に恵まれ農業、
漁業、水産加工業を機軸とし各種観光産業や商工業を展開してい
るが、今後の町づくりを推進するためには付加価値の高い観光サ
－ビスの提供を進める必要があり、現状、観光目的に応じたアクセ
ス手段が欠けている面からも観光資源ネットワ－クを促進し、地域
経済の活性化を図る。

南幌町
農的暮らし推進特
区

保育所の調理室設
備設置義務の緩和

幼児の給食特区 長沼町

町内4ヶ所に設置している保育所の園児給食は児童福祉法に基づ
き各保育所で行っている。一方、小中学校の児童生徒については
学校給食法に基づき、他市町村に先んじて米飯給食に取り組んで
きた。保育所の調理室設備設置義務の緩和を図り、学校給食セン
ターで幼児・児童・生徒の給食一元化を行うことで効率的な運営
と、父母負担の軽減が図られる。

 北海道沼田町
 雪冷熱エネルギー
等活用推進特区

 沼田町全域

 沼田町では今後発展が期待されている雪冷熱エネルギーの活用
を通じて町の活性化を図って行こうと考えており、そのための取組
みとして「雪山センターPJ」を推進中であるが、民間事業者による
用地整備には煩雑な手続きが必用となり、それに係る規制を緩和
することによって、特区内への施設立地が誘発され、雪冷熱利用
の促進と施設立地による経済波及効果が期待される。

北海道東川町 幼保一元化特区 東川町

幼保一元化を行うために、施設の共用化の指針に基づき、平成14
年12月１日に幼稚園と保育所を合築し、幼児センターを開設してい
る。「子どもにわけへだてのない」保育を実施するため、混合保育
（混合クラス）を行っていきたいと考えているが、普通交付税、保育
所運営費という二元的な形態から施設の共用化は認められていて
も運営面での完全な実施ができない現状にあり、幼保混合保育を
目指して幼保一元化を推進していく必要がある。

増毛町
歴史的遺産校舎保
存継承特区

増毛町（増毛小学
校）

気象条件の厳しい北海道西部の増毛町で昭和１１年建設の北海
道遺産にも選定された現在も使用されている大型木造校舎の増毛
小学校を将来にわたり保存活用していくため、校舎の補強改修に
要する費用を全国の増毛小学校の木造校舎を愛する方々から寄
附をお願いし、増毛町のＰＲと歴史文化が息づく木造校舎を将来に
残し継承していくものです。

小平町
索道事業受委託可
能範囲拡大特区

地方自治体直営で
索道事業を実施す
る市町村

　冬期間の安定的な雇用を確保するためには、索道事業の受委託
の範囲を拡大する法改正が必要不可欠であり、民間企業の活力を
最大限に活用することにより地域経済の活性化を実現する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

斜里町

北海道斜里高等学
校総合学科特別総
合選択科目群（特別
学科系列）特区

斜里町

　斜里町は、知床における自然保護事業や学術研究活動等を基
本に自然と環境に関する総合的な事業を推進してきた。
　この地域特性を、準備を進めている北海道立斜里高等学校の総
合学科高校への転換に合わせ、構造改革特区により、総合選択科
目群に自然・環境系列を特別系列として承認を受け、町負担の教
諭を配置して地域の特性に応じた教育を提供し、幅広く入学希望
者を受け入れ、高等学校ならびに地域の活性化に資する。

留辺蘂町
留辺蘂町地域通貨
特区

留辺蘂町では、平成１４年４月から「留辺蘂町地域商品券」を発行
している。常識的に商品券は１回の流通に限定されているが、この
根拠法である「前払式証票の規制等に関する法律」では、複数回
流通を禁止していない。このため　これを地域通貨とし、現在年間
2,000万円発行している当町の商品券を１０回転させて年間２億円
の経済効果を発生させようとするものである。

北海道佐呂間町
保育所私的契約児
の受入枠拡大特区

佐呂間町

保育所私的契約児受入枠拡大により、幼稚園廃園後、集団生活に
接する機会を失う児童を受入れし、児童の健やかな成長と母親が
就労できる環境を整備する。
また、本町においても幼稚園の廃園、保育所の統合により厳しい
財政状況の中ではあるが、保育体制の充実が図られる。

湧別町

常呂町､佐呂間町､
常呂漁業協同組合､
佐呂間漁業協同組
合､湧別漁業協同組
合、サロマ湖養殖漁
業協同組合

サロマ湖地域循環
型社会特区構想

常呂町、佐呂間町、
湧別町

農業・漁業・水産加工業が経済の核である当地域において、サロ
マ湖という広大な湖は快適な生活環境の場として常に地域住民の
関心事となっている。このため、リサイクルを促進する等の規制の
特例を導入することにより、サロマ湖を中心に漁業・農業・食料品
製造業等による循環型社会形成し、サロマ湖自然環境保全事業を
推進する。これにより、１次産業の永続的な維持および更なる発展
ならびに関連産業の活性化を実現する。

上士幌町
国立公園エコミュー
ジアム特区

上士幌町内の国立
公園及び周辺部

・町が策定したひがし大雪エコミュージアム構想に基づき、本町の
大雪山国立公園及びその周辺で展開される事業として、既存や新
たな地域資源や地域の歴史と連携させた地域区分に対し、各々の
地域が持つ個性をネットワーク化し、糠平温泉街を中心としたエコ
ミュージアムセンターを核として「自然を知り、体験し、保全する」仕
組みにふれる、地域博物館として位置づけを行う。このことにより
新たな個性ある町づくりと地域の活性化を進めることができる。

上士幌町
環境共生循環型特
区

上士幌町内の国立
公園内及び国有林
内

国立公園内でかつ国有林面積が当該地方自治体面積の2分の1以
上の要件において、国有林野内における管理事業などを地元地方
公共団体が優先して管理できる仕組みづくりを確立する。また国は
当該事業を通して木材などの販売事業より生じた販売額の消費税
に係る収入については、地方公共団体のみどり資源環境保全事業
に限定し、当該地方公共団体が財源として活用することができる。
このことにより中山間地における地域活性を推進する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

上士幌町
公共牧場土地利用
型特区

上士幌町農業振興
地域内

酪農の大型経営化に伴い、労働力不足や作業の効率性から専業
化が進み、特に育成部門ではこの傾向が顕著になる。一方後継者
不足などからの離農により、中山間地を中心として農地の遊休化と
荒廃が進む傾向にある。これらは食糧基盤を自ら放置することとな
るが、町の経営による公共牧場はこの農地を食糧生産戦略などを
含めて健全に活用することができる。国は地方公共団体が農地を
保有管理し、地域配分ができる制度支援を確立し地域農業の推進
を図る。

陸別町
陸別町・足寄町・本
別町

畜産業振興特区

陸別町・足寄町・本
別町　（但し建築基
準法第6条第1項第
４号地域を除く）

極寒冷地の３町は昭和４０年代、畑作から畜産に移行してきた。今
日、牛舎等施設の更新と堆肥舎の建設が課題で、生産規模の拡
大で建築物は大規模化している。建築基準法準拠では過大構造と
なり、この投資額が畜産業への障害となっている、是非基準法の
適用除外とし、今日に至る農民の知恵から創造された現存する畜
産建築物から学び取った新しい基準による、経済的・合理的生産
施設を基盤とし畜産業の高度化を推進したい。

青森県
津軽・生命科学活用
食料特区

津軽地域は、日本一の生産量を誇るりんごをはじめ、減農薬・減化
学肥料による米、ミネラル・ビタミンや機能性成分が豊富な野菜な
どを素材とした健康食品加工等への取組拡大が可能であり、株式
会社の最低資本金の額を引き下げることにより、起業化が促進さ
れ、新たな雇用の創出が図られる。

青森県 ITER国際教育特区

青森県　八戸市、十
和田市、三沢市、む
つ市、平内町、野辺
地町、七戸町、
百石町、十和田湖
町、六戸町、横浜
町、上北町、東北
町、天間林村、下田
町、
六ケ所村、東通村

国際熱核融合実験炉ITERの国内候補地の周辺地域において、プ
ロジェクト参加者の子どもたち等を対象にした国際学校及び併設
一条校からなる学校を設置するにあたり、就学義務規定の弾力的
運用や学校法人の校地・校舎等の自己所有要件の緩和とともに、
研究開発学校制度の特例を活用し、国際的な環境と柔軟なカリ
キュラムによる魅力的な学校の設立・運営を可能にし、ITERプロ
ジェクトを成功裡に推進する。

青森県
環境・エネルギー産
業創造特区

  系統を活用した売電を前提として、地域エネルギー最適モデル事
業等の実証のため、電気事業法施行規則第２条の２において、特
定規模需要の要件「特別高圧電線路から受電するものであって、
使用最大電力が原則として２，０００ｋｗ以上の者の需要」とされて
いる使用最大電力の下限制限について、特区内においては、撤廃
する。

三沢市
三沢にぎわい創造
特区

三沢市

　「基地の街・三沢市」の地域特性を活かし、現在進めている中心
市街地活性化事業(通称・アメリカ村構想)において特定免税店の
立地により更なる活性化を図るとともに、広大な移転跡地の有効活
用を図ることで、計画的な地域開発を実現する。

岩手県
日本のふるさと再生
特区

本県の寒冷な冬季間の低温を利用して独自の方法での酒類を製
造し、小規模な農家民宿等の利用者に対して、都会では味わえな
い当該農山漁村ならではの伝統料理のもてなしにあわせて提供す
ることなどにより、地域独自の食文化の提供が可能となることか
ら、グリーン・ツーリズムにおける農家民宿等の利用者の増大、所
得の向上が期待される。

岩手県宮古市
国立公園内特別地
域における行為等
の規制緩和

市の一部区域

　素晴らしい景観を堪能するだけという浄土ヶ浜地区の活用の現
状から脱却し、臨時的な催事会場としての活用や夜間照明など新
たな魅力づけを行い公園利用者や観光客の興味を喚起することに
よって、その誘致を促進し地域経済全体の活性化を図る。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

遠野市
日本のふるさと再生
特区

　グリーン･ツーリズムを推進する中で、農家が、おもてなしのため
の自家製の酒類をつくることができるようになることで、文化的な発
展を期待し、交流人口の拡大を図る。
　また、博物館で開催する事業等で、地域の食文化やその歴史を
市民が学ぶ機会として、昔の酒類の製造法の実演することは、生
涯学習の選択の幅を広げ、地域の活性化にもつながるものと考え
る。

遠野市
ふるさと学校体験留
学特区

遠野市及び協定を
締結する市町村

児童生徒の教育交流事業の実施と併せて、あらかじめ協定を結ん
でいる市町村間において区域外就学の特例を導入することによ
り、都市部の子どもが農村部の学校へ一定期間留学することがで
きるようにすることで、様々な体験から、創造性豊かな子どもたちを
育むものである。

釜石市
完成自動車物流効
率化特区

完成自動車陸揚げ・
積出しに係るキャリ
アカー運行経路（岩
手県内）

本地域では、海陸複合一貫輸送システム基盤が着々と整備されて
おり、今後、釜石港における完成自動車の陸揚げ・積出し台数の
増加などが予想される。現在、特殊車両（キャリアカー）の高さ制限
が３．８ｍと規制されており、実際に７台積めるところを６台で対応
するなど輸送の無駄が生じている。このため、交通安全面にも配慮
した上で高さ制限を４．１ｍに緩和し、公共的性格を有する完成自
動車輸送の効率化を図る。

釜石市
夜間入出港自由化
特区

釜石港

釜石港では、以前から２４時間・３６５日荷役体制が敷かれており、
湾口防波堤による湾内水域静穏度の飛躍的上昇（船舶航行の安
全性向上）などにあいまって、大型船舶の夜間入出港を原則自由
化することにより、２４時間・３６５日荷役体制が本来もつ機能を最
大限発揮することが可能となり、物流コストの低減や船舶停泊時間
の短縮など、恒常的、効率的な海上輸送システムが構築される。

釜石市
循環資源等集積特
区

釜石港

釜石港臨海部で実施予定のエコタウン事業を柱とした各種リサイク
ル事業では、循環資源等の搬入出を主に海上輸送により行うこと
としており、こうした動きをよりスムーズに展開させるため、港湾地
域における産業廃棄物の用に供する積替・保管施設を中間処理施
設として位置付け、ここを通過する産業廃棄物は、輸送形態に関
わらず、原則２次マニフェスト扱いとし、循環資源等を容易に海上
輸送できる環境を整備する。

釜石市
エネルギー産業集
積特区

釜石市
火力発電を展開しようとする場合、現状では、一般電気事業者が
実施する入札に応札する必要があるが、特区内においては、入札
制度を緩和し、相対的な取引を可能とされたい。

宮城県 みやぎＩＴ特区

宮城県では、平成１３年１２月に仙台市や民間団体等とともに「み
やぎマルチメディアコンプレックス構想」を策定し、県内の最も効果
性及び実現可能性の高い地域において先行的にＩＴ産業振興のた
めの施策を進めてきているところであるが、当該地域において各種
規制の緩和を行うことにより、地域内のＩＴ関連企業に対する人材
の集積を促すと同時に、起業しやすい環境を整え、同構想の一層
の推進を図ろうとするもの。

宮城県
次世代新産業集積
特区

大和町、大衡村

　現在、東北大学を中心に、今後の我が国の基幹産業を目指した
次世代半導体関連などの新産業の研究開発プロジェクトが進んで
いる。これら地域の知的財産を活かし、仙台中核都市建設事業の
実施とあいまって、地域振興整備公団の保有地の賃貸、国立大学
教員等の民間企業との時間内兼業の容認（研究成果活用企業）な
どの規制の特例を導入することにより、世界に打ち勝つ量産工場
や研究所の拠点形成（完全省エネ型産業コンプレックス）を図り、
競争力のある企業を創出する。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

宮城県
教育特区（スーパー
イングリッシュティー
チャー特区）

県内全域

東北の玄関としての仙台国際空港、仙台港、さらには宮城県、東
北大学、東北経済界を中心とする産官学連携によるＩＴ、環境、食
材、新素材産業等の新しい展開が予想されるなか、国際化に対応
できる人材養成のための教育機会の提供が求められている。その
中で、本県英語教育充実のために様々な事業を展開している。ま
た、各学校に配置されているＡＬＴとＪＴＥ（日本人の英語教員）によ
るティームティーチングの指導方法の開発等を行うことができるＡＬ
Ｔチーフアドバイザ゛ーを任用している。このような外国籍のＡＬＴ
チーフアドバイザ゛ーやＡＬＴの中から、本国での教員の経験もあ
り、日本への理解や教育への情熱にあふれている、実績を持つ者
を本県県立高等学校英語教諭に採用し、教壇に立たせ、本県の英
語教育充実事業の一層の展開を図りたい。

仙台市 　　東北大学
　　国際知的産業特
区

学都仙台といった地域の特性を活かし、東北大学等の研究機関が
持つ世界レベルの先端技術を応用した健康分野における未来医
工学活用の研究開発の推進とあいまって、放射線医療・電子カル
テ医療情報化等における規制の特例を導入することにより、医療
分野における新産業の創出を図るとともに、地域における豊かな
健康福祉社会の実現を図る。

塩竈市
塩竈市・塩竈魚市場
水産加工業協同組
合

外国産水産物（すり
身､スケコ、たら等）
入札特区

塩竈市

全国有数の水産都市で、塩竈市の基幹産業である水産加工業が
盛んな地域の特性を生かし、市が策定した塩竈市魚市場地区再開
発事業計画の実施とあいまって、外国生産者（非住居者）を輸入者
とみなす、規制の特例を導入することにより、保税蔵置所内におい
て外国水産物（外国貨物）を外国の生産者が入札を行うことで直接
日本の買受人と取引でき、原魚確保において生産者と日本側の需
要者との相互関係が構築しやすくなる。

大郷町 アグリビジネス特区

大郷町独自の異業種連携型｢アグリビジネス｣の実現を目指すた
め、農家自身が抱えている問題を解決するため、大郷町内の当該
農地を㈱おおさと地域振興公社（大郷町７割出資）を核として、町
内の農地を町内農業者（農業法人・認定農家）で営農できる体制を
構築したい。

田尻町農政商工課

（仮称）農地制度に
おける交換耕作の
利用権設定規制緩
和特区

　効率的な土地利用から、作物の高品質・高収量生産により農業
所得を確保し水田農業を確立するため、また、交換耕作者への転
作助成金直接交付の問題や交換耕作による共済加入の問題等を
解決するため、未相続地等の水田や、50a下限面積制限等農業者
資格により利用権設定が制限される水田、、また、農業基盤強化
法等により既に長期の利用権設定が行われている水田でも、使用
収益権として認定すべく、交換耕作の利用権設定ができるよう農
地・農業者の規制を緩和する。あわせて、転作集団化にかかる交
換耕作は、作物作付け等を考慮した期間的限定を前提に、当事者
の申請書１枚に申請を簡略化する。

鶯沢町
環境調和型地域産
業振興特区

鶯沢町

鉱山の町として長年蓄積された鉱山技術と無害化施設等の関連基
盤を活用した環境リサイクル事業に取り組んでいるが、国庫補助
施設の目的外使用に関する規制の緩和等の特例の措置により、
鉱山技術を活用した環境・リサイクル技術研究所の誘致を図り、そ
の研究成果を活かした既存事業の拡大と新規事業の創出を促進
し、循環型社会の構築のための健全な環境産業の育成と集積を促
進するとともに、地域経済の活性化を目指す。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

宮城県東和町
幼稚園と保育所の
一体的運用などを
促進する特区

東和町米谷

少子化・働く親の増加が急激に進む東和町において，平成１４年度
から町内保育所（園）・幼稚園（公私立を含む）の五歳児を対象に
同一幼児カリキュラムにより保育が行われている。幼保の区別の
ない「町の子ども」の考えの下，幼保一体化と共同保育，保育費負
担軽減などの規制の特例を導入することにより，よりよい保育と軽
減の負担軽減を図ることが可能である。

矢本町
騒音区域内の宅地
開発特区

矢本町

生活圏の拡大により、自立する町づくりに資する仙台圏や石巻広
域圏の定住希望者の需要に応えるため、「騒音」理由による開発
規制を緩和した住宅地の供給を図る。もって基地の所在と調和し
た経済性や利便性等ニーズに応じた多様な市街化の均衡ある形
成と町内の経済活性化を図る。

山形県
超精密技術集積特
区

東北でも有数の精密加工技術の集積及び有機ＥＬに関する大学や
企業の技術を生かして、国立大学が行う研究開発に対する地方公
共団体からの寄附禁止の撤廃、単独研究を行う企業への国立大
学の敷地の廉価使用の可能化など研究開発に関する規制の特例
等を導入し、産学官連携を活かした研究開発の推進、県内企業へ
の技術移転と関連産業の集積を図る。

酒田市
産業用無人ヘリ使
用周波数の増波

市町村の全部

産業用無人ヘリコプターの、省力化の特性をより一層活用するた
め、現在４波とされている産業用無人ヘリの周波数を増加して使用
するための規制の特例を導入することにより、農作業の一層の効
率化と省力化、利用地域の拡大を実現する。

酒田市
観光農園設置推進
特区

市町村の全部

　農業の盛んな都市地域であるといった地域の特性を活かし、観
光農園設置推進事業の実施とあいまって、都市計画法、農振法の
農業用施設の該当施設に観光農園施設の特例を導入することに
より、域内都市住民の観光・余暇活動を充足する施設の充実、農
業・農村の活性化を推進する。

酒田市
冬の観光振興のた
めのマイクロバス運
行特区

市町村の全部

　本市への観光宿泊客の増加を目的とした「オプショナルのミニツ
アー」を企画しております。白鳥の飛来地日本一の最上川スワン
パークから、早朝（6：30～7：00）に飛び立つ白鳥の姿は、酒田市民
にとっては当たり前ですが、都会や他の地域では見られない、冬の
酒田の観光の切り札とも言えるものと思います。大型の白鳥が連
なり飛び立つ光景、朝靄の中での数千羽の白鳥などを、観察また
は餌付けする早朝ミニツアーを想定しています。方法としては、酒
田市内のホテル振興協議会の会員ホテルを、ホテル所有のマイク
ロバスが巡回し、最上川スワンパークに行き、観察し、帰りも各ホ
テルを回り下車していただくもの。運行するホテルは持ち回りとし、
ツアー参加者からは、人件費及びガソリン代程度の費用（金額未
定）負担をお願いしようと考えております。

山形県天童市 田園集落再生特区
市街化調整区域の
既存集落

　市街化調整区域内の既存集落における現行の開発制度の許可
対象は、地域内居住者の分家住宅等に制限されている。しかし、こ
のままでは人口の減少に歯止めがかからず、また、少子高齢社会
が進行するため地域コミュニティや小学校の維持が危惧される。既
存集落内へ居住しようとする者の専用住宅建設の許可を緩和する
ことにより、地域特性に応じたＵＪＩターン希望者の受け皿ともなり、
地域活性化に資することができる。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

山辺町 農ある暮らし特区

別紙地図の通り。区
域は山辺町都市計
画マスタープラン参
照。

中山間地域の２種農地（農振農用地区域）において、定住人口の
増加を図り、集落機能を維持保全するため、農業者以外の人が住
宅を新築・改築し、かつ、宅地に接続する１０a以上５０a未満の農地
を購入・利用できる「（仮称）農ある暮らし協定区域」を市町村が設
定できるよう、農地取得要件及び農地転用許可要件（集団性阻害
要件）の緩和。

福島県 知的創造・開発特区

医療福祉機器産業が集積し、会津大学や日本大学工学部等の研
究拠点が高い研究ポテンシャルを有するといった地域の特性を活
かし、産学官連携による医療福祉機器産業の創出を目指す福島
県知的クラスター形成事業の実施とあいまって、医療機器の承認
制度の届出制度への変更や改正薬事法の前倒し実施などの規制
の特例を導入することにより、新技術による医療福祉機器の開発・
製造を加速化させ、新産業の創出とさらなる産業集積を図る。

福島県会津若松市
会津若松市新規就
農支援特区

福島県会津若松市
全域

　地域農業の高齢化・離農などが進む中、地域営農の持続や農地
保全を図れる新たな農業者の確保を目的とした新規就農支援事業
を実施するにあたり、農地法上の農地の権利移動後の合計面積
の緩和がなされれば、新規就農希望者に対し広く門戸を開きそれ
ら希望者を育成することが可能となり、そのことが地域営農の持続
などの課題解消となる。

福島県いわき市
リサイクル産業を中
心とする産業再生
特区

環境産業が集積する小名浜臨海地域の特性を活かし、産学官連
携による環境産業創出に向けた取組みとあいまって、今回提案す
る「リサイクル施設の都市計画に係る手続きの権限委譲」により、
自動車やバイオマス、食品、化学品リサイクルなどの迅速な事業
化が促進され、地域の特性や実態を踏まえた環境産業振興と循環
型社会形成が実現する。

二本松市
蔵を生かしたまちづ
くり特区

中心市街地活性化
基本計画区域内

　中心市街地の空洞化が進行する中、地域に残る昔ながらの蔵を
店舗等に改装し利活用することによりまちの活性化を図る。

茨城県 栃木県、　群馬県 国際物流特区

（茨城県）日立市、
東海村、ひたちなか
市、水戸市、大洗
町、茨城町、友部
町、岩間町、笠間
市、岩瀬町、下館
市、小川町、つくば
市、（栃木県）宇都
宮市、栃木市、佐野
市、鹿沼市、日光
市、小山市、真岡
市、大田原市、矢板
市、上三川町、芳賀
町、喜連川町、南那
須町、黒羽町、西那
須野町、（群馬県）
前橋市、高崎市、太
田市

常陸那珂港を中心とする港湾区域と北関東自動車道沿線地域等
に国際物流特区を設定し、茨城・栃木・群馬の３県が共同で物流拠
点の形成とネットワーク化を促進することにより、首都圏における
新たな国際物流拠点の形成を図る。港湾においては、手続きの簡
素化やコスト低減化を進めるとともに、後背地域においては、イン
ランドデポの機能強化など物流拠点の効率化や立地規制の緩和
等により、産業の活性化を図る。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

茨城県 鹿島経済特区

他のコンビナートと比して，計画的に各種プラント・パイプライン・
ユーティリティの配置がされており，また，石油精製とエチレンセン
ターが１つずつと極めてコンビナートリファイナリーが優れている。
しかしながら，オイルショック等もあり，立地当初，各企業が計画し
ていた生産設備（能力）に至っていない状況にある。このことから，
空いている遊休地に，ファイン関連や高付加価値型の企業や最終
製品まで生産するアセンブリ（組立・加工）型の企業等の誘致を進
め，パイプラインが最短でかつ各種留分を相互に有効活用できる
産業クラスターが形成できるための各種規制の緩和を推進する。
また，コンビナートの定期修理や保安検査の合理化・整合化が図ら
れることにより，コンビナートの連続運転（従来，１～２ヶ月間停止）
が可能となり，稼働率と生産性が向上（約１千億円／年(生産ベー
ス)）を図ることができるほか，鉄鋼事業の円滑化を図るための鉄鋼
スラグの輸出手続の簡素化や転炉への梱包木材の有効活用を進
めるとともに，大型合併による国際競争力の向上を促進させるため
の法人税の欠損金に取扱について，欧米並みの環境づくり等を進
め，コスト競争力の高い産業拠点づくりを目指す。

茨城県
つくば・東海・日立知
的特区

―

「つくば」の世界的な研究機関集積と、「東海・日立」の原子力研究
施設や電機・機械等の製造業集積を核として、産学連携による研
究開発促進のための諸事業と相まって、次の３点について規制の
特例を導入することにより、新技術開発・新産業創出を推進する。
①公的研究機関における研究開発型中小企業からの調達の拡
大、②返還財産の処分先への民間事業者の追加、③大学の設置
に係る規制の弾力化（設置主体の拡大、手続の簡素化等）

つくば市
つくば新エネ市民電
力特区

産学官の研究機関の集積を活かし、電気事業法特定供給制度や
燃料電池・水素利用の保安基準等の規制の特例を導入して、産学
官民の出資と運営参加によるつくば新エネ市民電力公社（仮）によ
る新エネルギー需給の調整により、地域内での新エネルギーの導
入と適正利用を推進する。

里美村 電源開発㈱
里美牧場自然エネ
ルギー活用特区

里美牧場地域（面積
５２０ｈａ）

標高が７～８００ｍ、広さが５２０ｈａの牧場であるという地域の特性
を活かし、風力発電施設の建設やバイオマスリサイクルセンターの
建設と相俟って、県立自然公園普通地域への工作物の建設、農業
振興地域整備に関する法律や農地転用の規制の特例を導入する
ことによって、里美牧場地域は有数の自然エネルギー基地になる
ことができます。これは、自然エネルギーを活用した村づくりと地球
環境問題解決へも貢献したいという、里美村の環境立村構想その
ものです。

宇都宮市
不登校児童・生徒対
応特区

宇都宮市内

市内の空きスペースを利用した不登校児童・生徒のための学校を
設立し，個性や適性に応じた指導・支援を行う。指導者としては，
専任教員，指導助手の他，学校という既成の概念にとらわれない
幅広い人材をあてるとともに，学生サポーターなどの協力を得る。
なお，不登校児童・生徒の籍については，前籍校へ転校したり，卒
業校を柔軟に決定したりできるようにする。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

栃木県足利市
栃木県佐野市、群
馬県桐生市、太田
市、館林市

両毛地域振興宝くじ
特区

栃木県及び群馬県
の県境に位置する
両毛５市

栃木・群馬両県境にある両毛５市は、人口も５８万人余あり、政令
指定都市並の人口を有している。この地域は従来から、行政レベ
ルや民間レベルでの交流を種々行っている全国的にも特異な地域
である他、北関東の中心に位置していることからの、その将来発展
は大いに期待され、その発展の鍵は両毛５市の連携にある。この
特異な地域での広域連携行政の円滑な運営をめざすためには、こ
の規制の特例による特区がぜひとも必要である。

鹿沼市
社協・事業団統合特
区

鹿沼市

  効率的な社会福祉活動を展開するため、社会福祉事業団と社会
福祉協議会の統合により社会福祉協議会に一本化し、ここに施設
を委託したい。
  しかし、国・県では厚生労働省通知等により、統合による社会福
祉協議会への委託は困難（民間法人への委託が優先）であるとの
指導がされている。
  この指導による規制の特例を求めるものである。

真岡市 教育特区 真岡市
幼稚園の入園年齢を２歳の誕生日まで引き下げ、乳幼児期からの
幼稚園教育を可能にし、幼児教育を推進する。

群馬県
土地開発公社保有
地活用特区

県内のうち、市町村
土地開発公社が、
平成１３年度末で保
有土地を有する市
町村の区域

土地開発公社の保有地で、再取得の目途が立っていない土地の
民間売却における制限を緩和し、また、定期借地権の設定等を可
能にすることで、企業等の誘致、雇用者の増加、定住人口の増
加、市町村財政の健全化を通じた経済活性化を図る。

群馬県
環境調和型地域形
成特区

群馬県内

　有用資源として活用可能な一般廃棄物やバイオマス等が生活圏
の近傍にあるといった地域の特性を活かし、循環資源（廃棄物等）
の円滑な物流システムの整備や地域エネルギー供給システムの
整備に係る規制の特例を導入することにより、地域におけるリサイ
クルや新エネルギー供給産業の育成を図り、環境負荷が少ない活
力ある地域社会の形成を推進する。

群馬県 アグリトピア特区 群馬県内

　担い手不足や耕作放棄地の増加が年々深刻化しつつある農業
農村において、ＪＡを地域経済の中核的担い手として位置づけ、「Ｊ
Ａによる農業経営」と「農地の所有」を容認する規制の特例を導入
することにより、新たな事業展開への道を拓き、農地の積極的な利
活用と活力ある地域づくりをめざす。

前橋市
特定公共賃貸住宅
利活用促進特区

前橋市

世帯所得の低迷により中堅所得者向けの需要が見込めず空き家
の解消が期待されない特公賃について、事業実施主体による新た
な入居者資格の検討を可能としたり、また、公営住宅や高齢者向
け優良賃貸住宅へ用途転用する際に求められる整備基準の緩和
などの規制の特例を導入することにより、空家住宅の活用を図りな
がら、中心市街地活性化や高齢者の居住の安定を図るなど多様
化する地域の住宅需要に対応し、地域の活性化を推進する。

前橋市
中等教育学校後期
課程の学級数を弾
力化する特区

前橋市

公共交通が少なく自転車通学が主体という地域特性の中で、自力
通学が困難なため中等教育学校への入学を断念するケースが想
定される。中等教育学校後期課程の学級数増を実現する規制の
特例を導入することで、新しい教育環境を希望する生徒を広く市内
外から受け入れ地域の高等教育の充実に貢献し、また、新たな人
間関係の中で生徒の豊かな人格形成を促すことで中等教育学校
の教育効果を高め、魅力ある学校の創造と活性化を推進する。

前橋市
都市計画決定手続
き特例特区

全国

市街化区域への編入時において、区域区分の変更に伴う関係行
政機関との協議に係る事務手続きの期間を短縮することにより、編
入後の建築行為や公的整備の着手等を早め、ひいては、地域経
済活性化を促進させる。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

前橋市
行財政改革推進特
区

前橋市

市が資本金の４分の１以上出資する等、市行政に密接な関係を有
する公益法人の設立許可について、主務官庁から市へ許可権限
を移譲するよう規制の特例を導入することで、行革の観点から行っ
ている市の外郭団体の整理・統合を推進し、ひいては市民サービ
スの向上を図る。

前橋市
大学の研究者（教員
等）の知的財産権活
用特区

前橋市

厳しい社会情勢の中で、産業界から地域の高等教育機関である前
橋工科大学に対し、地域活性化に向けた大きな期待が寄せられて
いる。産業技術力強化法第１６条に拠る大学研究者の特許権取得
に係る特許料等の軽減に関し、軽減割合の拡大及び軽減期間の
延長を実施することで、学内の研究活動をさらに活性化させ、これ
らの成果となる特許等の知的資源を地域に還元し、新技術の起業
を促すとともに地域経済の活性化を実現する。

前橋広域消防本部
無線局再免許申請
弾力化特区

前橋広域市町村圏

陸上移動無線局の有効期間は５年と定められているが、消防・救
急業務は高い公益性を有し且つ市民生活に密着した極めて重要
なものであることを考慮して、免許の有効期間に係る規制の特例を
導入するとともに、同一年度内において免許の申請から交付まで
完結されるよう、有効期間満了日及び申請日程に係る規制の特例
を導入することで、申請に係る経費の削減及び事務の効率化を推
進する。

前橋市 双翼興県推進特区 前橋市・高崎市

前橋・高崎両市は人口５２万を擁する群馬県の中心であり、平成10
年から効率的な行政や市民サービスの向上を目指し様々な連携
事業を展開し、官民協力して魅力ある地域の創造に向け努力して
いる。税収の先細りが懸念される中、当せん金付証票発売に関す
る規制の特例を導入することで財政資金の調達を実現し、行政と
市民が知恵を出し合い、自立と個性を尊重した魅力ある地域づくり
を一層強力に推進する。

桐生市
北関東産官学研究
会

産学官連携による
共同研究促進のた
めの税制上の優遇
強化措置特区

複数の市町村

桐生地域には群馬大学工学部をはじめ、開発志向の企業が集積
しており、群馬大学との共同研究による新産業の創出に向けた数
多くの産学官共同研究が進行している。共同研究を進める企業に
対する法人税、所得税の優遇強化措置特区を設置することによ
り、更なる大学と企業との共同研究の普及・振興が図られ、新産業
創出の可能性を実現する。

桐生市
北関東産官学研究
会

産学官連携による
共同研究成果にか
かる特許料の減額
特例措置特区

複数の市町村

桐生地域には群馬大学工学部をはじめ、開発志向の企業が集積
しており、群馬大学との共同研究による新産業の創出に向けた数
多くの産学官共同研究が進行している。こうした中で中小企業等に
対する特許料の減額特例措置による特許出願とその保有件数も
増進することにより数多くの保有特許を活用した新産業創出の可
能性を実現する。

桐生市
農産物の被害防止
と市民生活の安全
を確保する構想

桐生市
年間を通じて市民生活がおびやかされ、また、農作物被害が拡大
している現状を憂慮し、駆除隊員が行なう活動の一部を住民の活
動として支援する。

桐生市
行政が農用地を取
得(借地)し、育苗事
業を行なえる構想

桐生市
本市では、平成１３年度から５６６ｈａの市有林における１０か年管
理計画を独自に作成して、クヌギ、コナラ、ケヤキ等の育苗を市民
活動を含めて始めている。

桐生市
財団法人　桐生地
域地場産業振興セ
ンター

全国地場産業振興
センター高度利用特
区

地場産業振興センター内には、「北関東産官学研究会」及び「ベン
チャー企業総合支援センター」を置き、産学官の拠点センターとし
て積極的に取り組んでおり、これら事業と地場産業振興センターが
連携し、地元中小企業及びベンチャー企業の育成を図っていくこと
が将来の地場産業の活性化につながるものと考える。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

群馬県太田市
太田外国語教育特
区構想

群馬県太田市

　実践的な話せる英語教育の必要性が叫ばれて久しいが、英語指
導助手が全国津々浦々に着任して生きた英語教育を進めている
現在でも、十分な成果があがっていないのが実情である。
　このことは、現状の英語教育の限界を示しているものであり、本
当の生きた英語教育の実践をするためには、大きな制度の改革が
必要な時期に来ているといえる。
こうした中で、本市は、国の構造改革特区構想を踏まえ、これまで
の学校教育法等の一部を修正するだけで、先進的な英語教育を
展開することにより、国際性豊かな感性と広い視野を持った国際人
の育成を目指したい。

熊谷市
子育て支援、男女
共同参画支援特区

熊谷駅東地区市街
地再開発事業区域
内

熊谷市
中心市街地活性化
特区

熊谷市中心市街地
地区

中心市街地のＴＭＯ事業に限り、事業認定要件から小売、サービ
スの区別をなくす。

川口市
市職員の任用につ
いての特区

川口市

臨時的任用職員の任用期間を最長５年まで延長可能にし、さらに
労働契約期間を最長５年まで延長可能にすることにより、正式任用
職員の採用抑制と補助的事務を行う臨時的任用職員の積極的採
用が可能となり、人件費の抑制と川口市地域での新たな雇用創出
が実現する。また、従来補助的事務と代替可能な職務を行ってい
た職員の臨時的任用職員との交替、再配置で常時変化する今日
の行政需要に対し、適正な人員配置を行うことができる。

川口市

生活保護受給者に
係る公営住宅家賃
及び介護保険料の
福祉事務所による
控除・納入の特例

川口市

公営住宅家賃及び介護保険料の滞納の多いことに鑑みて、生活
保護費のうち、公営住宅家賃及び介護保険料について福祉事務
所が、本人の同意も委任も必要とせず控除・納入することができる
ようにする。

川口市
公民館の使用制限
の緩和

川口市の全部

鋳物産業等中小企業が集積する本市において、一般の貸会議室
の使用料は高額であり、また、この不況下にあってその数も減少し
ている。そのため、市内の多くの企業は社員募集時の面接会場に
市外の貸会議室を求めることになり、雇用促進の面で悪影響が出
ている。よって、社会教育法第２３条第1項第１号を緩和し、市内事
業所の雇用促進及びさまざまな市民への施設利用を促進する。

川口市
公民館の他施設へ
の転用の緩和

川口市の全部

現在、川口市には、コミュニティセンター的施設がなく、さまざまな
場面で公民館が利用されている。しかし、公民館は教育施設であ
り、使用内容によっては利用できないことも多く、現代の多様化した
市民ニーズに対応できない状況である。鋳物産業等中小企業が集
積する本市において、社員募集の面接会場として公民館は利用で
きず、雇用促進に支障が出ている。また、市民サービスの実施に
ついても支障があるため、公立社会教育施設整備補助金に係る財
産処分の承認等の手続きを緩和し、公民館からコミュニティセン
ター的施設への移行を実施する。

川口市
市町村教育委員会
による教職員定数
の弾力的運用

川口市

県費負担教職員定数の加配分を予算に換算し、市町村に配分し、
予算の範囲内であれば、学校長の裁量で教職員を配置できるよう
規制を緩和する。具体的な事業としては、小学校第１学年への副
担任制導入や中学校における選択教科拡充のための非常勤講師
配置など、教員免許を持つ地域の人材を活用することで、弾力的
な教員配置を可能にする。このことにより、学校経営における校長
の権限の拡大と「特色ある学校づくり」の推進に資する。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

川口市
市教育委員会によ
る教員インターン制
度の導入

川口市

市教育委員会が教員養成機関としての指定を受け、独自にイン
ターン制度を導入する。インターンの２年間を修士課程と同等の扱
いとし、インターン期間を修了した者については、専修免許状の授
与を受けることができるようにする。また、現職教員についても研修
休職をせずに市教育委員会主催の研修の一環として専修免許状
へ上進できる道を拡大するなど、教員養成段階から現職研修まで
一貫性をもった教員の資質向上を図る。

川口市

学校外教育機関で
の教育活動を授業
時数として認定する
制度

川口市

学校外の公開講座で学習した総合的な学習の時間や中学校選択
教科などを授業時数として認めることで、児童生徒に地域での豊
かな活動場面を提供すると共に、学校の枠にとらわれない中学校
選択教科など生徒の多様なニーズに応える。具体的には、土曜日
及び７月から９月に一定期間に、全市的な計画のもとにカリキュラ
ムを作成し、公民館や市立科学館等の公的機関や学校等を会場
に、総合的な学習の時間や選択教科を集中的に学習する。

川口市 商業振興特区 川口市
中心市街地等において空き店舗が増加し空洞化が懸念されるな
か、商店街振興組合の設立要件を緩和することで、少数の意欲あ
る商店街で法人化が進み地域での環境の整備改善が図られる。

川口市
農業協同組合の市
民農園開設の要件
緩和

川口市

都市化が進展してきており、遊休農地が増え、また、市民農園の需
要も増えてきている。現在、特定農地貸付けに関する農地法等の
特例に関する法律第２条及び第５条では農業協同組合が市民農
園を開設する場合、組合員の所有に係る農地の利用に限られてい
るが、これを撤廃することにより、市民農園の開設の増加を図り、
遊休農地の解消と農地の保全、都市住民への農業機会の提供を
図る。

川口市
行政財産の使用許
可基準の緩和の特
区

既成市街地内
道路拡幅のために買収した行政財産(補助金を使用したもの）を、
補助事業者の長の承認で、工事が本格的に行なわれるまでの間
有効的な利用ができるようにする。

川口市
土地区画整理事業
推進特区

川口市の土地区画
整理事業区域内

土地区画整理事業地内における、確認できない従前地の分合筆
の特例措置について。
公図上で分合筆登記が認められれば、土地区画整理による諸問
題が解決され事業の効率化と円滑な土地取引が可能となり、経済
の活性化を促進する。

東松山市 家電リサイクル特区 複数の市町村

比企地域の中心といった地域特性を活かしつつ、法律改正して家
電リサイクル指定引取場所をＡ・Ｂグループ統一することで、指定
引取場所が市民の身近なところになり、家電４品目の不法投棄防
止と資源の有効活用となる。

埼玉県春日部市
安全で親しまれる都
市公園管理運営特
区

埼玉県春日部市

多くの住民に親しまれている公園を利用し、地元企業・商店等の広
告物を公園に掲示させることを許可し、地元企業・地場産業・地域
商店街等の活性化を促進するとともに、その占用料を徴収すること
により公園施設の整備を図る。

埼玉県春日部市
市民参加型行政運
営特区

埼玉県春日部市

地方公務員法第２２条に規定される臨時的任用職員の任用期間
は６か月となっているが、短期間では職員の補助的業務しか任せ
ることはできない。そこで、正式職員増員等の義務的経費負担を増
大させずに市民サービスの質的向上を図るために、臨時的任用職
員の任用期間の制限を緩和し、一定の経験と知識を要する職種等
について首長の裁量で任用期間の拡大を図ることができるように
する。

埼玉県鴻巣市
放課後児童健全育
成特区

鴻巣市

放課後児童健全育成事業の一貫として、学童保育室指導員を臨
時職員として任用する場合は、特例的に採用期間を最長３年間と
し、有資格者等の雇用機会の活性化と指導員の頻繁な交代を改
めることにより、事業体制の向上を図る。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

埼玉県鴻巣市
花のまちこうのす
花の文化・産業経済
特区

箕田地区（市町村の
一部）

　　土地利用の規制緩和（農業振興地域の整備に関する法律、農
地法、都市計画法）により、フラワーセンターを中心に、クラインガ
ルデンを核としたフラワーパークゾーンの設定や花関連産業の集
積により、地場産業の一層の振興を図る。
　また、消費者と直結した産地を育成し、消費者参加型農業を確立
するとともに、民間資本等を積極的に導入し、農業産業構造の転
換を図る。

埼玉県鴻巣市
高齢者にやさしいま
ちづくり特区

用途地域の第一種
低層住居専用地域
内（市町村の一部）

 高齢社会に対応し、高齢者にやさしいまちづくりを推進する一環と
して、身近で日用品等の生活必需品が購入できるよう用途地域内
の建築可能な建築物の拡大を図るなどの規制の特例を導入する
ことにより、高齢者の利便性の向上を図る。

上尾市 アッピーくじ特区 上尾市

地方分権に沿った地方独自の事業に充てるため、当せん金付証
票法の規制を緩和し、宝くじの発行を中核市、特例市まで拡大す
る。または広域で発行できるようにするなど、市町村合併の推進に
も役立つ。
宝くじが市のために役立っているという市民参画の醸成にも役立
ち、まちづくりへの市民の関心が高まる。

上尾市
コミュニティＦＭ広域
化特区

上尾市・桶川市・伊
奈町

従来、市内だけのスポンサーしかつかなかったことが、コミュニティ
ＦＭの推進を阻んでいたが、放送エリアを拡大することにより、今ま
で以上にスポンサーがつき易くなること、また、隣接する市町村で
のグループの活動が活発になり、在住外国人への市政情報の提
供や、外国人と邦人とのコミュニケーションの展開、商店街の活性
化、聴取者の増加などの相乗効果が期待できる。

上尾市
臨時職員の長期任
用特区

上尾市

産休、病休等による代替臨時職員の任用期間を、労働基準法に準
じ、地方公務員法第22条の臨時的任用の期間を1年から3年に延
長（緩和）する。
保育や教育における有能な臨時職員の雇用機会を図るとともに、
効率的な業務が期待できる。

上尾市
特認保育士「保育ヘ
ルパー」特区

上尾市

平成15年11月から、保育士でないと保育業務ができなくなるので、
時間外保育については、従来どおりの保育が行えるようにする事
により待機児童の減少と時間外保育の実施及び雇用の促進を図
ることができる。それには、保育士の業務のうち児童の保育に関す
ることのみを行う特認保育士「保育ヘルパー」を自治体独自で認定
し、従来どおり保育にかける情熱、経験などを加味し、基礎的な知
識を有するかどうかにより採用する。

上尾市
登記簿謄本オンライ
ン特区

上尾市を含む法務
局出張所管内

市の土木・建築行政においては、土地・建物の表示や権利関係を
閲覧することが多くあり、その度に法務局に行き閲覧している。登
記簿謄本が市とオンライン化ができると市の職員が法務局に行く
時間、労力、経費が削減できるほか、市民の各種申請や相談など
も迅速に処理できる。

上尾市 居室の採光特区 全国

照明設備の技術の発達により居室の採光については法で制限す
る必要がなくなった。建築物における採光の必要性は、建築主が
判断すれば良いとの考え方に立つということで、建築計画の自主
性や自由度が向上する。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

上尾市
既存不適格建築物
の更新特区1  (区画
整理事業地内）

上尾市

区画整理事業において、個人経営の工務店などが既存不適格建
築物になっていて、換地先が従前地以外の所へ移転しなければな
らない場合、建築が不可能となり、事業を辞めるか、よそに移転せ
ざるを得ない状況となる。
地価の下落等により土地区画整理完了後、土地の資産価値の上
昇は望めない状況の中で、区画整理事業の障害となっている既存
不適格建築物の更新ができれば、停滞している区画整理事業の
推進が容易になる。

上尾市

既存不適格建築物
の更新特区２
（日影による中高層
の建築物の高さの
許可の緩和）

全国
既存不適格建築物の増改築について、明らかに居住環境を害する
おそれがないと認めるものを許可する場合は、建築審査会の同意
を不要とする。

上尾市

既存不適格建築物
の更新特区３
（第１種・第2種低層
住居専用地域内に
おける建築物の高さ
の許可の緩和）

全国
既存不適格建築物の増改築について、増改築する部分が高さの
限度を超えない場合については、許可不要とする法改正を行う。

上尾市

既存不適格建築物
の更新特区４
（容積率・斜線制限
の緩和）

全国

草加市

安心・安全改革特区
（違法停車及び違法
駐車確認事項の草
加市への移管）

違法停車及び違法駐車の取締まりを市町村が行うことで渋滞を解
消し、円滑な交通を確保し、地域商業・商店街の活性化や市民の
安全性・利便性の向上と地域経済の活性化を図る。

草加市
地域の共生特区（外
国人参政権）

日本国籍市民と同様に地方税を納税し、まちづくりに参加するな
ど、地域社会のメンバーとしての責務を果たしている永住外国籍市
民に市政への参政権を付与することで、地域コミュニティの一員と
しての意識を高め、地域社会を支える「主権者」として認知された
市民のさらなる活動により地域の活性化を図る。

埼玉県蕨市
コミュニティバス特
区

コミュニティバス実
施市町村

コミュニティ活動が活発な当市において、誰にも優しいコミュニティ
バスの運行は高齢者等の外出機会を促し、コミュニティ活動の活
発化に寄与している。運賃設定の認可制から届出制への特例の
導入によって、バス利用の利便性の確保向上策を迅速に実施でき
ることができ、利用者の増加、経済活性化が想定され、またコミュ
ニティ活動の促進を図ることができる。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

埼玉県蕨市
民間活力を利用して
の租税債権の確保

市町村

昨今の社会経済活動をみると、１地域に止まることなく住民移動が
頻繁に行われている。これに併せて滞納者も広域化の傾向がみら
れる。現状ではこれらの滞納者に対しては電話・文書催告、あるい
は職員の出張徴収により租税債権の確保に努めている。徴収にあ
たっては「費用対効果」は重要な課題である。長期出張徴収となれ
ば、それに伴う経費負担は重く、租税徴収の効果は低い。そこで現
在全国に設置している郵便局を実施徴収機関として、租税債権の
確保を図ろうとするものである。この制度は当該地方団体の区域
以外に住所又は事務所等を有している滞納者に対して、徴収金を
徴収するもので、督促状を発したり、滞納処分の執行をするもので
はない。徴収事務委託に伴う経費は、当該地方団体が仮定として
徴収金の100分の5.5を乗じて得た額を日本郵政公社に支払うもの
とする。（なお、徴収金の率は公社としての受託収益となることを考
慮して定めることとする。必要によっては、基本委託料も併せて検
討の要あり。）地方団体は全国に転出した滞納者に対して、徴収委
託制度を利用し、最少の経費で租税債権の確実な実現を図られ
る。その結果租税の公平性と併せて収納率の向上に結びつくもの
と確信します。

入間市
財務省所管普通財
産（米軍返還財産）
暫定利用

入間市

当市においては、首都圏近郊に残されている広大な未利用地であ
る留保地を取得することは財政上困難ですが、『「普通財産貸付事
務処理要領」第１節共通事務、第１基本方針、１新規貸付、（１）ロ』
に該当する規制の特例を導入し、留保地を暫定利用に供すること
により、今後における具体的な利用計画の策定やその利用の促進
が図られます。

朝霞市
キャンプ朝霞返還国
有地暫定有効活用
特区

市内キャンプ朝霞返
還国有地

現在、未利用のキャンプ朝霞返還国有地が市内に約22haあると
いった地域特性を活かし、正規の払下げまでの間、市民に開放す
るための自然林緑地や市民憩いの広場等を整備することとあい
まって、国有財産特別措置法に基づく国の普通財産を暫定利用す
る際の使途及び期間等の規制の特例を導入することにより、市民
相互の交流と地元商業の活性化を実現する。

朝霞市 民間管理委託特区 朝霞市内全域

地方自治体が公共施設の管理を委託できる対象は、現在第三セク
ターなどの地方公共団体が出資する法人、公共団体及び公共的
団体に限定されているが、「公の施設」の管理受託者の範囲を民
間事業者にまで拡大することにより、施設の維持費を安くすること
ができ、より集客力もアップし市民サービスも向上する。

朝霞市
英会話早期学習推
進特区

埼玉県朝霞市

比較的外国人が多く在住し、且つ学校外で何らかの手段で英会話
を学習している小学校児童が多い本市の特性を活かし、「楽しく学
べる英会話」事業の実施とあいまって、学習指導要領の弾力化、
教育職員免許法の緩和等の特例を導入することにより、市内全小
学校の総合的な学習の時間において英会話活動を実施できるよう
にするとともに、小学校児童の英語によるコミュニケーション能力の
育成を推進し、併せて外国人の雇用促進等に資する。

志木市 地方自治特区

地方公務員の勤務条件の根本基準の緩和や営利企業等の兼業
に関する要件緩和などの規制の特例を導入することにより、歳出
に占める総人件費を抑制するとともに、市民の市政に対する関心
の深さといった地域特性を活かし、協働による市政運営を展開する
ことにより、地方自治体の財政構造改革を進め、財政的にも自立し
た地方自治体を構築する。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

埼玉県志木市
「”地域立学校”構築
計画」構想

市町村の全部

中学校：確実な実践と特色が発揮できる教育課程の編制。授業時
数の学年区分を外し、授業時数及び学習内容の学年配分を弾力
化するとともに総合的な学習の時間を学校裁量とする。
小学校：創意を生かし学校個性化ができる教育課程の編制。総合
的な学習の時間を最低基準年間３５時間とし、残りの授業時数は
学校裁量とする。

埼玉県志木市
志木市型高齢者福
祉施設

①高齢者の多様な選択権を保証し、やさしく淋しくない施設を設置
するためには、現場に直結する民間や自治体の知恵を活用すると
ともに、民間活力の導入を図り、地域の雇用も確保できる施設を設
置する。
②現行の施設は多額の建設コストを要しており、厳しい財政環境を
考えると、必要な施設を充足することは財政的に不可能である。さ
らに、現行の特別養護老人ホームの設置は民間では社会福祉法
人に限られており、社会福祉法人以外の民間活力を導入すること
により、低コスト化を図る。

新座市
首都圏近郊緑地ま
ちづくり特区

新座市内全域

県内で唯一の近郊緑地特別保全地区及びその周辺の緑地等を保
全するため、みどりのまちづくり基金を活用して緑地の買取りに努
めてきたが、東京都に隣接する住宅都市であることから、宅地開発
等により貴重な緑地が失われつつある。そこで、地方財政法第４条
の５の適用除外地区として指定を受けて、開発事業者から開発協
力金を徴収し、これを原資として緑地等の買取りを行い、みどり豊
かで良好な住宅地形成による経済の活性化を図る。

新座市
首都近郊都市活性
化特区

新座市内全域

東京都との境界に位置する特異な本市において、良好な街並み形
成を図るためには県内はもとより東京都とも均衡がとれた土地利
用規制が必要である。また、深刻な経済不況の中、地域の活性化
を図るため社会経済等の変化への柔軟かつ速やかな対応も必要
である。これらの課題を解決するため、都市計画の原案作成者で
あり地域の実情を最もよく知り機動的な対応が可能である本市に
用途地域の都市計画決定権限を付与していただきたい。

新座市
公共料金支払窓口
拡大特区

新座市内全域

　水道料金のコンビニ収納利用者の実績があることから、現在地
方自治法施行令第158条で定められている歳入の委託又は収納
の委託の範囲を拡大し、保育料等負担金及び介護保険料等保険
料等、各種市徴収金の収納をコンビニエンスストア等で行い、市民
の利便性の向上、市の財源確保の推進、更なる市民サービスの向
上を図る。

久喜市 農地集積特区 久喜市全域
梨組合など法人格を持たない任意団体へ農地の集積が出来るよう
にする。

久喜市
農用地区域利用特
区

久喜市全域
　農用地区域からの除外要件を大幅に緩和し、地域の実情に応じ
た定型的な開発が出来るようにする。（条例で区域指定された区域
については､農業振興地域から除く）

埼玉県北本市
公民館住民管理特
区

独自の地域活動や福祉活動等を展開しているコミュニティ協議会
へ、住民の身近な施設である公民館の管理運営を委託することに
より、住民のニーズに合った事業を展開することが可能になり、そ
れが住民の日常生活の満足度の向上につながるものと考えます。

埼玉県北本市

家庭や社会のニーズの多様化に対応するため、幼稚園の入園年
齢を撤廃することにより、私立幼稚園経営者の柔軟な発想による
幼児教育が展開されることが期待できる。また、新たな雇用の創出
も期待できる
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

埼玉県八潮市 リサイクル推進特区 埼玉県八潮市

若い市民が多く、転入転出が活発という点、また、市内に多くの事
業所が存在し、多種多様な製品が製造されているという点が特性
である本市において、中古品の処分や在庫品の処分が可能となる
流通ルートを確立し、自由な商取引を推進することにより、産業の
振興、経済の活性化を図ることが可能となる。

埼玉県八潮市

職業安定所（ハロー
ワーク）の権限（雇
用あっせん業務等）
の一部を市に委譲

埼玉県八潮市

市内に事業所が多いといった地域の特性を活かし、就職情報の調
査や提供及び職業斡旋や給付事業の手続きの迅速化を目的とし、
国が独占している職業あっせん事業の主体を、希望する市町にま
で拡大することにより、地域における雇用確保と公共職業安定所
における事務の一極集中の回避を実現する。

埼玉県宮代町
小中学校教諭の任
用弾力化構想

埼玉県宮代町

小中学校が隣接しているという立地の特性をいかし、学校教育法
施行規則の弾力的運用とともに、教職員の任命権の一部を町に移
譲し、小中学校の兼任を柔軟にすることで、9ヵ年を一つの単位とし
て、授業の一貫性や行事の合同を実施し、地域に根ざした特色あ
る教育を推進する。

菖蒲町
農地流動化推進特
区

町内の農地

本町は、関東でも屈指の穀倉地帯が形成されている。また、特産
品である梨及び苺は、県内では屈指の生産高を誇っている。しかし
ながら、昨今の農業者における後継者不足が課題となっている。そ
こで、民間事業者が農業者への斡旋を目的として農地を保有する
ことで、未生産農地の流動化が促進され、農業者の規模拡大が推
進、農地の荒廃防止、農業生産のコストの減少及び農業者の就業
継続意欲の増大に繋がる。

菖蒲町
農産物直売所設置
特区

町内における農業
振興地域

本町は、農業を中心として発展し、特産品である梨及び苺は、県内
での屈指の生産高を誇っている。しかし、最近の消費者の食に関
する関心の高まりや、意欲ある農業後継者の育成、地産地消、観
光農業の推進といった面で課題が生じている。そのため、農業者
の自宅等に隣接する幹線道路沿い等において、一定規模までの
直売施設の設置を簡易な手続で認め、地場産農作物の販売を促
進し、生産者の顔の見える安心で安全な農業等を推進する。

菖蒲町
複合用途地域指定
特区

町内の都市計画法
に基づく工業系地域

本町では、国道１２２号バイパス、首都圏中央連絡自動車道及び
同ＩＣの建設事業が進められ、交通の利便性が更に向上する。そこ
で、既に立地する民間事業者の業態変化や事業の多角化に迅速
に対応でき、また、新規の民間事業者の誘致を促進させ町内産業
の活性化を推進するため、１の地域に商業系及び工業系の重複す
る用途を指定し民間事業者の投資意欲を向上させる。

千葉県 国際空港・港湾特区

成田空港周辺地域
（市川市を含む）、千
葉港・木更津港周辺
地域

成田空港及び千葉港・木更津港において、通関業務の規制緩和
や荷役の合理化を図るとともに、航空物流と港湾物流の連携を促
進することにより、企業の国際物流ニーズに対応した物流の高度
化と新しい国際物流関連産業等の育成を図る。

千葉県 健康福祉千葉特区 千葉県全域

　高齢者、障害者、児童等などの誰もが、住み慣れた家庭・地域で
安心して生活していくことを基本とし、ユニバーサルなまちづくり事
業を含めた「施設から地域・家庭へ」の施策を展開するに際し、知
的障害者の痴呆性高齢者グループホーム混合利用、介護保険法
第１３条及び国民健康保険法第１１６条の２の住所地特例などの特
例を導入することにより、地域での受け皿づくり、生活を支える支援
体制及びネットワークの確立を推進する。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

千葉県
個性が輝く教育推
進特区

成田市及びその他
特定の地域

　本県「アクションプラン」の重点施策「個性が輝く教育の推進」を実
施するにあたり、国際理解教育、児童生徒理解、特別支援教育の
円滑化を図るため、小･中相互の計画的な人事交流を推進し、小
学校高学年から中学校にかけての指導の継続性を実現する必要
がある。そのため、小・中両免許所有者が十分な数に達するまで
の特例として、中学校免許所有者を小学校学級担任に、小学校免
許所有者を中学校教員に任用できるようにする。

千葉市
環境リサイクル・ス
ポーツ特区

「蘇我特定地区整備
計画」に定められた
区域（約２２７ｈａ）

　蘇我特定地区のうち，特に早期の整備が必要となるエコロジー
パークや総合スポーツ公園内に建設予定の球技場を主たる対象と
する。環境・リサイクル産業を再生の核とするとともに，スポーツ振
興を通じて地区全体の賑わいと魅力の創出を図る。

千葉市 　
中心市街地活性化
特区

「千葉市中心市街地
活性化基本計画」に
定められた区域（約
１５０ha）

　大規模小売店の撤退や商店街の衰退等により空洞化の進む本
市の中心市街地の活性化を図るとともに，各種業務機能の集積を
促進することにより，政令指定都市千葉の都心にふさわしい，賑わ
いと魅力の復活を図る。

館山市
原動機付自転車等
ナンバー地域イメー
ジ表示特区

館山市
観光・レクリエーション地域という特性を活かし、原動機付自転車
等の標識について、創意工夫が可能とし、地域のＰＲ及びイメージ
アップを図る。

館山市 海辺活用特区 館山市
地元民間資本による海岸保全区域内等への集客施設の建設とそ
れに合せた背後での面的に魅力のあるまちづくり

千葉県東金市 交通安全特区 東金市全域
交通事故が多発している状況を、東金警察署との連携による交通
安全対策の実施により、地域にあった迅速な対応で、交通事故の
減少を目指す｡

千葉県東金市
グリーン・エミッショ
ン特区

東金市全域及びそ
の周辺地域

本地域の地場産業である花木生産および植木業者等から発生す
る植物系廃棄物の処理は、野焼きが禁止され、その他の処理方法
も経費がかさむため植木業者等を圧迫している。このような中、処
理能力の基準を緩和することで植物系廃棄物のリサイクル施設設
置を促進し、環境緑化産業の振興を図る｡

千葉県東金市 市民農園特区 東金市及び山武郡

首都圏に隣接し、交通体系も充実して都市住民の自然系レクリ
エーション需要の高い九十九里地域において、良好な都市環境の
形成と農村地域の振興に資するため、特別に指定された区域内で
の市民農園事業への参入を容易にすることによって、利用者ニー
ズにかなった良質な市民農園整備促進と農地の有効活用を図る｡

千葉県東金市 まちづくり推進特区
今後まちづくりに取
り組むことが決定し
た地区

　経済情勢の悪化に伴いまちづくりの基本方針を定めた地区に、
都市計画法の開発許可の基準の緩和、土地区画整理法の技術基
準の緩和、及び建物用途規制の緩和をすることで、魅力的で特色
ある自由な発想のまちづくりを具現化することができる。そうするこ
とにより、魅力的で特色あるまちが創造され定住人口の増加や経
済活動が活性化する。

千葉県東金市
公共施設目的外使
用特区

首都圏

本来補助金を受け取得した土地・家屋について、補助金交付対象
の目的以外の使用は基本的に認められていないが、補助金交付
対象の目的外の目的であって一定期間活用（貸付）することが認
められることにより、そこで福祉支援サービスの提供や一時的資材
置き場や駐車場として利用することにより、周辺地域の福祉サービ
スの向上や経済活動を助成することに結びつき、その資産をより
効率的に活用することができる｡

習志野市 保育一元化特区 習志野市

文教住宅都市の理念を活かし、従来の幼稚園と保育所の枠を越え
た（仮称）こども園を開設するために、幼保一元化の推進のための
規制の特例や幼稚園設置基準の更なる緩和を導入することによ
り、本市の目指す保育一元化を図ることが出来る。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

千葉県柏市
都市型農業活性化
促進特区

30年間耕作放棄が続いた上利根地区について、農業生産法人を
設立して農場として事業展開する計画である。
事業の実施にあたり、農業生産法人が実施主体となった市民農園
の開設、農地の集団化を図るための土地交換、農用地の多角的
事業の展開及び河川法の許可基準の緩和の特例を導入すること
により、都市型事業の実現と地域の活性化を図る。

我孫子市
ボランティア・ＮＰＯ・
市民事業推進特別
区

我孫子市

教育施設、行政財産のＮＰＯ等市民公益活動団体における管理・
運営により、地域の資源をより活かした施設管理・運営が図るとと
もに、ＮＰＯ法人の収益事業における法人関係税の非課税を認め
ることで、ボランティア・ＮＰＯ・コミュニティビジネスを推進する。

千葉県鴨川市
鴨川市棚田農業特
区

鴨川市の一部

　過疎化が進む中山間地域の鴨川市大山千枚田では、東京から
一番近い棚田といった地域特性を活かし、都市住民の農業体験を
受け入れる棚田オーナー制度を展開している。
　本制度には、田舎暮らしを志向する希望者が多いことから、その
エリアを拡大すると共に、農業者以外が農業に参画できる環境を
整備し、更なる中山間地域農業の振興と地域の活性化を図る。

千葉県君津市
君津インターチェン
ジ周辺産業活性化
特区

館山自動車道君津
インターチェンジ周
辺地域

高速道路インターチェンジ周辺という立地特性を生かし、商業機能
や地場産業と融合した新たな産業機能を導入するため、市街化調
整区域内優良農地の開発規制の特例を導入することにより、当該
地域の都市的開発を進める。

千代田区 立体道路整備特区

既成市街地で①敷地が細分化されている地区②機能更新期を迎
えているが共同化等が進まない地区③高容積率が指定されている
が細街路が多く土地の有効利用が困難な地区④スーパーブロック
化に伴い歩行者と車の分別による安全確保が求められている地区
における再開発事業等で、これまで自動車専用道路等にのみ適用
されていた立体道路制度を、一般道路にも適用するようにし、市街
地の適正な更新や経済活性化等を図る。

東京都
神奈川県、横浜市、
川崎市

東京湾岸地域にお
ける経済特区

東京湾岸地域にお
いて各自治体が指
定する特定地区

東京湾岸地域は、産業構造の転換などに伴い、空洞化等の問題
が生じているが、新しい動きとして、今後成長が期待される、環境・
エネルギー、先端的な研究開発型企業など、高度な知的資源が立
地しつつある。そこで、立地特性を踏まえ、税の優遇措置、融資制
度の創設・拡充、法規制の緩和などを講じることにより、環境・エネ
ルギーなどの成長産業の拠点形成を進め、世界を牽引する経済
拠点へと発展させ、経済活性化を促進する。

東京都 国際港湾特区

　コンテナ貨物取扱量が日本一であり、首都圏4000万人の生活と
産業を支える東京港において税関等の土日開庁・開庁手数料の軽
減、到着即時輸入許可制度の導入、水先人の乗船基準の緩和、
外航コンテナ船による国内輸送の一部解放措置により、港湾コス
ト・リードタイムの縮減を図ることで東京港、ひいては日本の港湾全
体の競争力強化を図る。

千代田区
  子育て特区（幼保
一元施設設置）

  子どもの育成環境を保護者の就労形態等だけで「幼稚園」と「保
育所」に区分する現行制度は２０世紀の遺物である。
  児童福祉法・学校教育法等の特例の導入により、未来を担う就
学前の子ども達が、年齢や家庭環境等で区別されることなく、一貫
した育成方針による養護・教育を受けられる幼保一元施設を創設
する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

千代田区 都市再生開発特区

交通結節点等における大規模建築物の更新に伴い、インフラ整備
が必要となるエリアを都市再生特別地区に指定し、自由度の高い
都市計画と共に地域の更なる活性化と国際的都市間競争に打ち
勝つ魅力ある都心地域を以下の手法で目指す。
①目的税（都市計画税）を一定期間減免し、その相当額をこれまで
の補助金制度では対象とならなかった自由度のある公共施設等の
維持管理に充当し、民間の創意工夫を活用した持続可能なまちづ
くりを目指す
②TMO、BIDなど地域に根付いた民間組織の主体により、まちづく
りと地域経営が一体となった仕組みを創造する。
③文化・福祉・教育などに係る広義のインフラを含む総合的な基盤
整備によるまちづくりを進める。

東京都中央区 商業振興特区
中央区全域（面積
10.1平方キロメート
ル）

区内全域が高度な土地利用や都市機能が集積している商業地と
いった地域の特殊性を活かし、商業地の機能更新とあいまって、
商店街の組織化、中心市街地の指定の規制の特例を導入するこ
とにより、商店街の主体的活動の促進、市街地の整備改善及び商
業等の活性化推進による都市機能の増進、地域経済の活性化及
び都心の再生を推進する。

港区
豊かな都心居住と
子育て活動を支える
すこやか特区

  芝浦アイランド地区で予定している幼保一元化施設の設置に当
たって、設置・運営主体、職員の資格、勤務条件、補助制度等につ
いて従来の幼稚園、保育所という枠組みを超えた、一体的な制度
を創設する。

港区
豊かな明日の子ど
もたちを育む教育特
区

多くの大使館や外資系企業が存在し、外国人人口も多い地域特性
を生かし、学習指導要領の適用除外や学校運営の公設民営方
式、公立義務教育学校の授業料徴収等の規制の特例を導入し、
義務教育段階から主要教科の授業を英語で行うことなどにより、世
界で活躍する国際人の育成を図る。

台東区

知的障害者通所更
生施設における身
体障害者の弾力的
利用

台東区
　立地等施設整備困難な都心部において、知的障害者通所更生
施設が身体障害者の相互利用を認められることで、多くの障害者
が身近な地域でサービスを受けることが可能になる。

台東区
観光ビザ発給要件
の緩和

台東区
　国内消費が低迷している中、観光ビザ発給要件が緩和されること
で、観光客の来訪と観光消費を促すことによって、台東区のより一
層の経済振興を図る。

東京都台東区
台東バイリンガルス
クール特区

東京都台東区

国、地方公共団体及び私立学校法人のみが設置運営することが
できる義務教育学校を、新たな試みとして公設民営方式によるバイ
リンガルスクールを構築し、英語力を身につけた国際性豊な子供
たちの育成を推進する。

東京都台東区 土曜スクール特区
台東区立の全幼稚
園、小学校、中学校

学校週５日制の実施に伴い、授業時数の削減に対処するため、本
区は土曜スクールを平成１４年４月から開校し、多数の希望者が参
加している状況である。今後も保護者、地域ニーズに応えるため、
また、生徒の基礎学力の向上を目指し、土曜スクール（学校週６日
制）を推進する。

墨田区 産業活力創生特区

戦後の高度成長期を支え、現在も都心近接型の産業集積を誇る
当地域において、無料職業紹介の実施、会社設立のための資本
金要件の緩和、破産時における個人資産の一定量の確保、専門
職大学院の設立要件の緩和など規制の特例を導入し、産学官連
携の活用等による既存企業の活力の再生、ベンチャー支援も含め
た新産業創出を図る。
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提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

江東区
臨海部に未来型幼･
小･中一貫スクール
の構想

臨海部

科学未来館や国際交流村を有する国際交流拠点等、臨海副都心
という地域の特性を活かし、幼･小･中一貫スクール(主要事業)の
実施とあいまって、義務教育６・３制の弾力化、教員の弾力化、近
隣教育･研究施設との連携などの規制の特例を導入することによ
り、幼･小･中の一貫のあり方を推進する。

品川区 小中一貫校 品川区全域

これからの公立学校は、活性化、多様化を目指して特色ある教育
活動を展開し、一人ひとりの能力や適性を伸ばす柔軟な教育への
転換を図り、自らにふさわしい生き方を実現するために必要な教養
を身に付けるとともに、小学校と中学校が共通の学力観に基づく継
続的な指導で学力の向上と心身の成長を図ることが求められてい
る。そこで、教育課程、施設、学校運営等全ての面において一貫し
た小中一貫校を開設する。

東京都大田区 ＯＴＡ産業経済特区

羽田空港沖合展開
跡地及びその周辺
地域、大田区臨海
部（及び工業系地
域）

「ＯＴＡ」の高度な技術集積を生かした新技術・製品の研究開発を
本特区に集約し、国際ビジネス、国際交流の拠点とする。更に、大
田区内の産業拠点施設、世界の試作工場である大小工場、教育・
研究機関との有機的な連携により、羽田のポテンシャルをより高め
ることができる。ナノテクノロジー等区内先端技術を生かせる企業
の誘致、大学等の研究機関の集中化による産学協働による研究
開発の推進などを目指す。

東京都世田谷区
地域通貨（エコマ
ネー）事業展開

東京都世田谷区全
域

  大都市における区民と事業者との協働と、地域金融機関との連
携による地域での資金循環の構築を進め、地域社会の信頼性を
高めることを目的とし、従来の商店街スタンプ事業を発展させたも
のとして新たに地域通貨を導入し推進する。それにより、地域コミュ
ニティの自律的な経営と、地域の資源の主体的な活用を実現し、
区民・行政・事業者による地域の再構築を進める。

杉並区
教育改革特区（新し
いタイプの学校の創
設）

「小中一貫教育」や「全寮制通常学校」の実施で子どものトータル
な発達をはかり、杉並区独自の教職員任用や独立行政法人的な
学校経営を可能にするなど規制の特例を導入することにより、地域
に根ざし連携した教育活動の一層の進展を図る。

東京都板橋区
　産業活力支援特
区

　東京都板橋区

　中小企業のまちといった特性を活かし、独自の信用保証制度の
運営に実績がある団体の財源基盤を強固にすることにより、中小
企業者への経営相談・指導とあいまってより中小企業者の経営基
盤の安定化を推進する。

東京都板橋区 児童相談所特区 東京都板橋区

児童福祉司を配し、相談、指導、一時保護等を行う児童福祉の第
一線機関である児童相談所の設置主体の規制の特例を導入し、
住民にとり最も身近な自治体である特別区が設置・運営する。これ
により、子育て支援を展開するＮＰＯや地域商店街とネットワークを
組み、児童虐待の早期発見などに繋げるなど、増加かつ深刻化す
る児童の諸問題に対し、一元的に迅速かつ的確な対応を図るとと
もに、ＮＰＯの育成や地域社会の活性化を推進する。

東京都板橋区 環境改善対策特区 大和町交差点周辺

大和町交差点の周囲１０平方キロに交通量測定センサー及び二酸
化窒素、ＳＰＭの関知センサーを取り付け、時速４０ｋｍになるよう
に信号の調整をし、電光掲示板でも迂回に協力などの表示をす
る。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

東京都板橋区 駅前整備特区 東京都板橋区徳丸

東武練馬駅は、都内より放射状に広がる東武東上線に位置し、同
様に放射状に広がる都営三田線に位置する西台駅、高島平駅に
連絡するバスターミナルのある地域交通拠点である。
東武練馬駅には駅前広場がなく、北口改札口から約100ｍ離れる
バスターミナルまでの間に位置する「徳丸通り」（特別区道2157号
幅員8ｍ）は歩車道分離がされておらず、人と車が輻湊し、道路交
通上支障をきたしている。大学に通学する学生なども多く、近年は
駅周辺の工場跡地に複数映画館を有する商業施設及び都心近郊
型マンションの立地・進出により、道路交通問題は深刻となってい
る。駅周辺の道路交通問題を解決するため、「徳丸通り」に交差す
る補助２３８号線（特別区道２１４０号幅員11ｍに面して駅前広場整
備することが喫緊の課題である。
街路事業にかかる国庫補助採択基準については道路改築2種は、
事業費が10億円未満の事業を対象としており、現在事業費（整備
面積約4,140㎡含むデッキ約1,140㎡）は、概算37億円であり国庫
補助の対象に該当しない。事業化にあたっては、特定財源が不可
欠であり、検討を求めるものである。

足立区
生活創造特区（福
祉・雇用分野）

①障害者に対する木目細かな就労支援を実施することから、無料
職業紹介事業の特例を導入することにより、職業能力の開発から
就労までの一貫したサービスが実現する。
②小規模な土地で安価に建設できる小規模特養ホームの設置・運
営を株式会社で可能とし、競争原理によるサービスの質の向上を
図っていく。
③空き店舗を活用した保育サービスを株式会社が実施し、保育需
要に応える。

足立区
生活創造特区構想
（教育・雇用分野）

既存幼稚園を利用し、幼稚園機能と保育所機能を融合させた新た
な「幼児教育施設」の開設を計画している。保育所部分にかかる施
設内専用給食施設の規制緩和により設備面での多様な運営が可
能となる。このことが、民間（私立）による乳幼児を対象とした受入
事業（保育所等）の参入を促進させることにもつながり、乳幼児の
育成環境の整備が格段に進展することが期待できる。

足立区 伊藤忠商事㈱
生活創造特区（環
境・雇用分野）

燃料電池自動車の導入に伴い、今年度は江東区・荒川区・横浜市
鶴見区・横浜市旭区・川崎区の５箇所の実証用水素ステーション建
設が計画されており、更に来年度も増設が見込まれている。本事
業は経済産業省による予算を利用したもので、燃料電池プロジェク
トは政府ミレニアムプロジェクトの一つとして地球温暖化防止のた
めの次世代技術としても位置づけられている。本提案は水素ス
テーションの一つを、いち早く足立区内に設置し、環境重視の街づ
くりと環境教育への貢献を図るものである。

八王子市 コマーシャル特区 八王子市内

八王子市 八王子市
「首都圏サービス産
業」特区

全国でも有数のソフト産業をはじめとしたサービス産業が立地する
地域特性を活かし、中小企業の範囲の拡大を図るなどの規制の特
例を導入し、各種支援策の活用により、中堅企業の活性化及び雇
用創出を推進する。

八王子市
活き活き業務核賑
わい特区

業務核都市基本構
想における業務施
設集積地区

業務核都市として指定された地域特性を活かし、業務のみならず、
商業・医療機能等の集積を図るため、対象施設の範囲拡大や民間
事業者への資金援助及び税優遇措置などの規制の特例を導入す
る。これにより、中核的施設整備が更に促進され、民間資本の投
下や雇用が拡大されるなど、地域経済活動の活性化が期待でき
る。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

八王子市 緑化推進特区
八王子市市街化区
域

  開発行為に伴う「公園の設置」をその開発区域だけで捉えずに、
より広いまちづくりの観点から考え、行政指導による公園の適正配
置と公園の有効面積の確保を図る。
  具体的には、3,000㎡以上6,000㎡までの開発行為については、
地域の実情に応じて市が、
  ① 従来どおり開発区域内への公園の設置
  ② 多角的な公共空間の確保
  ③ 公園整備協力金（仮称）の納付
の選択指導ができるようにする。

八王子市 まちなみ再生特区 八王子市の一部

業務核都市構想の承認を受けた八王子インターチェンジ周辺地区
に隣接する本事業の中で、都市計画道路（八3.4.71号線、八3.4.72
号線）と、これを支える区画道路等を合せて整備し、周辺との整
合、地区内に指定されている生産緑地との整合を図りながら、宅地
利用増進等を促進し、良好な都市機能を維持し、健全な市街地の
育成を図る

立川市
「たちかわ都市軸に
ぎわい」特区（仮称）

立川市の一部（自転
車歩行車道第1号
(都道 立8･1･1 都市
軸線)内）

　広域的位置付けを担うＪＲ立川駅から立川基地跡地地区周辺に
かけての賑わいと、魅力化による未利用国有地への機能集積を図
り、もって経済活動の活発化や雇用創出、産業育成等に資するた
め、拠点的位置付けを持つ自転車歩行者専用道路の都市軸にお
けるイベントやオープンカフェ等の活動に関する道路交通法、道路
法に基づく道路の使用許可、占用許可について、許可から届出へ
の変更、もしくは許可条件の緩和と手続の簡素化を行う。

三鷹市
情報技術活用・活力
創出特区

①高齢者等の在宅医療の充実に向けて、ＩＴ（テレビ電話・電子メー
ル等）を活用した遠隔医療（相談・指導等）を導入する。
②本庁舎以外で行っている市民課窓口業務を民間委託化する。

三鷹市
教育改革・知的創造
特区

①周辺に国公私立大学が多く立地している地域の特性を活かし、
複数の大学の連合により大学院を設置する。また、大学院の設置
主体については、産官学が共同出資する株式会社が経営を行うこ
とを想定する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　②小・中
一貫教育校を設置し、継続・充実した学習やカリキュラムの弾力化
による個の発達に応じた教育を行う。

三鷹市
まちづくり・環境共生
特区

環境に配慮した循環型社会の形成を図るとともに、協働とコミュニ
ティに根ざした自治の推進、豊かな住環境の形成、地域特性をふ
まえた個性豊かなまちづくりを進め、市民生活の向上をめざす。

東村山市

地域コミュニティー
交通の整備を自治
体が事業主体となり
単独の行政区域内
で実施する場合に
限り道路運送法第４
条許可を受ける全
ての事業者が定時
定路線型の乗合運
行ができる特区

東村山市内

平成１５年１月から当市が事業主体となり、コミュニティバスを一路
線開通させるが、今後は他の交通不便地域へ拡大させる計画があ
る。当市は道路幅員が狭く、地域毎の需要規模を考えれば、比較
的小規模な車両で定時定路線型の乗合運行事業を展開したい。
現行、道路運送法第３条第１項１号イの許可事業者が定時定路線
型の乗合運行を優先的にでき、第２１条第１項２号の規制により、
第３条第１項１号ロ及びハの許可事業者と競合する場合、第３条第
１項１号イの許可事業者は守られている。この様な場合、第３条第
１項１号ロ及びハの許可事業者の事業参入は実質的に不可能で
ある。地域の事業者には許可条件が厳しい第３条第１項１号イの
許可の取得が困難である。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

多摩市
多摩センター地区経
済活性化特区

多摩センター地区
（多摩市域の一部）

道路上の占用許可基準等の規制の特例の導入により、多摩セン
ター駅南側の歩行者専用道路（幅員40メートル）を活用した多様な
イベントやオープンカフェ等を実施するための環境整備を行うととも
に、駐車場設置義務の緩和による商業施設や新たな産業の誘致、
創業支援を図り、来街者の回遊性や集客の確保など、文化の薫り
高い活気とにぎわいに満ちた複合都市を再構築する。

神奈川県 国際臨空産業特区

京浜臨海部が、首都圏の居住地に隣接していることや、交通網の
結節点であるなどの地域特性を活かし、羽田空港の再拡張・国際
化に対応して民間団体が検討を行っている国際的な「エア・カーゴ
拠点の整備」、羽田空港の神奈川県側からのゲートとなる「神奈川
口の整備」などとあいまって、必要な規制緩和を導入することによ
り、国際的な臨空産業などの集積促進を目指した、国際物流拠点
やホテルなどの国際交流拠点の形成を実現する。

神奈川県
先導的エコ産業創
出特区

日本経済の成長を牽引してきた京浜臨海部において、真に持続可
能な循環型の社会経済活動の実現を目指して、廃掃法の規制緩
和を導入することによって、「エコデザイン工房」（廃棄物を素材とし
てデザインの付加価値を与えて商品開発）や「リファービッシュ事
業」（中古品を磨き直し（リファービッシュ）環境負荷低減という付加
価値をつけて再利用）など先導的なビジネスモデルを創出する。

神奈川県 旭化成㈱
新エネルギー普及
モデル特区

京浜臨海部はエネルギーの供給拠点、一大消費地であり、かつ、
石油化学工業の集積地である。新エネルギーや石油化学製品に
関する研究開発などの取組みも活発化しており、新エネルギーや
新たな石油化学製品の供給や普及についても、その拠点となりう
るポテンシャルを有している。工業保安に関する規制の特例適用
により、その研究開発の進展や普及を促進する。

横浜市港湾局 国際物流特区

　横浜港の国際物流機能を強化するため、国際基幹航路の受け入
れに対応した高規格コンテナターミナルの整備とともに、港湾利用
コストの低減化や、リードタイムの短縮化など港湾利用サービスの
向上などにより、使いやすいみなとづくりを実現することで、国際コ
ンテナを中心とした港湾取扱貨物の増加と、背後地域を含めた産
業活性化を図る。

横浜市
京浜臨海部再生特
区

低未利用地が大量に発生し急速に空洞化が進んでいる京浜臨海
部において、工場立地法の緩和やベンチャー企業の創業支援等を
行うと共に、当地域でこれまでに蓄積された技術や人材を活かしな
がら、都市再生予定地域の指定による基盤整備や東京湾における
ゲノム科学の国際拠点を形成することなどにより新たな産業の創
造を図り、地域経済の活性化を推進していきます。

横浜市役所 交流特区

ビジネスや文化・学術等の交流を市民、企業、ＮＰＯ等さまざまなレ
ベルで促進するとともに、文化関連産業、コンベンション関連産業、
情報関連産業の集積を図り、横浜の地域特性を活かした都心部形
成を進める。

横浜市役所 環境特区 横浜市全域

貴重な自然環境が保全されている重要な地域の樹林地や農地等
を保全するとともに、市民、ＮＰＯ等が農業を通じて，環境学習や福
祉活動などのさまざまな活動をすることのできる機会をつくる。ま
た、地球温暖化対策に資する新エネルギー産業を振興する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

川崎市 国際物流特区 川崎臨海部

川崎臨海部における既存ストックを活用するとともに，陸・海・空の
結節点であり，また首都圏の巨大消費地を控え，さらにロジスティ
クス拠点の形成にあたり広大な土地を有するなどのポテンシャル
を最大限に活かし，水先料金制度の弾力的・効率的運用や総合保
税地域の許可要件の緩和などの規制の特例を導入することによ
り，国際ロジスティクス拠点の形成を目指す。

横須賀市
情報フロンティア都
市特区

情報通信分野の企業、国立研究機関等の研究所が集積するサイ
エンスパーク（ＹＲＰ）に、複数の大学院の分校を集積し、大学間で
連合するとともに、集積研究機関の研究人材を活用した「連合・連
携大学院」を開設する。また、国際的専門家人材育成を行うため、
当該大学院に専門教育を目的とする専門学部を付属し、設置す
る。他大学等での取得単位数、研究指導期間等の規制の緩和に
より、柔軟な科目編成、研究指導が可能となる。

横須賀市 国際教育特区

　本構想は、横須賀市の有する先進的なIT環境や豊かな国際性等
といった地域資源と学校法人・民間教育事業者等の教育資源を活
かし、外国語教育やICT教育、起業家教育を中核とした小中高一
貫校（未来人創成塾）を設立することによって、教育環境の選択可
能性の拡大を図り、我が国の将来を担う人材を育成する。それに
よって、長期的には、地域産業や市民活動の活力創出と、新しい
教育モデルの社会的普及を推進する。

鎌倉市 緑地保全特区 鎌倉市内

　相続税納税猶予制度の創設や贈与税猶予制度の創設により、市
街化区域内の緑地保全地区の指定に対する地権者の協力を得や
すくなる。ひいては緑豊かな鎌倉市の自然環境の保全に結びつく。
緑地保全地区内の山林を租税特別措置法第70条４～６（農地に関
する納税猶予）に規定するものと同等程度の緩和をする。

鎌倉市
国有地暫定利用特
区

鎌倉市内

環境への配慮等から、自転車利用が増加し駐輪場の需要が増加
しているが、駅周辺部における駐輪場の建設・確保については、莫
大な事業費（用地取得・建設費）の問題から困難となっている。　国
有財産のうち未利用（遊休）土地について、地方自治体が実施する
放置自転車対策事業に無償又は低額での譲与若しくは賃貸借で
きるよう、国有財産法等の規制緩和を求めたい。

小田原市
フィルムコミッション
特区

市町村

川崎市 緑地・農地保全特区
小田原市市街化調
整区域

　 柑橘類の価格低迷により農業経営が厳しさを増すとともに、後継
者不足や従事者の高齢化などの問題が顕著になり、耕作放棄地
が増大している。そのため、新たな担い手を育成する施策として、
市が開催している「いきいき農業塾」の受講生（農家資格なし）が農
業に参入できるシステムの構築をし、耕作放棄地の減少を図って
いくとともに、新たな力の参入による農業の活性化を推進する。

小田原市 広域交流拠点特区 小田原駅周辺地区

小田原市
医師臨床研修推進
特区

小田原市

県西地域の基幹病院として、平成１６年４月からの医師卒後臨床
研修の必修化に当り、地方公務員の臨時的任用期間に関する規
制の特例を導入し、卒後の２年間を臨時的任用職員として雇用し、
研修プログラムに基づく２年間を通した臨床研修を行うことにより、
臨床研修必修化の目的である全人的な医療を提供できる優秀な
医師を養成して行く。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

逗子市 環境特区
逗子市（市街化区
域）

　規制の特例を講じることによる具体的効果市街化区域の樹林地
が保全され、潤
いのある良好な生活環境が確保される。また、緑地保全地区への
編入や公有地化
の交渉等で、地権者の協力が得やすくなる。

秦野市
民間企業による秦
野ふるさと村の創出

市街化調整区域

　丹沢山塊の麓に位置する本市は、近年、里山とそれに隣接する
農地が、社会経済情勢の変化とあいまって荒廃化が進んでいる。
そのため、農地法、都市計画法などの規制の緩和を図ることによ
り、民間企業の活力を活かし、荒廃する農地の解消と里山の整備
を推進し、もって、農林業の持つ多面的機能を増進し、地域特性を
考慮した環境の保全を図る｡

箱根町 幼保一元化特区 箱根町

山岳地勢であり、集落が散在していることや少子化・核家族化の進
行による１園あたりの園児数の減少に対し、児童福祉施設最低基
準と幼稚園設置基準の規定を融合・一本化することにより、幼稚園
児と保育園児の区分なく１人の園長の下で運営し、保育にあたって
は１人の教諭（又は保育士）の担任による混合保育を実施し、少人
数クラスの解消や園児の集団生活への対応と効率的な運営管理
を行い町財政の負担軽減を図るものである。

新潟県
中山間地域産業連
携特区

当該地域においては不在地主の増加や過疎・高齢化に伴い耕作
放棄地が増加している。現行農地法では耕作放棄を想定していな
いため、耕作放棄地の増加を未然に防止することはできない。この
ため、規制の特例により市町村に農地の有する多面的機能保全を
目的とした農地取得を認め、農地管理等で市町村の主体的関与に
よる治山治水・景観維持等、国土・環境保全での多面的機能の維
持・向上を図る。

新潟県
中山間地域産業連
携特区

東頸城郡

当該地域は傾斜農地を多数有し、県内で特に過疎化・高齢化が著
しく、農業の継続、農地の保全や地域コミュニティの維持が懸念さ
れている。構造改革特別区域法により農業生産法人以外の法人に
よる農業経営への参入が可能になったが、現状では森林組合が参
入できない。このため、森林組合法の規制を特区の特例で緩和し、
森林組合の農業経営への参入を可能にして新たな産業基盤を創
出し、地域の活性化を図るもの。

新潟県柏崎市
新エネルギー・環境
特区

市全域

　当市は、世界最大規模の原子力発電所の立地地域として、自
然・環境とも共生、連携することへの取り組みとして、風力（洋上、
陸上）発電事業、廃食用油等の再生販売事業への取り組みや、独
自の電力自由化への規制の特例を導入よることにより、地域産業
全体の活性化を図り、「原発と新エネルギーのまち」への形成を目
指す。

新潟県柏崎市
海洋空間活性化特
区

港湾区域及び漁港
区域

　柏崎港に商港区機能と併せ、観光遊覧船の就航、物販施設建設
のための観光区機能を併設する。また、風力発電施設を建設し、
観光のシンボルとするとともに、クリーンエネルギー生産基地の整
備をする。マリーナの民間参入によりサービスの向上と利用者の
拡大を図る。漁港では、恵まれた自然景観を活かしたブルー・ツー
リズムの推進を図る。これらにより海洋空間の活性化と「港」を中心
とした地域経済の活性化を目指す。

新潟県柏崎市
知的障害児福祉特
区

市全域
 地域の知的障害児福祉の充実・向上のため、知的障害児施設の
職員の一般的要件の緩和の特例を導入する。

Page 28



提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

新潟県十日町市
住居表示　十日町
方式

ＤＩＤ地区

土地の地番による複雑な住所表記（住居の位置が特定困難）と、
古くからの地名を利用した住所表記（住居の位置が特定容易）が
混同しており、これを解消するため、民間企業・行政・住民の要望
を調整し、歴史的な土地名や、町内コミュニティを尊重した町界町
名整理を行い、一本化された住居表示を実現する。

村上市
ふるさと振興商品券
くじ発売特区

村上市

村上市が発売元になって、中程度金額がより多くの人に当たるよう
な当せん金体系のくじを新しく市民に提供し、預貯金にまわる可能
性のあったお金を多く集める。当せん金付証票（いわゆる「宝くじ」）
の当せん金品を現金でなく、地域の１５０店舗で使用できる商品券
とすることにより、地域経済を活性化させる。また、村上市が発売
元として得る収益を「ふるさと」を守り、振興させていくための費用に
充てる。

紫雲寺町
新エネルギー導入
特区

新潟県紫雲寺町藤
塚浜地区

日本海側特有の風を活用し、風力発電事業の実施とあいまって民
間企業が進める事業に対しては、保安林内の作業許可の規制の
特例を導入することにより、新エネルギーの普及を加速的に進め、
地球環境の保全と地域の活性化を期待するもの

富山県
くすり・バイオ研究
産業集積特区

　本県は、３００余年の歴史を持つ医薬品産業、近代医薬学に伝統
医薬学の調和をめざす富山医科薬科大学、医薬品や伝統医学を
研究する薬事研究所や国際伝統学センターなどの県立研究機関
を有しており、新しい和漢薬製剤や漢方方剤の臨床研究を進める
ことにより、本県が目指している「東洋医学と西洋医学を組み合わ
せた健康医療基地づくり」を推進する。

富山市
農業用水ミニ水力
発電特区

常願寺川水系、神
通川水系

地域の特性である豊富な水量と自然の落差を利用して、ミニ水力
発電を行う。

石川県
グリーン・ツーリズム
促進特区

中山間地域等直接
支払制度対象地域
（地域振興立法８法
及び特認地域）

　過疎化、高齢化が進行している中山間地域の農家において、地
域資源を活用したグリーン・ツーリズムへの取り組みは、副収入を
得る手段として注目されており、自宅を改装した農家民宿の開業
や、市民農園を開設したいとの要望がある。そこで、農家民宿や市
民農園に係る諸規定を緩和・撤廃する特区を設けることにより、こ
れらの開業・開設を促進し、都市農村交流を活発化させ、もって中
山間地域の活性化を図る。

石川県
河北潟干拓土地改
良区

干拓地農業活性化
特区

石川県河北潟干拓
地内

(1) 農地取得に係る「農地法」の規制を緩和し、「農業生産法人」以
外の企業の農地取得が可能な区域を設けることにより、食品メー
カーなど食に関連する民間企業が直営農場や農産物加工場を経
営できるようにする。
(2)地域の農業者と食品関連企業が連携し、「農振法」「農地法」な
ど土地利用に関する規制の特例と園芸等の趣味のための農地取
得ができるようにすること（農地法の緩和）により、食と農のふれあ
いが可能となる場所を設定し、干拓地農業の活性化と県民の憩い
の空間を創造する。

石川県
サーモン・フィッシン
グ特区

手取川（ただし、美
川町管内に限る）

平成１２年度から手取川河口においてサケ有効利用調査を実施
し、県外からの参加者が毎年増加しているところであるが、法令改
正により、特別採補許可から通常の知事許可へと移行させること
により、経済効果を持続・発展させ、地域経済の活性化を推進す
る。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

石川県小松市
飛行場周辺経済振
興特区

小松市のうち小松
飛行場周辺地域

市街地に隣接するという優れた立地条件である小松空港周辺地域
に点在する騒音移転に伴う広大な国有地や分譲工業用地（土地開
発公社所有）に国有地や土地開発公社に関する規制の特例を導
入することにより、企業立地や大規模集客施設の整備を図る。もっ
て、限られた資源である土地の有効利用を図り、雇用創出や産業
振興等、地域経済の活性化を推進する。

輪島市
輪島港マリンタウン
プロジェクト特区

輪島市河井町地先
輪島港マリンタウン
プロジェクト区域

輪島港マリンタウンプロジェクト事業は、輪島塗、朝市に次ぐ第三
の魅力創出の場として期待が大きく、当初計画にとらわれずに用
地を弾力的に活用し、地域経済を活性化したい。このため、公有水
面埋立地の計画変更、用途変更手続きの簡素化及び許可権限の
地方への委譲を図ると共に、公有水面の埋立により不要に帰した
国有地(埋立背後地）を地方分権推進に基づいた法定外公共物に
係る国有財産の譲与の対象としていただきたい。

石川県輪島市
海洋レジャー（ス
クーバダイビング）
関連

海岸地域（スクーバ
基地）

海洋レジャーに力を入れている輪島市において、
1.《ダイビング（呼吸）用空気圧縮機について》海外生産国の安全
基準を日本で認める
2.《人工呼吸施行時の純酸素使用》医師免許がなくても酸素の提
供ができるようにする
ことによって、ダイビングの更なる普及と緊急的な人命救助に役立
つものと思われる。

石川県輪島市
高齢者通院移送関
係

輪島市内全域

社会福祉法人等の実施している介護保険サービスのうち、送迎車
両の遊休時間帯を有効活用し、居住地域等の都合上、通院に支
障を来たしている要介護高齢者等に対し、移送サービスを提供す
る事業とあいまって、運送業法、医療法や社会福祉法などの規制
の特例を導入することにより、当該高齢者のよりよい生活を積極的
に推進する。

石川県羽咋市
押水町、志雄町、羽
咋郡市広域圏事務
組合

自然共生特区（千里
浜なぎさドライブ
ウェー公園特区）

羽咋市（志雄町、押
水町を含む。）

　千里浜なぎさドライブウェー（全長約８km）は能登半島の南端に
位置しており、なぎさ部分を自動車等で走行することができる海岸
として日本屈指であり、年間約８４万人（車両台数約２８万台）の観
光客が訪れている。
　この地の管理権限は石川県であるが、海岸漂着ごみの撤去と夏
季期間における車両臨時交通規制を１市２町の共同事務として広
域圏事務組合が行っている。
　千里浜海岸を海岸保全及び自然保護並びに自然との共生を目
的として、交通規制・海岸占用・利用料金の徴収などの規制緩和
及び特例を導入し公園事業とする。

敦賀市
環日本海加工物流
特区

敦賀市莇生野（あぞ
の）地区

敦賀港の輸出拡大や港湾機能の充実を図るため、港湾後背地に
産業団地を造成する予定であったが、後背地に集落や山地が張り
付き、地形特性上、郊外に立地せざるを得なかった。
本市は、「港湾物流都市」として発展を遂げてきたが、港湾関連企
業のサービス化、工業系サービス業の特化に対応した団地として
導入業種の緩和や土地利用制限の緩和を図ることにより、港湾型
サービス業等、工業のサービス化に対応した業種の導入を目指し
たい。

福井県鯖江市
福祉コミュニティ特
区

市町村の全部

介護を要する状態になっても在宅で安心して生活する為には、
ホームヘルパーからの身体介護の範囲の拡大が不可欠である。
上記の医療行為は、医師の判断や技術によらなければ、人体に危
害を及ぼす恐れがあると言われているが、医師や看護婦、ヘル
パーとの連携により、医師の指示や訪問看護婦等指導のもと、緊
急避難的に行う場合や簡単な医療行為は、ヘルパーの教育プログ
ラムを充実させた場合のみ実施可能とする。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

和泉村
過疎地域における
教育、保育特区

和泉村内全域

過疎地といった地域の特性から、教育、保育の実施とあいまって、
学校給食・保育所の調理、山村振興農林漁業対策事業における施
設の学校授業等の併用及び学校の効率的建設など規制の特例を
導入することによって、施設の有効活用、地域コミュニティー及び生
涯学習の推進を図ることができる。

和泉村

流域最上流部にダ
ム湖が在る山村の
森林バイオマス資
源化の特区

和泉村内全域

流域最上流部にダム湖が在る過疎の山村の特性を活かし、森林
バイオマス資源化産業の定着化（食品系バイオマス施設との併用
により施設内電力、熱量供給を可能とする）を目指しすことにより、
廃棄物の処理及び清掃に関する法律のバイオマス事業の原材料
として使用する再生資源については、「廃棄物」の定義から除外
し、ダイオキシン対策も容易とする。またアルコール事業法の使用
規制・販売規制の緩和も必要とする。

丸岡町
子育て特区（幼保一
体化）

福井県坂井郡丸岡
町

　幼保一元化を推進することで、幼稚園と保育所の連携を深め、今
後保育所保育指針と幼稚園教育要領の統合等関連する規制の特
例を導入し、より完全な幼保一元化を図っていく。

山梨県富士吉田市

現下の低金利時代においては、財団法人の運営は極めて厳しい。
特に、地方公共団体が設立した財団の運営には、近年多額の補
助金等の投入が必要であり、財政状況を悪化させる一因となって
いる。公益法人の解散は、民法により定められているが、これを簡
素化することにより、効率のよい組織の構築と財政改革に寄与す
る。

山梨市役所
ウォーター（リバー）
フロントまちづくり特
区

山梨市

　青い空、澄んだ空気、美しい水、緑の樹園地、笛吹川・重川・日
川の清流、日本一のフルーツの里、美しい街並み、等々の素材を
生かした文化と遺産がマッチした、トータル的なまちづくりを図るこ
とが出来る。

山梨市役所
アグリカルチャー振
興特区

山梨市

果樹地帯にある遊休農地の解消と有効利用のために、都市と農村
の交流を図り、もって農業・農村の活性化、また新たに企業の創出
に向け、チャレンジしやすい環境づくりを図ろうとする事業である。
果樹農業は、野菜と異なり永年性のため、滞在型と併せ、永住型
も求められる。したがって、農地と住居がセットした区画の開発が
行えることとし、農業法人等が事業に参入できるようにする必要が
ある。また、新規就農者が将来規模拡大のため、特区に限り農地
の取得面積の要件を緩和する。グリ－ンツ－リズム推進のため、
自分で栽培した果樹を自らが加工消費することで、自産自消の喜
びが生まれる.

長野県
無線システム活用
特区

長野県内の別荘
地、山岳・高原観光
地

　本県は、冷涼な気候、恵まれた自然環境等により別荘地、山岳・
高原観光地が数多く存在する。このような地域では、近年の情報
通信ネットワークの進展により、新しいビジネススタイルとしてＳＯＨ
Ｏ、ＳＯＢＯ事業者が都市部から事務所の移設を希望する状況が
発生しており、早期に構築が可能な無線システムによる高速イン
ターネット利用環境を提供することにより、ベンチャー型企業・起業
家の誘致・育成を支援する。また、山岳地域での遠隔医療サービ
スをはじめとする各種情報サービスを提供することにより、山岳観
光の振興を図る。

長野県 携帯電話特区 長野県全域

　移動通信用鉄塔施設整備事業のスキームに位置付けられてい
る事業者負担（事業費の1/6）を市町村が肩代わりすることを特区
として認める。これにより、市町村が当該補助事業を活用しやすく
なり、山間地等の観光地の通信環境が整備され、観光客のさらな
る入込みが期待でき、地域経済の活性化が図られる。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

長野県
エココミュニティ創出
特区

市町村

地域内のでの食糧自給、循環型農業、再生可能エネルギーの利
用などを促進するため、畜産業、林業、食品製造業、食品流通業、
外食産業、家庭が連携した有機物循環システムの構築が必要だ
が、その実現のためには地域に即した規制緩和が必要である。

長野県
アグリ・バイオマス
活用特区

県内該当市町村

現在、県内でも有機資源を原料としたバイオマス燃料等を活用す
る動きがあるが、廃そう法の規制緩和により、原料調達が効率的
に行われ、地域資源循環社会の構築により、地球温暖化防止や新
たな産業・雇用が創出される。

長野県
食品リサイクル促進
特区

長野県内

長野県には、優れた食品産業があり、リサイクルを推進しようとす
る意欲に満ちた事業者がいる。これらの特性を活かし、食品廃棄
物のリサイクルを促進することにより、産業の活性化し、資源の有
効活用を図る。

長野県

長野ルネッサンス特
区（美しいながの「ま
ち」「里」「山」へ再生
の息吹きを）

長野県土のうち、景
観の形成または保
全上とくに重要な区
域

　地域の個性に基づく美しさの価値保全・創造には、その重要性が
ある地域の範囲内で、現行法の規制や手続ではなく、対象そのも
のを保全・創造するに最も相応しい物差しで判断することが重要で
ある。現行法の一部をいったん除外し、現行法とともに新たな条例
に基づく規制、誘導、支援を図っていく。

長野県
ウッディータウン推
進特区

長野県

地域材利用の公共建築物や学校等に対する建築基準法の面積要
件に関する特区を設定し、地域の環境に相応しい木造施設を整備
するとともに、森林整備、木材の生産、加工、住宅建築に至る地域
産業を育成する。

長野県
公営住宅の社会的
弱者支援特区

長野県

　公営住宅への同居親族以外の入居を認めることにより、高齢者
や障害者、ＤＶ被害者等の幅広い住宅困窮者に住宅を供給できる
ようにする。
同居親族要件又は公募要件の緩和が実現すれば、公営住宅を共
同生活の場として幅広く利用できるようになり、ノーマライゼーショ
ンの理念に沿った地域活性化が期待できる。

長野県
高齢者のための出
張理・美容室特区

長野県内全域

　高齢化社会を踏まえ、理・美容所以外の場所において業務を行う
ことができる対象範囲に、「高齢者に対して社会福祉施設等を出張
理美容室として理・美容を行う場合」を導入することにより、高齢者
のニーズに応えるとともに、業界における経済活性効果が見込ま
れる。

長野県 高速道路改革特区
中央自動車道（塩尻
ＩＣ～中津川ＩＣ）

地域住民、物流関係機関・団体、道路利用者等の合意を得たの
ち、国道１９号の夜間大型車を通行禁止することにより、大型車や
危険物積載車などの中央自動車道への交通転換を図り、代替措
置として、中央自動車道恵那山トンネルの危険物を積載する車両
の通行規制緩和、及び同自動車道の通行量増大に伴う高速道路
料金の引き下げや引き下げの容易なシステムの構築により、課題
を解決し木曽地域の振興、活性化を図りたい。

長野県 市民政府特区 長野県全域

市民との協働により行政サービスの向上を図ることが必要な時代
にあって、本来市民のために存在すべき地方自治体に市民の意思
が的確に反映されない事態が生じている。職員の営利企業従事制
限や勤務時間に特例を設けることにより、市民が多様な形態で直
接行政運営に参画する道を拓く。そして、「市民のための政府」とい
う本来あるべき姿を取り戻し、しかも効率的な行政運営と雇用の拡
大を実現する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

長野県
学校法人設立認可
条件緩和特区

長野県内

構造改革特区プログラムにおいて、特定の種類の学校（＝不登校
児童生徒を対象とした新しいタイプの学校）を設置する学校法人を
設立する際に、校地校舎の自己所有要件の緩和が認められたが、
特定の種類の学校を設立する場合にのみ特例が認められる理由・
根拠が示されていない。
構造改革特区内においては、すべての学校法人の設立認可条件
を緩和すべきである。

長野県
高齢者年金活用特
区

長野県内

長野県は、全国有数の長寿県であり、就業率が全国１位、高齢者
就業率も全国１位と、高齢者の労働意欲は非常に高い。こうした特
性を活かして、年金受給権の担保提供を容認する規制の特例を導
入することにより、県中小企業制度資金において年金担保貸付を
実現することで、年金受給者が起業や新たな事業分野へ進出する
場合の資金調達を支援し、高齢者の創業、事業展開の促進、地域
経済の活性化を図る。

長野県 ミニワイナリー特区 長野県

長野県は美しく豊かな自然環境や特色ある地域文化などの観光資
源に恵まれ、さらに三大都市圏に近いという好条件も重なって、全
国有数の観光地として発展してきた。こうした特性を活かして、酒
類の製造免許の要件（製造数量最低限度基準）の緩和の規制の
特例の導入により、農園レストランやホテル・旅館で自家製ワイン
を宿泊客等に提供するサービスを実現することで、観光客の増加
とともに、地域経済の活性化を図る。

長野県
ブック・ＣＤディスカ
ウント特区

長野県内

独占禁止法に規定されている著作物の再販価格維持制度の実施
期間を短縮する規制の特例を導入することにより、書籍、雑誌、Ｃ
Ｄ等の値引き販売を実現することで、県内の再販売事業者（販売
店）、消費者の利益を確保し、観光客誘致につなげ、地域経済の
活性化を図る。

長野県
グリーンツーリズム
推進特区（白バス特
区）

複数の市町村
都市と農村の交流を目的としたアグリツーリズムを推進するため、
道路運送法の規制を緩和し、観光協会等の旅客運送等により、更
なる交流の推進を図る。

長野県
社団法人長野県経
営者協会

無料職業紹介特区 長野県全域

　職業紹介事業について、特別の法律に基づいて設立された団体
に加え、企業を構成員とする社団法人に対しても、許可制から届け
出制に移行することにする。
　これにより、多様な労働力需給調整機関が、より積極的かつ円滑
にその役割を果たすことが可能になり、労働市場における需給バ
ランスの適正化に一定の役割を果たすことが期待できる。

長野県
障害者雇用促進特
区

長野県内

　障害者のため、労働基準法を適用し最低賃金を払ってなお採算
のとれるビジネスとして、障害者の就労の場を設立しようとする者
が、株式会社等を設立しやすくするため、このような趣旨の設立に
対しては、商法または有限会社法の最低資本金の規定を例外的
に引き下げる。
　また、障害者福祉に熱意のある者が社会福祉法人の認可を受け
通所授産施設を運営しようとする場合、土地建物の借入を前提に
資産要件を例外的に引き下げ、参入を容易にする。

長野県
株式会社医療参入
特区

長野県内全域
医療に関する患者の選択の幅を広げるとともに、医療機関が相互
に競い合い、創意工夫することで、患者によりよい医療を提供する
ため、特区内における株式会社立病院の新規開設許可を認める。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

長野県 長野県 広告規制撤廃特区 長野県内全域

　医療は、人の生命・身体に直接かかわるサービスであり、不当な
広告により、見る側が誘引されることなどから、広告に対して規制
がある。しかし、医療機関等の広告により、患者が自ら医療機関を
選択することになり、このため各医療機関は、より患者サービス、
患者本位の医療の提供が必要になることから、広告規制撤廃を導
入することにより、患者にとってより望ましい医療体制が実現する。

長野県 混合診療解禁特区 長野県内全域
　医療保険制度において、原則として認められていない「一疾患に
対する一連の診療行為において,保険診療と自由診療を併用」する
混合診療について、保険医療機関が実施することを容認する。

長野県
乳幼児公費負担医
療化特区

長野県内

　長野県における助成制度を公費負担医療に準ずる医療制度とし
て位置付け、社会保険の被保険者分の審査支払事務を社会保険
診療報酬支払基金に受託させることを可能とすることにより、現
在、長野県で実施している助成制度を償還払い方式から現物給付
方式に移行させる。
　本構想による規制緩和の効果を確認した上で、全国の市町村に
おいて、様々な方式で実施されている助成制度の方式を統一化す
る。

長野県
生涯健康都市形成
支援特区

「長野県は、全国有数の長寿県であり、１人当たり老人医療費が全
国最低で、また高齢者就業率が全国１位であるなど、健康・長寿面
で優れた特性を有している。この特性を活かし、医薬品等の承認
審査の迅速化などの規制の特例を導入することにより、健康科学
に関する産学共同研究を推進し、機能再建機器、老化予防食品な
どの製品開発や高齢者生活支援システムの開発など新たなライフ
サイエンス産業を創出する。」

長野県 テクノリージョン特区

「長野県では、精密微細加工技術等の集積している優位性を活か
し、産学官連携プロジェクトの推進とあいまって、国立大学教員等
の民間企業兼業承認要件の緩和、外国人研究者等の在留資格・
期間の拡大、保険給付対象の福祉用具認定基準の緩和などの規
制の特例を導入することにより、高付加価値戦略的デバイス世界
的供給基地化や健康、環境など内需関連オンリーワンニッチトップ
型企業のクラスター形成を図る。」

長野県 市民債基金特区 長野県全域

地域経済活性化のためには、新たな企業が育成されることが求め
られる。県内には精密加工に代表される高い技術力が蓄積してお
り、加えて新規開業や新業態への進出意欲は高い。一方で、景気
低迷などから、開業時に必要な資金を確保できない状況もある。地
方債の許可基準に追加することで、市民から産業支援のための資
金を市民債として集め基金造成が可能となる。県は基金からの出
資により新規開業者を支援し産業の活性化を推進する。

長野県
新しい学校経営主
体認可特区

長野県内

様々な教育ノウハウを持つ株式会社やNPO法人等がノウハウを生
かした新しいタイプの学校を設置することを可能とするため、私立
学校法の中に株式会社やNPO法人等を学校運営主体として位置
づける。

長野県
社団法人長野県経
営者協会

多様な教育カリキュ
ラム実現特区

長野県内

学習指導要領によらない様々な教育カリキュラムを望む市民の要
望に応えるために、カリキュラムの弾力化等の措置を地方自治体
の自発的な意思で行えるようにするとともに、公立学校の休業日の
規制を緩和することにより、地域の実情・ニーズにきめ細かく応じた
曜日設定による授業を実現可能とする。また、教科書使用の弾力
化も行う。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

長野県
医療的ケアを必要と
する障害児のため
の特区

長野県内

　医師法第17条の特例を導入することにより、必要な研修を受けた
社会福祉施設の職員や養護学校の教諭が、経管栄養等比較的簡
単な医療的ケアが施設や学校内で必要なときに措置できるように
する。
　また、養護学校の看護師免許を有する養護教諭でも、職務内容
外ということで経管栄養等比較的簡単な医療的ケアを実施できな
かったが、学校教育法第28条第7号の特例を導入することにより、
学校内で必要なときに措置できるようにする。

長野県
社団法人長野県経
営者協会

外国籍児童生徒就
学支援特区

長野県内

　外国籍児童生徒の未就学や公立学校への不適合等が多く発生
している地域において、外国籍児童生徒就学支援学校を設置する
にあたって、学校法人の設立認可の要件である校地校舎の自己所
有要件や生徒定数要件について規制の特例を設けることにより、
外国籍児童生徒就学支援学校の学校法人化を促進するとともに、
公的な支援を可能とし、外国籍児童生徒へより良い教育環境を提
供する。

長野県
外国人医師活用特
区

長野県内全域

　厚生労働省は、外国人医師による医療行為は、現行の枠組みに
おいても可能としているが、
①外国人医師の外国籍県民に対する母国語による精神的ケアを
含めた医療行為が必要であること。
②臨床修練制度はあるが、実際に著名な外国人医師の治療や技
術指導を受けるには、その国に相当期間滞在（留学）しなければな
らないこと。
　の理由により、臨床修練制度の適用拡大でなく、外国人医師によ
る医療行為の解禁を提案する。

長野県
医療業務への労働
者派遣特区

長野県内全域

　地方における医療機関にあっては、必要な人員を確保するため
に、多くの関係者を訪れる必要があり、短期間での対応が難しい状
況にある。そのため、派遣先が明確にされることで、随時、必要な
時に短期間に対応が可能となる。
　医師を例に取れば、医療機関は、大学病院の医局から医師の派
遣を受けるケースが少なからずあり、派遣医師の人事権など医局
の都合に左右されることから、医局に依存しない採用ができる。

長野県
首長（知事）・教育委
員会連携強化特区

長野県内

真に市民が望む教育サービスを実現するために、現在、首長部局
とは独立した執行機関として設置されている教育委員会委員に首
長（知事）若しくは首長が指定する地方自治体の常勤職員が兼職
することを可能とすることにより、首長（知事）と教育委員会の連携
が強化され、多様な教育サービスが迅速に提供できるようになる。

長野県
社団法人長野県経
営者協会

新しい公設民営型
スクール実現特区

長野県内

民間の持つ教育ノウハウを公立学校の学校運営の中に生かすこと
により、特色ある公立学校の学校づくりや学校経営の効率化が可
能となる。その一つの方法として、公立小中高等学校を公設民営
化した新しい学校づくりが期待されている。
このような新しい公設民営学校を可能とするために、公立学校運
営を株式会社、NPO法人、学校法人等へ運営委託する新しい制度
を提案する。

長野県 企業立地促進特区 長野県内

長野県には、優れた地理条件にあり、恵まれた自然条件に加え、
培われた微細加工技術の集積があります。これらの特性を活か
し、２１世紀型産業の誘致を進めるため、県内自治体の委託により
土地開発公社が保有する工業団地の賃貸制度や小規模分譲用地
の即時分譲を可能とする制度の創設など規制の特例を導入するこ
とにより、企業立地を促進し、雇用の増大、地域の活性化を実現す
る。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

長野県
病床規制適用除外
特区

長野県内全域

県内における医療圏の設定及び医療圏ごとの基準病床数の維持
による病床規制を取り除き、病院開設者が必要とする病床の許可
を与えることにより、真に地域の需要に応じた病床配置が行える。
また、病院開設の新規参入を容易にし、患者の選択の幅が広がる
ほか、医療の質の向上に向けた病院相互の取り組みが活性化さ
れる。

長野県 ＩＰ電話特区 長野県全域

　ＩＰ電話番号の割り当てに際して、自治体等（ＮＰＯ）へも割り当て
を認めるとともに、割り当て対象者として電気通信事業者のみなら
ず多様な事業者も認め、その際の通信品質基準の適用を緩和す
ることをＩＰ電話特区とする。これにより可能となるＩＰ電話により県
内ＩＰ網内の通話は無料になり、ＩＰ電話利用者が飛躍的に増加す
ることにより、ＩＰ電話機器（ＰＤＡ端末）の需要やネットワークビジネ
スが創出され、県内ＩＴ関連企業のビジネスチャンスの拡大を図る。

長野県 長野県 どぶろく特区 長野県
農村地域の特色ある農業生産や伝統文化等の資源を活かした取
組を助長するため、酒造法の緩和により地域性のある酒類の製造
を推進しする。

長野県 一級河川管理特区 長野県全域

①一級河川の本川は、全て国管理とする。
②本川へ流れ込む支川のうち、下流に著しい負荷を与える恐れの
あるものを除
　き県管理とし、国の認可を不要とする。
③準用河川等に関る業務は、県独自の基準を新たに策定し、国が
行っていた認
　可業務を県が行うこととする。

長野県
水利権調整特区（豊
水等水利使用）

長野県内

　安定的に水利用ができる範囲として基準渇水流量が定められて
おり、発電用水と消流雪用水について例外的に取水が認められて
いるが、それ以外は、その範囲内で流水占用許可をすることになっ
ている。現在の水利用が限界に達しており、新たな水需要に対応
できない地域については、通常許可されない基準渇水流量を超え
た豊水部分を利用することにより、流水の有効配分が可能となり、
地下水等利用施設との共用を行うことによる経費の節減など、産
業・経済活動の活性化や都市機能の向上を推進する。

長野市
指定統計自由化特
区

長野市の全部

自治体が行う目的外利用について、総務大臣の承認を必要として
いる規制を撤廃すること。
指定統計の調査票を複写することが認められていない規制を撤廃
して、複写した調査票を目的外利用することを容認する。

長野市
秩序ある自転車利
用を促進する特区

市町村の全部

　放置自転車に対する秩序ある利用の促進を図るためには、可能
な限り自転車駐車場の設置を図ることが重要であるが、現状にお
ける自転車駐車場内や歩道等にある放置自転車の一時保管が
６ヶ月間では、大量の放置自転車への対応によって保管場所の確
保が困難になっている、また、再利用を図る上で、自転車としての
機能が低下することから、６ヶ月間の保管期間を短縮することが必
要である。

長野市
BI（ビジネス・イン
キュベーション）推
進特区

長野市

地域における知的クラスターの構築を実現するため、国立大学等
敷地の廉価使用の対象範囲の拡大などの規制特例を導入し、新
事業支援施設（（仮称）産学行連携試作・開発センター）整備事業
の推進を図り、地域におけるリーディング産業の創出、地域経済の
活性化、雇用の拡大を実現するもの。

長野市
県費負担教職員中
核市特区

長野市の全部

　これまで任命権のある県教育委員会の一律の基準で教員配置を
行っているために、学校の実態に応じた配置となっていないことか
ら県費負担教職員の任命権の特例を設けることにより、学校の独
自性や児童生徒の学力向上、個性、能力差に対応できる教職員配
置を実施する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

長野市
将来のまちづくりに
備え用地を取得でき
る特区

長野市の全部

市民のニーズに応え市の施策を実行するには､事業に必要な用地
を速やかに確保しなければならない。現状は事業認定を受けるた
めに長期間を要し､且つ必ずしも事業認定が受けられることなく､事
業の中止あるいは廃止にまで至るものもある。緊急且つ特別な事
情の場合には、収用適格事業が事業認定を受けずとも特別控除ま
たは代替の特例が認められるようにすることが必要である。

長野県上田市
「上田　道と川の駅」
特区

上田市小泉地区

日本百景に選定され、奇岩半過岩鼻や千曲川の水辺空間など自
然環境豊かで風光明媚な地区において、道路利用者の休憩場所
で快適なサービスを提供する「道の駅」と、河川の自然環境を活か
した親水空間となる「川の駅」を、廃川敷地等を活用し、国と市が連
携し、一体的に整備することにより、情報及び人的交流の場を確保
すると共に地域活性化や住民福祉に資するため、世代間及び地域
間交流、健康増進、コミュニティ活動の促進を図る。

塩尻市
(新規就農者定住促
進特区)

塩尻市
農業に取り組もうとする個人又は法人が小規模な農地を取得でき
るよう、農地の権利移動後合計面積要件の緩和

更埴市
あんずの里活性化
特区

更埴市大字森地域

　あんずは観光農業として定着してきている。しかし、後継者不足
等課題も多く、荒廃化や伐採する農家も増え、あんずの里の存続
を危ぶむ声も聞かれる。このようなことから、市が農地を取得でき
るようにすることや、農地取得の下限要件を緩和・撤廃する規制の
特例を導入することにより、あんず栽培を継続して行えるようにし、
地域の活性化を図る。

岐阜県 大垣市 ＩＴ特区 大垣市

平成８年度にオープンしたＩＴリサーチパーク「ソフトピアジャパン」
は、現在約１５０社のＩＴ関連産業が集積するＩＴタウンに成長した
が、外国人高度ＩＴ技術者の在留資格に関する規制の特例による
人材集積や、大学院設置基準に関する規制の特例による専門職
スクール設置の容易化などを進め、地域経済活性化を図る。

岐阜県 各務原市、関市
特定成長産業集積
特区

各務原市、関市

平成１０年度オープンのテクノプラザと、１５年度から分譲予定の関
テクノハイランドでは、今後成長が期待される先端技術産業（ロボッ
ト、バイオ、ナノテク、環境）の集積を推進しているが、外国人高度Ｉ
Ｔ技術者の在留資格に関する規制の特例による人材集積などを進
め、地域経済活性化を図る。

岐阜市
まちなかにぎわい特
区

中心市街地（商店街
振興組合の存在す
る地区）

岐阜駅前地区から柳ケ瀬知地区までの活性化を図るため、当地区
において、道路交通法の規制を届出とすることにより、イベント等
開催が容易になり、集客効果が高まり、当地域の活性化に寄与す
る。

岐阜市
伝統文化ふれあい
観光特区

岐阜市長良川流域
の千鳥橋下流～観
覧船事務所下流の
忠節用水排水樋門
周辺迄

伝統文化である鵜飼や各種の伝統的・文化的イベント（薪能・手力
雄火祭・花火大会など）がより輝かせることができ、更に市民・観光
客にとってよりよい憩いの空間の創出にもつながる。また、２１世紀
の観光地として再生するためには、他のイベントとの相乗効果を考
えながら鵜飼観覧方法の多様化を図ることにより、市民や観光客
の満足を高めたい。

岐阜市

児童短期入所事業
の人員と施設設備
等の基準の緩和に
ついて

岐阜市内全域

　短期入所を実施できる施設を法定施設、及び実質それに準じた
人員・設備を有する施設に限定することなく、地域の親の会等が運
営するインフォーマルサービスを提供する施設・人員配置でも可と
なるよう、法人格取得を前提として対象施設の範囲を拡大する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

岐阜市
屋外広告物の簡易
除却要件の緩和特
区

岐阜市の中心市街
地

JR岐阜駅から柳ヶ瀬を中心とした地域の路上などに氾濫する違反
広告物の簡易除却を推進するために、「簡易除却対象の屋外広告
物の素材や形状を、容易に取りはずすことができる状態にあるもの
全てを包括できるようにする」「設置から簡易除却までの期間を短
縮する」といった要件緩和を行い、住民や来岐者に対してスローラ
イフを提案、「美しく安全な観光都市・岐阜市」を実現させる。

岐阜市
地域の実情に応じ
た道路構造適用特
区

岐阜市全域
　地域の実情に応じた道路構造を適用することにより、まちづくりに
適合した道路を早期に整備し、便利で安全な活力あるまちづくりの
形成を推進する。

岐阜市
街中緑いっぱい特
区

岐阜市の市街化区
域

　金華山や長良川に代表される豊かな自然を市街地の中心部にも
つ都市の立地条件を活かして、個性的で魅力的な都市環境を創出
する。具体的には、街中に緑地や水辺などをいっぱい設けるもの
で、法第５９条の２に規定する特例を拡大して導入することにより、
地市街地の建築計画において敷地内に設けた緑地や水辺面積を
評価して指定容積率を割増しできるものとし、空地を公開的な緑地
や水辺に修景することを誘導し、推進する。

岐阜市
地域医療支援病院
認定特区

岐阜市

医療法第４条及び同法施行規則第６条に定める「地域医療支援病
院」の認定基準、平成１０年５月１９日付健政発６３９厚生省健康政
策局長通知第２の（１）④に定める紹介率の緩和する特区により、
「地域医療支援病院」の認定を受け、地域連携を進め、患者への
サービスの向上、地域内の病院・診療所の役割を明確化し、信頼
性を高める。

岐阜市
循環型社会形成特
区

市内全域
一般家庭から排出される生ごみを資源として活用し、生成された堆
肥から有機野菜を作り岐阜ブランドとして全国発信することにより、
魅力あるまちづくりを図る。

岐阜市 駐車場運営特区
岐阜市駅前地区（岐
阜駅西駐車場）

　駐車場の立地特性や利用者のニーズ応えた、自治体独自の料
金制度やサービスの拡大を、スピーディーかつタイムリーに行うこ
とにより、公共駐車場の利用者の増加と経営の改善を図る。

大垣市 岐阜県 ＩＴ文化特区

当市では、高度情報化戦略拠点である「ソフトピアジャパン」を中心
に、国内外からのＩＴ関連産業の進出や研究・技術者（外国人研究・
技術者を含む。）をはじめとするＩＴエキスパートの集積を図ってい
る。外国人技術者の在留資格及び在留期間に関する規制の特例
を導入することにより、高度な技術を有する外国人技術者を確保す
ることができ、ソフトウエア等のＩＴ開発力の向上やＩＴ関連産業の競
争力強化等が期待でき、地域経済の活性化を図る。

多治見市
住民参加型の教育
特区

市町村の一部

住民参加型の組織による学校運営の実現を目的とする。このた
め、市長及び教育委員会の権限の一部を住民参画による学校運
営委員会（ガバナー制）に付与し、より特色ある学校づくりと市民教
育の実現、市民権限の拡大を目指すもの。

多治見市
郵政官署による市
町村事務受託特別
区域

多治見市内

年間に人口の１，３倍もの市民に利用されている地区事務所を市
民サービスを低下させることなく整理統合するために、郵政官署法
で取り扱うことのできる事務の範囲を拡大し、市が取り扱う事務量
の少ない地区事務所事務を特定郵便局に委託することで行政機
関の合理化を図かる。当初は２地区事務所のエリアをモデル地区
とする。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

柳津町
岐阜流通･物流関連
事業推進特区

岐阜県羽島郡柳津
町佐波・高桑地域

県都市街地の外縁に位置する、新たな道路交通重要の高まりにも
対応可能な地域特性を活かし、既設流通業務団地の活性化策の
推進と併せて、地域をもって流通・業務業と連携又は支援する施設
の立地を可能とする特例を導入することによって、地方都市型の流
通･物流拠点を目指した、官民総合の取り組みを推進することが可
能な環境づくりを実現する

岐阜県恵那郡岩村
町

恵南地区教育委員
会連合会

教育改革特区

岐阜県恵那郡恵南
地区（岩村町・山岡
町・明智町・上矢作
町・串原村）

　物的環境、人的環境のそろった地域特性を活かし、地域が学校
経営に参加するコミュニティースクール、横断的なカリキュラムの実
施を中心とした保小中一貫スクール、そして、地域異文化及び教育
交流を中心とした複数町村協同スクールの三スクールを五つの町
村で実施する。これにともない、共通学籍の指定の特例を導入し、
世界に感動を与える人材を恵南地域全体で育成する。

白川村
白川郷文化・環境・
教育特区

白川村全域

豊かな自然（白山国立公園）と民俗文化（世界遺産・合掌集落）を
誇る白川郷の地理的、地形的不利を克服し、「日本一美しい村・白
川郷」を末永く伝えていくために環境・景観の保全とともに、それを
支える地域民の郷土愛と地域経済の健全な発展のための各種規
制緩和と、持っている資産の他方面活用を図り、情報発信と、地方
行政の独自性を振興する。

静岡県
浜松市、浜北市、天
竜市、細江町、引佐
町

光技術関連産業集
積促進特区

当該地域では、あらゆる産業への利用が期待される光技術を生か
して、21世紀の本県製造業を牽引するリーディング産業を確立して
いくこととしており、外国人研究者の在留期間延長や、国立大学教
員等の兼業要件及び大学院大学設置基準の緩和などの規制の特
例を導入することにより、産学官共同による先端技術の研究開発
の一層の促進とそれを支える人材の育成を図り、光技術関連産業
の集積、新事業・新産業の創出を目指す。

浜松市
外国人との地域共
生特区

浜松市

浜松市では，外国人が多数在住する特性を活かし,「世界都市・浜
松の実現」を政策目標に，「世界都市化ビジョン」を推進している。
当該特区では，外国人の就労環境や教育環境等を整備することに
より，外国人との地域共生に向けた外国人集住都市会議における
「浜松宣言及び提言」の実現と地域の活性化を進める。

静岡県熱海市
熱海・カジノ誘致協
議会

熱海温泉郷観光振
興特区

熱海市内全域

豊な観光資源と交通の便の良さといった地域の特性を活かし、カ
ジノ開設事業を中心に魅力ある街づくりを進めるとともに、国内外
の観光客誘致として、｢カジノに係る賭博関係規制の適用除外又は
特別法の整備」を導入することにより、地域周辺への経済波及効
果や新規雇用の創出、新たな税収確保により、熱海市の再生(環
境・文化・医療の整備など）と地域の活性化（ホテル旅館、商店街
の繁栄、新規雇用創出など）を推進する。

静岡県熱海市 都市計画街路特区
農用地区域を除く熱
海市内区域

補助採択基準の緩和により、熱海市の地理的条件を活かした総合
的なまちづくりの実現ができる

掛川市 国際交流振興特区 掛川市

日本で唯一アメリカ本土に農場と森林リゾートを所有し独自の国際
交流事業を進めている地域特性を活かし、また当市の一般旅券の
発給・交付のマイナス条件を打破するため、都道府県事務に限定
されている一般旅券の発給・交付事務を、当市において可能とする
ことにより、市民サービスの向上と今後の国際交流の進展に寄与
しるものである。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

掛川市
満水プロジェクト特
区

掛川市の一部　①
新エコポリス②環境
資源ギャラりー③２
２世紀の丘公園
地内

①この計画とあいまって特例を導入することにより社会資本整備特
別措置法の目的に添って事業を円滑に推進し、借入金の返済を図
る。①②③本地域は、里山の工業団地、清掃センター、公園の計
画が一体となった地域であり全体が公園の一施設のような特性を
活かし、植栽計画の調和が、公園施設のように見学が容易な地域
を実現する。③森林に囲まれた自然環境という恵まれた地域の特
性を活かし、都市公園内への福祉施設整備により、高齢化社会で
の交流を促進させる。

掛川市 森の都特区 掛川市の一部

１　来年開業する温泉利用者への食事提供を目的に、目的外使用
への規制の特例を導入し、キャンプ場内の既存食堂・展示販売施
設を早急に造改築することにより、施設の管理・運営をする（株）森
の都ならここの集客・増益を実現する。
２　土地条例により、森林保全を目的に特別計画協定区域に指定
をした区域内の、永久森林の取得を起債対象要件とされたい。あ
わせて、起債制限の対象外と少額の起債発行も認められたい。

掛川市
発酵文化創造掛川
特区構想

掛川市全域

都市と農村の交流による地方農村の活性化は２１世紀の農業・農
村の重要な課題である。今日、都市住民の自然回帰願望は極めて
強く、グリーンツーリズムの盛況はその表れである。当市はそれら
の背景をふまえ、各農家による独自の自家醸造酒の製造、販売を
通して、失われた地方独自の「発酵文化」を育て、地域の活性化に
役立てようとするものである。

掛川市
スローライフビレッジ
掛川特区構想

掛川市の一部

当市の「生涯学習まちづくり土地条例」に基づき住民総意によりま
ちづくり協定が締結された地区において、豊かな自然を活かし、果
樹園、宿泊施設付市民農園、畜産団地、園芸療法農園、老人ホー
ム、農園付障害者施設、学校農園等を整備し、完全資源循環型農
業空間を創出し、農的生活を体験することで真に豊かな人生を送
ることができる空間とする。そのため、諸規制の特例を導入し、合
理的で利便性の高い農業天国農園を整備する。

静岡県掛川市
保育一元・幼保一元
化特区

静岡県掛川市

本市は、平成１２年に策定した「幼児教育振興計画」に基づいて市
内の公立幼稚園１２園、公立保育園３園、私立幼稚園１園、私立保
育園５園の合計２１園を再編して、新たに６つの幼稚園・保育園の
一体施設（幼保園）と２つの幼稚園の整備を計画している。この再
編計画を推進するためには保育事務の一元化・運営の一元化・施
設整備や運営助成の対象枠の拡大により保育一元化・幼保一元
化が実現する。

静岡県掛川市
外国人子女教育特
区

静岡県掛川市

本市は、平成１３，１４年度文部科学省指定を受け、市内小学校に
ブラジル籍の民間人を日本語指導協力者として派遣した。外国籍
児童生徒の母国語を理解できる指導者の支援により、外国籍児童
生徒の学校への適応に大きな成果を得ることができた。免許状を
持たない外国人などの教員への採用の容易化などの規制の特例
を導入することにより、外国籍児童生徒への指導がより効果的に
推進することができる。

掛川市
入所待機早期解決・
介護サービス推進
特区

掛川市

①介護老人福祉施設（特養）が指定短期入所生活介護事業を実施
する場合、それぞれの定員指定により、ショートスティベットと特養
ベットの枠が固定されており弾力性に欠けるので、当市の在宅重
視を進めるためにも相互利用できるものとされたい。また、②特養
建設においては個室ユニットとともに大部屋ベットも補助対象として
頂き、建設を促進し、入所待機者の早期解決を図りたい。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

掛川市
スローライフバス特
区

掛川市の一部

市街地循環バスについては、地方自治体の理念や地域特性を生
かしたバス運行を目的に、道路運送法の規制緩和を求め、住民の
多目的なニーズに対応できる地方自治体主導型の今までにない新
しいバス運行の確立をめざす。また、地域福祉バスについても、地
域特性や地区の高齢者等のニーズに合った運行活動を目的に、
市が路運送法第80条の規制緩和の特例を導入し、自治区が主体
となる運行の支援や運行経費の援助等を行い事業を実現する。

掛川市
美観・活力駐車場特
区

掛川市の一部

急速に衰退の進む中心市街地の活性化を図るため、空車が目立
つ大手門駐車場の一部を、近隣生活者や商業者の駐車場として、
区画指定月極めとして提供することによって、街中の定住を促進し
商店街を若返らせ、観光客を呼び戻しＴＭＯ計画の展開を実現した
い。また、駅周辺駐車場の長期置き去り車両を管理者責務のハー
ドルを下げることによって、処分し、利用者の利便と駐車場管理者
の抱える負の財産を解消したい。

掛川市
駅天守ギャラリー特
区

掛川市の一部

新幹線掛川駅と掛川城天守閣を結ぶ延長400ｍ×幅22ｍの駅前
通り（駅天守ギャラリー）については、路上駐車時間の延長を図り、
さらに車優先から歩行者優先の限定地区となるよう歩行者天国実
施に際して道路交通法の弾力化をはかる。

静岡県掛川市
都市計画道路ロー
カルルール特区

掛川市都市計画区
域地区

市街地は伝統的市街地の構築また、連絡道の整備により集落中
心の地域構造を活かしたまちづくり促進。

掛川市
東西大動脈結節特
区

①国道１号掛川バイ
パス有料区間、②
第二東名本線、③
高架道路下

　市内の第二東名区間をコスト縮減工法を採用したモデル地区とし
て整備する。また、高架下空間の有効活用のため道路法・高架道
路下占用基準などの規制の特例を導入し、高架下公園事業を実
施することによって、迷惑施設の地元活用型建設の推進をする。

掛川市
美観と防災空間特
区（緑の精神回廊）

掛川市城西ほか（二
級河川逆川堤防）

市街地に唯一残された水と緑の空間であり、住む人も訪れる人も、
現在だけでなく将来にもわたって、誰もが快適と感じられる空間を
創造するため、誰もが安全で快適に利用できる緑の精神回廊とし
ていく。

掛川市
保留地販売促進特
区

掛川市の一部
土地譲渡による償還についての規制を廃止し、有利子借入金の償
還を優先させる。

掛川市
不動産登記簡素化
特区

掛川市
掛川市の生涯学習や土地条例の実績を踏まえ、市内公道上の個
人名義の土地の所有権移転登記の簡素化を図ることにより、土地
関係のトラブルを防止するとともに道路管理の適正化を図る。

掛川市
旧リゾート施設用地
利活用特区

掛川市の一部（北
部）

　当市の生涯学習まちづくり土地条例の住民の総意に基づくまちづ
くり協定が締結された地区において、豊かな自然を活かし、果樹
園、宿泊施設付市民農園、畜産団地、園芸療法農園、老人ホー
ム、農園付障害者施設、学校農園等を整備し、完全資源循環型農
業空間を創出し、農的生活の体験により、豊かな人生を送るれる
空間とする。そのため、農地法や不動産登記法の適用除外、土地
収用法の拡充等により、円滑な事業実施を図る。

掛川市
道の駅・日坂宿・小
夜の中山特区

掛川市の一部

歴史と文化豊かな自然を生かし、道の駅建設事業の実施とあわせ
農振除外などの規制の特例を導入することにより、３ゾーンをルー
ト化した掛川市ならではの生涯学習公園を創出することができ、地
域の活性化に寄与できる。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

掛川市 福祉の森構想特区 掛川市長谷地区

公図と現地の違いや相続の複雑化から相続登記未処理の土地が
点在し、所有権移転登記ができないなど事業を推進する上で支障
をきたす地区に対し、この相続処理を代表相続人を選任することで
可能にする。

掛川市
 （社会福祉法人）
ねむの木福祉会

ねむの木、花と緑の
福祉村特区

掛川市上垂木地内

  緑豊かな自然の中で障害者と健常者が互いに助け合いながら、
文化的な生活を送ることを目的として運営されている「ねむの木
村」の特性を生かし、さらに福祉施設等の充実を図るために「ねむ
の木、花と緑の福祉村」を整備するにあたり、農地法、都市計画法
や建築基準法といった施設整備に係る諸規則の特例を導入するこ
とで、地域の福祉教育とボランティアの育成の更なる推進を実現す
る。

静岡県掛川市
生涯学習委員会特
区

静岡県掛川市

本市は、昭和54年生涯学習都市宣言をし、生涯学習社会の実現を
目指して24年間運動を展開してきた。従来、市町村教育委員会は
小中学校を主体とした児童・生徒のための教育委員会という性格
が強かったが、生涯にわたる学習運動の必要性から、教育委員会
を生涯学習委員会とし、教育委員と社会教育委員の機能を合体し
生涯学習委員と名称変更する。

掛川市 地図混乱是正特区 掛川市全域

明治初期に始まった現在の土地制度は、戦中の食料増産政策や
戦後の農地改革、農業振興策等、様々な沿革により登記上の権利
と現地の管理状況に食い違いが生じている。それを相隣者の同意
に基づいて、地籍調査事業により登記上の権利と現地の管理状況
を一致させ、二線引畦畔も地籍調査に影響を与えない処理をした
い。

静岡県韮山町
遊休農地利活用推
進特区

韮山町農業振興地
域

遊休農地利活用を図りつつ、地下水涵養などの環境面の効果も期
待があり、地域のニーズによる利活用が市町村の適正管理におい
て行われる特区とする。

静岡県韮山町
菜園つき住宅推進
特区

韮山町農業振興地
域

首都圏からの定住希望や、非農家の新規就農希望に応え、定期
借地権設定又は権利取得し、かつ除外せず農振農用地として農業
的利用を担保する『菜園付き住宅』の整備を図り、自然にやさしく安
全な農作物の生産を担いつつ豊かな農ある暮らしができる特区と
する。

静岡県天城湯ヶ島
町

　天城湯ヶ島町温泉
旅館組合、(株)ライ
ブピア天城、ヒーリ
ング・ストーンズ他

　保健医療適用外
温泉療法特区

　天城湯ヶ島町全域

　温泉療法については、従来効能の点に重点をおき、温泉療法医・
温泉療法士の指導が必要であり、日本が古くから採用している手
法（交代浴・刺激浴による自己治癒力の向上やリラクゼーション）
が注目されず国民に普及していなかった。近年、心身のストレスが
叫ばれる社会において、健康に対する社会的関心が高まる中で、
現代医療の補助的手段として、温泉療法を効果的に行うことによ
り、医療費の削減を図ると共に温泉の活用を広げ、従来の観光の
幅をより広げるものとする。

豊田町（静岡県）
高速道路を生かした
地域経済再生特区

豊田町高見丘地区

高速自動車国道法等の改正により、サービスエリアやパーキング
エリアとの連結施設が可能となったことから、民間開発を行うことで
地域活性化を図る環境が整ってきました。そこで、都市計画法の市
街化区域設定の規模要件の緩和をしてもらうことにより東名高速
道路パーキングエリアとの連結施設を利用した周辺開発をすること
で 雇用の場の確保や地場産業の育成、税収の確保等を行い地域
経済の活性化を図ろうと計画しています。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

愛知県
豊橋市、蒲郡市、御
津町、田原町

国際自動車特区 -

　自動車の輸出額、輸入額ともに全国１位を占める三河港の特性
を活かし、国際自動車特区の実施とあいまって、自動車搬送用の
車載トレーラーの高さ制限を緩和及び新エネルギーシステムの導
入を図ることにより、交通渋滞の解消、ＣＯ２の削減、物流能力の
向上による企業活動の円滑化を図り、地域経済の活性化を目指
す。

一宮市
中心市街地にぎわ
い特区

一宮市中心市街地
活性化基本計画に
定める区域内の一
部区域

　当市の中心市街地は、歴史・文化、産業などの多様な集積と交
通結節機能を有する尾張西北部の交流拠点であり、その特性を活
かして活性化のためのイベント等を開催しているが、イベント時に
おいてもオープンカフェなどは道路占用に関する規制により認めら
れない。そのため、こうした道路占用に関する規制の特例を導入す
ることにより、イベント等におけるにぎわい・交流空間機能の向上を
図り、もって中心市街地の活性化を推進する。

豊川市

音羽町、一宮町、小
坂井町、御津町、ひ
まわり農業協同組
合、東三温室園芸
農業協同組合、宝
飯豊川畜産農業協
同組合

環境保全型農業推
進特区

ひまわり農業協同
組合管内(豊川市、
音羽町、一宮町、小
坂井町、御津町の
区域)

総合有機センターの設置・運営に際して廃掃法、都計法、建築基
準法に係る規制の特例を導入することで円滑な事業を展開でき、
露地野菜・施設園芸を主とした地元農業者へ良質な有機肥料を供
給し、減農薬・減化学肥料による安全で環境に配慮した農産物の
生産を推進して、循環型農業の確立による地域環境の保全と地域
農業の活性化を図り、地域農業振興の指針である「豊川宝飯いき
いきプラン・食と農と緑のまちづくり」を実現する。

津島市 子育て支援特区 市町村の全部

本年度策定（予定）の「子育て支援プラン」の基本理念に基づき、こ
れから様々な施策、事業を展開していくところであるが、こうした施
策、事業は当然のことながら、現行法令の許容範囲内に留まらざ
るを得ない。名古屋圏のベッドタウン化が進む本市において、「子
育て」は重要な課題であり、使命である。その環境の整備推進のた
め、今回「保育園給食のセンター方式調理」と「未熟児の訪問指
導」について申し出をするものである。

津島市
学生インターンシッ
プ特区

市町村の全部

本市においては、「公務」を志望する、または選択肢としている学生
に対し、その選択段階にて実際に経験して頂ける制度を検討して
いるところであるが、既に実施している自治体の状況を見るに、当
該学生の任用の位置付けが曖昧であるがために、守秘義務の徹
底や被災時の対応等が不十分である。それは、地方公務員法上
においてこうした任用を想定していないことが原因となるものである
と結論し、今回規制の緩和を申し出るものである。

愛知県豊田市 営農支援特区 豊田市全域

　本市では遊休農地の増加が懸念される一方、自動車関連会社の
定年退職者の急増が見込まれている。そこで定年退職者等に、農
業に参加いただく（仮）営農支援システムを構築する。これは農地
の権利移動に係る下限面積制限の緩和、市民農園での収穫農作
物の販売可能化により、市民が｢就農｣又は｢生きがい｣を目的とし
て農業に参加することで、遊休農地の解消と農地保全、及び高齢
者の生きがい対策を推進するものである。

愛知県犬山市
都市と農業の共生
特区

愛知県犬山市橋
爪、五郎丸他地区

当該地区は、豊かな自然や農業がかろうじて守られているものの、
一方では国道のポテンシャルを活かした都市開発も可能な地区で
ある。この地域特性を活かし、大規模商業複合施設の誘致、農業
ふれあい空間の整備とあいまって、農用地区域に含まれない土地
の範囲の拡大や市街化調整区域における許可要件などの規制の
特例を導入することで、民間活力の導入が期待でき、農業の安定
的継続と良好な都市開発を円滑に推進できる。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

高浜市
知的障害児・者福祉
サービス基盤整備
特区

高浜市

支援費制度を円滑に施行するためには､サービスの基盤が整って
おり､障害者がサービスを選択できることが必要である。しかし､人
口規模の小さな自治体においては､障害者の入所施設等を整備す
るには困難性があることから､当該施設に併設される短期入所施
設も整備できないこととなる。したがって､介護保険施設である短期
入所施設での知的障害児・者の短期入所事業の相互利用を容認
することによって､障害者福祉の増進を図る。

弥富町 生活福祉関連特区 弥富町の全部

身体障害者の短期入所施設は本町を含め近隣の町村にはありま
せんが、現在は介護保険法の指定短期入所生活介護事業所を利
用し実施しております。平成１５年４月からの身体障害者の支援制
度になると利用できなくなるので、指定事業所の手続、基準などの
規制の特例を導入することにより、介護保険法による短期入所生
活介護事業所の手続が相当軽減され、身体障害者は容易に短期
入所生活介護事業所が利用でき、福祉の増進に寄与する。

豊根村
自然エネルギー活
用特区

豊根村

山間地域という地域特性を活かした、木材の有効活用と環境負荷
の少ないエネルギーの開発を行うため、廃棄物処理法に材木から
の一次処理にて生じる木くずについては、破砕処理について量的
規制を緩和することで、未利用資源の有効活用が実現される。こ
れにより、山村の活性化と環境負荷の軽減が推進される。

名古屋港管理組合 産業ハブ特区

製造業の世界的集積地を背後に控え、日本の貿易黒字の多くを占
める名古屋港において、「ものづくり産業への貢献」を目的とし、生
産と物流の効率化を目指したロジスティクスハブ及び臨海部に立
地する基礎素材型産業、エネルギー関連産業等の新展開を目指し
た基盤産業ハブの形成を目指す。

三重県地域再生特
区協働プロジェクト
グループ
（三重県、四日市
市、四日市港管理
組合）

三重県、四日市市、
四日市港管理組
合、産業界

技術集積活用型産
業再生特区

戦後のわが国経済を支えてきた三重県北部臨海地域の石油精
製・石油化学産業は大きな構造転換が求められているが、今まで
蓄積してきた技術、人材、インフラ等の集積や近接する電気・電
子、自動車産業などが存在する強みを活かし、石油コンビナート等
災害防止法、電気事業法等の規制の特例を導入することにより、
高付加価値型や次世代型産業への展開を加速し、国際競争力の
ある産業集積地としての再生を果たす。

鳥羽市 観光産業特区

三重県鳥羽市
生活者に影響が及
びにくい地区。いず
れにしても、国立公
園内に位置する。

多くの観光客を受け入れてきた鳥羽市も近年の観光客の減少によ
り観光業は低迷している。魅力ある滞在型リゾート地を目指すため
従来の景観美と海の幸、鳥羽水族館やミキモト真珠島などの観光
施設を活用した上にカジノを開設することで雇用の創出、観光客の
増加、観光産業への波及効果などの相乗効果を期待したい。

守山市教育委員会
学校法人 平安女学
院大学

福祉ヤングスペシャ
リスト育成特区

滋賀県守山市全域

(1)市立守山女子高校に入学後の２年間で、平安女学院大学との
一貫性のある専門教育（ホームヘルパー２級取得を目途）を行う。
(2)高校第２学年を終了後、平安女学院大学に入学して大学教育を
受ける。(3)これにより高校入学から大学卒業までの学業期間は最
短６年間となり、通常教育より１年早く専門的人材を社会に提供す
る。

京都府  舞鶴市
 きょうと舞鶴港・国
際交流ビジネス特
区

 舞鶴港

 　舞鶴港ならではの対岸諸国との地理的優位性や歴史的チャンネ
ルを活かし、「ひと」「もの」「情報」の交流促進に関わる相乗的な規
制緩和を通して、環日本海交流時代に対応した関西経済圏の門戸
港として対岸諸国との持続可能な交流ハブの形成をめざす。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

京都府

京の高校教育改革
特区(課程[全・定・
通]の枠を超えた新
しいタイプの単位制
高校の設置)

京都府(実施校につ
いては検討中)

▼　京都府教育委員会で検討中の「府立高校改革推進計画」（案）
に基づく、新しいタイプの単位制高校を設置し、全日制や定時制と
いった課程の枠を超え、また、修業年限や単位認定の弾力化等の
規制の特例を導入することにより、生徒や保護者の高校教育に求
めるニーズの多様化に対応する。

京都市 国際文化観光特区

歴史的な町並みや伝統的な産業が多く残されている京都の地域特
性に応じた規制の特例により，魅力ある定住環境と特徴ある産業
環境を支える都心部の再生を図るための「歴史都市再生地区（仮
称）」制度の新設等の京都の町並み保全策や，伝統伎芸の保護な
ど，我が国が進める国際観光の推進にも大きく寄与する文化観光
の振興策を進め，京都の活性化，ひいては我が国経済の活性化を
目指す。

京都市 知の創出・活用特区

多くの大学・短期大学が所在することによる多彩な人材や様々な
分野の「知」の集積が，幾多の独創的な企業を生み出してきた地域
特性を活かし，大学の設置，運営に関する規制の特例等を導入す
ることにより，各大学の創意による個性豊かな大学づくりの推進，
産学公の連携による研究開発の促進・新事業の創出等を進める。

舞鶴市 京都府
きょうと舞鶴港・国際
交流ビジネス特区

舞鶴市

舞鶴市は、北東アジア地域との交流拠点形成を柱とした地域づくり
に、大学の知的資源を活用するため、我が国初の地域と大学との
包括的な連携の仕組みである｢大学連携センター｣の構築を計画し
ており、その中で連携大学の共通のサテライトキャンパスを設ける
予定であるが、これを大学院設置審査基準要綱細則に規定する｢
本校以外の場所｣として位置付けるため、その要件の緩和を求め、
新たな大学の形を実現しようとするものである。

亀岡市
緑と共生のまち推進
特区

亀岡市内市街化調
整区域

  京都府下の約１割を占める農地と市域の７０％が山林という豊か
な｢緑｣を活かし、市街化調整区域内における開発許可要件の緩和
により、農地としての有効な活用が見込めない集落介在農地の宅
地化を誘導し、農村集落の活性化とともに、市街化区域と農村地
域の均衡ある発展を目指す。

京都府向日市
長岡宮跡史跡指定
地活用特区

京都府向日市の一
部

史跡長岡宮跡は交通の利便性といった特性を活かし、史跡公園と
一体化された施設(観光案内施設、土産物施設、トイレ施設、喫茶
施設)を建設することとあいまって、史跡指定地の現状変更制限の
緩和の規制の特例を導入することにより、観光産業の振興や地域
の活性化につながり、本市の歴史文化の拠点となるとともにまちづ
くりを推進する。

京都府向日市 民間活力向上特区 京都府向日市

向日市では、市民体育館、市民温水プールなどの市民の余暇活
動、運動・健康づくり施設の管理について、公共的団体による管理
委託を行っている。当該受託団体の経営的な手腕をより効果的に
発揮させるため、地方自治法の解釈上制限されている使用許可権
限事務の委託について、その制限を緩和し、管理受託者の経営的
な能力を最大限に引き出すことにより、民間活力のさらなる向上に
資するものとする。

丹波町
丹波ワイン産業振
興特区

丹波ワインは、休耕田利用による葡萄の供給が可能であれば国内
外での販売拡大が可能である。ワイン用の葡萄の収穫まで７年と
いう農家の負担、観光客が当地で購入するメリット、優秀な外国人
ソムリエを招聘等の問題がある。助成補助金や農地取得制限を見
直し、酒税及び消費税の非課税措置、酒類販売業開設要件等の
緩和、入国条件の緩和等を実施し、ワインの製造販売量の拡大、
農家の収入の安定、雇用の促進等をはかる。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

大阪府
大阪商工会議所、
大阪医薬品協会

バイオメディカル・ク
ラスター創成特区

　北大阪（彩都周辺）地域においては、大阪大学をはじめとした優
れた研究機関の集積を活かし、医薬品の基礎研究推進と創薬産
業の集積を図る、バイオメディカル・クラスターの形成を目指してい
る。
治験実施体制の整備等に資する規制改革を実施することにより、
都市再生プロジェクトや、産学官連携の研究開発を実施する知

大阪市
新産業創造（知的ビ
ジネス創成・集客）
特区

低迷する大阪経済の再生には都心部の活性化、賑わいの創出が
不可欠なことから、都心部の都市再生緊急整備地域において、都
市再生特別措置法に基づく規制緩和に加え、伝搬障害防止区域
内の建築物の整備に係る工事停止期間の短縮化や民間施設（地
下駐車場、店舗等）と一体となった都市公園整備を実施することに
より、都心部への民間投資を誘発し、賑わいのあるまちづくり、ひ
いては大阪の都市再生を推進していくものである。

大阪市 国際交易特区
大阪市臨海部（咲
洲、舞洲、夢洲）

大阪都市圏の至近港である大阪港において、通関業務の臨時開
庁手数料見直しや、港湾施設の民間貸付、港湾労働者の派遣就
業日数規制の緩和等により、コスト縮減が可能で、より効率性が高
く、利用しやすい物流施設からなる国際競争力の高い港湾を実現
するとともに、大規模ターミナルと連携する物流・流通加工センター
等が立地する地区（ロジスティクスセンター）においての国際交易
産業の立地を促進していく。

堺市 国際楽市楽座特区 堺市全域

堺市臨海部や中心市街地などの低・未利用地などを活用し、市域
全体の経済の再生と活性化を図るため、中世の特区とも言える
「楽市楽座」をモデルとして、外国人研究者の在留要件などの緩
和、大学設置基準の緩和、事業用低地借地権の期間設定の自由
化など、海外からの人材の確保や事業所の誘致、研究開発の促
進などに関する規制の特例を導入することにより、にぎわいの創
出、新事業の創出や成長分野産業の立地促進などを実現する

池田市 教育改革特区 池田市

国際理解教育や科学教育等を推進するため、市独自の教員採用
を行って、一部学習指導要領によらない幼稚園から中学校までの
一貫した教育を実施し、国際交流能力や科学的思考力を備えた人
材育成を育成するとともに、校種間の段差解消を目指し、いじめ・
不登校等の教育課題の解決を図る。

大阪府羽曳野市
介護保険料収納円
滑特区

羽曳野市内

①地方自治法の規定により私人の公金取扱が制限されているが、
介護保険法において特別の定めをすることにより私人による公金
取扱ができるようにすることで介護保険料の収入の確保及び被保
険者の便益に寄与する。
②領収証書の発行について自治省通知により指定金融機関等が
発行することと解されている取扱いについて当該領収証書の発行
を省略し、もって事務の効率化及び経費節減を図る。

東大阪市 モノづくり経済特区 東大阪市域

モノづくりのまち東大阪において、市内工場の潜在的な拡張ニーズ
が高いことからモノづくり経済特区構想事業の実施とあいまって、
建築基準法第52条、第53条の容積率及び建ぺい率の規制の緩和
により、工場の市外転出を抑止し、また、工場立地促進により、市
内製造業の比較立地優位性を高め、経済のグローバル化に対応
できる国際競争力のある製造業の再生につながることを期待す
る。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

兵庫県 国際経済特区 阪神地域

当該地域が有する優れた産業基盤や国際的な都市環境といった
地域の特性を活かし、兵庫県の産業集積条例を核とした県・市町
協調による国際経済拠点形成に向けた外国企業等に対する立地
支援策とあいまって、外国人ビジネスマン等の在留資格や期間、
労働者派遣等に関する規制の特例を導入することにより、地域経
済の活性化や構造改革及び雇用の増大を実現する。

兵庫県 産業集積特区

兵庫サンベルトゾー
ン(山陽自動車道及
び第２名神自動車
道が通過する市町
を中心とする地域)
　　例：加西南産業
団地、加西東産業
団地等

広域的な交通が結節し、京阪神地区に隣接する優れた立地特性を
有する兵庫サンベルトゾーン内の産業団地を新たに「産業集積特
区」として指定し、労働者派遣における派遣期間の延長、建物容積
率の特例、土地開発公社の保有地の賃貸の容認などの規制の特
例を導入し、兵庫県の産業集積条例を核とした県、市町協調によ
る立地政策とあいまって、企業立地に伴う初期投資の軽減等に資
する規制緩和を行い産業集積の促進を図る。

神戸市 先端医療産業特区

国の総合科学技術会議が提案している「知的特区」の１つとして
「先端医療産業特区」を設置し、産学連携によるトランスレーショナ
ルリサーチを推進し、ライフサイエンスに関する研究機関及び教育
機関の集積等を促進することにより、神戸医療産業都市構想を加
速するとともに、大阪北部の彩都構想や播磨科学公園都市などと
の連携により、関西全体でのライフサイエンス分野のスーパークラ
スターの形成を図り、日本経済の構造改革や国際競争力の向上を
目指す。

神戸市
国際みなと経済特
区

国際みなと経済特区は、神戸のアイデンティティーである港を活か
し、港の再生と港に連なるまちの活性化を加速させるものであり、
重点拠点として、特区の中に①ロジスティクスハブ拠点、②総合静
脈物流拠点（リサイクルポート）、③国際経済拠点の３つの地域を
指定し、神戸経済の新生を目指す。

神戸市 六甲有馬観光特区
神戸市東灘区・灘
区・中央区・北区の
一部

震災後、観光客の落ち込んでいる六甲山・有馬地区において、豊
かな自然資源及び温泉を活かし、国立公園の特別地域における許
可を要しない行為の拡充や健康保険組合所有の遊休保養所の賃
貸・転用・売買の容認、外国人在留資格の技能項目へのマッサー
ジの追加などの規制の特例を導入することにより、「六甲芸術村構
想」や温泉の新たな魅力づけを行い、観光地としての地域の活性
化を推進する。

神戸市
人と自然との共生
ゾーン特区（大都市
近郊農業特区）

西北神地区の農業・
農村地域（共生ゾー
ン区域のうち環境保
全区域を除く）

「人と自然との共生ゾーン条例」を生かし、認定農業者の対象範囲
の拡大や水稲共済の当然加入基準の緩和といった規制の特例を
導入することによって、住民と行政の協働によるセーフティネットを
通した農業経営と土地利用等の新たな仕組みを構築する。

兵庫県猪名川町 教育特区
兵庫県猪名川町の
一部

　町の厳しい財政状況の中、校舎の耐力度診断が不適格であり将
来人口が減少する地域にある２小学校のあり方を考えたとき、同一
区域の中学校（１幼稚園）との統廃合も視野に入れ、地域の特色あ
る学校づくりを進める観点から（幼）小中一貫教育校として再編整
備と地域コミュニティの活性化を図るため、補助金等に係る予算の
執行の適正化に関する法律に基づく文科省教育助成局長通知の
適用の緩和を図る。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

兵庫県市島町
環境保全型農業等
推進特区

市島町では、町全体で環境保全型農業に取組み、町営堆肥セン
ターの利用による土づくりを基本にした農業を展開している。こうし
た地域の特性を活かし、農業の活性化を目的に設立されたＮＰＯ
法人が、新規就農希望者の実習・研修農場及び環境保全型農業
技術のモデル農場としての農地の権利取得ができるようにし、本町
の｢有機の里づくり｣の一層の推進を図る。

兵庫県南淡町
株式会社南淡風力
エネルギー開発

自然エネルギー推
進特区

兵庫県三原郡南淡
町地内の国立公園
特別地域（福良及び
沼島地域）

　鳴門岬をはじめとした海岸部及び沼島地域において、風力発電
事業を実施するため、自然公園法の規制の特例を導入することに
より、農業・水産業・観光業など主要産業の新しいエネルギー源と
して役立て、自然と共生した自然エネルギーのまちづくりを推進す
る。

兵庫県、新宮町、上
郡町、三日月町

兵庫県、新宮町、上
郡町、三日月町

先端光科学技術特
区

兵庫県、淡路町、北
淡町、東浦町

兵庫県、淡路町、北
淡町、東浦町

自然産業特区（花と
緑の特区）

　明石海峡大橋の開通によって、都市部との活発な交流が期待さ
れる淡路島北部丘陵地域において、農地の保有に関する規制の
特例を導入することにより、意欲ある企業等による農業分野への
参入拡大を通じた新たな農業経営の展開や農に親しむアグリライ
フ（楽農生活）を推進する先導的な拠点を形成し、人集い、花と緑
あふれる地域を創出する。

兵庫県、豊岡市、城
崎町、日高町、温泉
町

兵庫県、豊岡市、城
崎町、日高町、温泉
町、香住町、但東
町、出石町

グリーンツーリズム
特区

香住町、但東町、出
石町（それぞれ追
加）

アグリライフ（楽農生活）の推進による農林水産業体験機会の充
実、農漁型家民泊などを進め、但馬地域における新たな体験・交
流型ツーリズムを推進する。

奈良県
「大和の薬」の販売
特区

全県域

奈良県の地場産業である配置薬製造・販売の地域特性を活かし、
配置薬の事業所配置、イベントでの配置薬販売の可能化の特例を
導入することにより、低迷している配置薬の販売の拡大を通じ地域
の活性化を図る。

奈良県
教育特区（小中一貫
校の設置）

希望する市町村
教科用図書を無償給与する学年の弾力化、また、小学校免許のみ
の教員が中学校の各教科以外の時間の指導ができる特例を導入
し、より円滑な小中一貫校の運営を可能とする。

大和郡山市
不登校支援教育特
区

市内全域

　大和郡山市内の不登校児童生徒のため、各校種別・各学年別の
分教室（「あゆみの広場」仮称）を１箇所設置し、多様な児童生徒の
実態を踏まえ、習熟の程度に応じた教科補充学習や体験的活動な
どを柱とするカリキュラム編成の特例により、不登校児童生徒の自
立支援を行う。

奈良県香芝市
幼稚園・保育所一元
化の推進

奈良県香芝市

人口増加が続き、子育て世代の多く住む香芝市において、同一主
体・組織・職員の運営による幼稚園・保育所が完全に融合し一元化
した施設を設置し、それぞれの長所を生かすことができれば、幼児
の教育・福祉の充実を図り、地域に安心して子どもを産み育てる環
境を展開し、地域活性化が期待できる。

奈良県香芝市
幼稚園・保育所一元
化の推進

奈良県香芝市

幼・保一元化は人口減少地域で設置されていますが、人口増で子
育て世代の多い本市にとっては、幼児の教育・福祉の充実など多く
の意義があり、また、子育て支援についても、幼・保ともに力を合わ
せて実施できる環境が整い、教育と福祉の垣根を払う試金石にな
るものであります。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

奈良県香芝市
奈良県香芝市土地
開発公社

土地開発公社会計
基準および地方債
制度の改正

奈良県香芝市

不良債権、規制緩和、行財政改革が叫ばれる中、土地開発公社の
塩漬け土地問題もその渦中にあるが、地方財政の悪化にあって改
善が進まない。これを公社の会計基準を民間に準じ規制緩和し、
また地方債許可も緩和し、それによって生じた損失補填財源として
交付税措置のある特例債を認める。これにより自治体、開発公社
双方の財政改革を推進し、併せて長期融資への切替えにより、金
融機関の財務改善にも繋がる。

和歌山市教育委員
会

幼保一元化特区構
想

和歌山市の一部

保育所と幼稚園が，施設を共有し，また保育内容・教育内容も系統
化する。０歳から３歳までは保育所が，４歳から５歳までは幼稚園
が中心となって，対応する。午後は保育として運営する。指導者は
全員で，その子どもにもかかわっていく。

松江市 幼保一元化特区

当市は、公立幼稚園がほぼ各小学校区に設置されているが、幼稚
園児は年々減少しており、保育所入所児童は高い共働き率や核家
族化を反映して年々増加している。また、少子化、都市化により子
育て環境が変化して、子育て支援の充実が求められている。既存
の幼稚園保育所の人的物的財産を生かして、多様化する教育・保
育ニーズに応えるため、幼稚園と保育所の設置管理等に係る規制
の特例を導入することによって、幼保一元化を推進する。

益田市
養護老人ホームの
管理運営の民間委
託特区

市内全域

益田市
公民館の管理運営
の民間委託特区

市内全域

益田市
廃棄物処理施設技
術管理者の自治体
職員配置緩和特区

市内全域

益田市
生物資源アルコー
ル混合燃料の販売
規制特区

市内全域

江津市 新エネルギー開発 江津市全域

風力発電施設の建設にあたっては年間を通して良好な風力が得ら
れることが必要であるが、建設の有望箇所は保安林の指定区域で
あることが多く、事前に保安林の解除手続きが必要となる。しかし
これには、きびしい規制があり、手続きが非常に困難である。この
規制を緩和することにより、施設の建設が促進され、地域の活性化
につながる。

赤来町
地域内複合輸送特
区

赤来町

　高齢化率３３．６％、高齢者の独居・夫婦世帯等が全体の４分の
１を占めるなかで、町内全集落への町営バス路線の確保をめざし
ており、バスによる宅配サービスを行うとともに民間宅配事業者に
住民輸送を可能にするため、人と物どちらも輸送できるよう特例を
導入することにより、地元消費の促進と地域内の公共・民間双方の
輸送機関が補完しあい住民の一層の利便性の確保と地域内交流
を活発化し、支え合うやさしいまちづくりを進める。

岡山県教育委員会 教育特区 岡山県内

休業日を設けない併設型中高一貫教育校を設置する。
高等学校においては、学校外での学修等の積極的な単位認定、４
学期制、幅広い授業時間帯の設定など柔軟な学びのシステムを導
入することにより、自分のペースでじっくり学んだり短期間で卒業に
必要な単位の修得を可能にし、得意分野の才能の伸長や自己の
可能性を開拓していくための教育を行う。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

岡山県 ＩＴ特区

高速ネットワーク環境をはじめ、ＩＴ産業の基盤が整備されている地
域の特性を生かし、おかやまＩＴ経済特別区、インキュベーションセ
ンター等の事業実施とあいまって、外国人の残留資格・期間、著作
者不明の著作物の利用に係る規制等を緩和することにより、ＩＴ産
業の集積を図る。

岡山県
岡山県南部地域研
究開発・創業促進特
区

　研究機関や企業等が相互に刺激し合いながら、産学官が連携し
て研究開発に取り組み、高度な技術力を活かした新規創業や新分
野進出を促進することで、地域産業の振興を図るためには、関係
機関の集積と機能向上を図る必要がある。
　このため、第１次募集で提案した、外国人研究員の招聘等に加え
て、裁量勤務が認められる任期付研究員の範囲の限定を解除す
ることで優秀な研究員を公設試で確保するための規制緩和を、新
たに提案するものである。

岡山県
水島港国際物流・産
業特区

　全国有数の工業地帯を背後に有し、東南アジア航路の集積など
重要性を増す対アジア国際輸送物流拠点として機能している水島
港において、人工島で整備中の国際コンテナターミナルの民間貸
付の実施とともに、立地企業の建築物の容積率や建ぺい率の特
例、通関業務の24時間365日化への対応などの規制の特例措置を
導入することにより、国際競争力を有する産業の集積を戦略的に
進め、特区を核にした地域の活性化を図る。

岡山県
鉄道駅を核としたま
ちづくり特区

都市近郊の鉄道駅
を中心とした区域
（特に井原線沿線の
市町村所在の鉄道
駅を中心とした区
域）-駅を中心とした
半径500mの区域を
想定

都市近郊の鉄道駅を中心とした区域、特に井原線沿線の市町村
所在の鉄道駅を中心とした区域（駅を中心とした半径500mの区域
を想定）において、農地の転用等の規制の特例を導入することに
よって、鉄道駅を核としたまちづくりを促進し、地域の振興を図る。

岡山県 福祉移送特区 岡山県の全部

タクシー事業者・ＮＰＯ・ボランティア団体の特性を活かして福祉車
両を運行する実証事業において、一般乗用旅客自動車運送事業
の運賃及び料金に関する規制・自家用自動車の有償運送の禁止
の規制を緩和することにより、タクシー事業者やＮＰＯ団体等の福
祉車両を効果的・効率的に運用し、障害者等移動に制約のある
人々に利用しやすい移送サービスを提供する。

岡山県 児童福祉特区 岡山県の全部

構造改革特区推進のためのプログラムにおいて、特区で実施可能
な特例措置として、児童養護施設等一部の児童福祉施設について
はすでに外部派遣が認められているが、それ以外の施設について
も同様に、調理員の外部からの派遣を容認する。

岡山県 幼保連携特区 岡山県の全部

幼保併設施設で連携・交流を図るために行われる合同保育につい
ては、施設の設置者が同一であること及び幼稚園教諭と保育士の
両方の資格を有する者を配置することを条件として、幼保合計の園
児全体の数に見合った数の職員配置で実施できるよう、特例措置
を設定する。

岡山県倉敷市 広告景観特区 倉敷市全域

｢古い町並みを今に残す倉敷美観地区などを抱える倉敷市は、文
化と観光と　　いった地域の特性を活かし、違反広告物の簡易除却
措置の実施とあいまって、　管理者撤去の適用範囲の拡大及び、
のぼり・旗の対象範囲の拡大などの規制の　特例を導入すること
により、良好な町並みを保護し、通行の障害となる違反　　広告物
の迅速な除却を推進する。｣
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

岡山県倉敷市
病弱・身体虚弱特殊
学級(院内学級）入
級緩和特区

倉敷市全域

　小・中学校４校に病弱・身体虚弱特殊学級（院内学級）を設置して
いる本市の特性を生かし，院内学級に入級する際に前籍校からの
転籍を必要としない，教員定数の根拠は入級児童生徒の実数とす
るなどの特例を導入することに　　より，児童生徒・保護者の心理
的負担を軽減し，安心して治療や教育を受け　られるよう支援す
る。

笠岡市
笠岡湾干拓地粗飼
料生産供給基地活
性化特区

笠岡市

広大な笠岡湾干拓地の特性を活かし、環境にやさしい安全な農畜
産物を提供するだけでなく、 382ｈａの粗飼料生産供給基地を有効
に活用し、民間活力を導入し、加工施設等の整備により新しい特
産品の開発を行うとともに、家畜ふん尿等再利用施設、ログハウス
付市民農園を設置し、農園付住宅を造成するとともに、高齢者・障
害者のいきがいゾーンを設けることにより、新規就農者や地場産
業の育成、雇用の創出、民間福祉産業の拡大を図る。

上齋原村
エコエネルギー発電
所特区

上齋原村恩原地区

自然のもたらす資源（エコエネルギー）が豊富で、とりわけ風力エネ
ルギーのポテンシャルの大きい地域特性を活かし、エコエネルギー
発電事業の実施とあいまって国定公園特別地域内に工作物（風車
および関連施設）建設可能な規制の特例を導入することにより地
球温暖化防止及び地域経済活性化に寄与する。

広島市
土地開発公社所有
地有効活用特区

広島市全域

　JR広島駅に近接した一団の空閑地である、土地開発公社所有の
貨物ヤード跡地（約11.6ha）について、土地開発公社の業務範囲の
特例の導入により、その立地ポテンシャルを生かし、民間の資金・
ノウハウを最大限に活用した「プロ野球開催機能をもつスタジアム
を中心としたにぎわい空間」の整備を促進する。これにより、魅力と
にぎわいのある新たな都市拠点を形成し、都市再生による地域活
性化と都市機能強化による中枢性向上を図る。

広島県世羅町 世羅西町
広島中部台地　農
業改革特区

１次提案に同じ

本地区における特区構想は、歴史的に営々と耕作されてきた農地につ
いての規制緩和は全く計画しておらず、県営・国営農地開発事業・農業
公園整備事業及び国営農地開発事業残地（山林）の行政施策によって
創出された農地等についてエリアを限定しての規制緩和であるため、貴
省が懸念されるところの企業の投機目的あるいは地域での水管理、土
地利用の混乱を招く等は想定されません。特区構想の発想の背景には
日本農業の難しさ、農政の不確かさがあることもご理解いただきたい。
「構造改革特区推進のためのプログラム」では「規制改革は全国一律で
なければいけない」という従来の発想から「地方の特性に応じてさまざま
な規制のあり方がある」という考え方が基本方針であります。
こういった意味から、構造改革特区のあり方は地域の特性やニーズに応
じた規制緩和を実現し、地域がもつ潜在力を自由に発揮できる仕組みづ
くりが重要であると考えます。
株式会社が直接農地を保有することを禁止するという農地法上の目的
は、本来農地保有主体の形態を規制することによってではなく、農地の
転用制限という行為規制によって達成するのが筋であります。株式会社
に農地の所有権の取得を禁じる合理性は本来存在しないと考えます。
農業改革特区で最も期待されたのは、農地規制を大幅に緩和して農外
企業が直接農地を保有できることを前提に農業経営を認める「企業参入
特区」であったものが、提案から内容が大きく後退し「遊休農地に限る」
「賃貸借だけで所有権は認めない」「水管理など細かい協定を市町村と
締結する」「農業委員会の許可が必要」等の厳しい条件がつけられてい
ますが、このままでは参入を計画していた企業が二の足を踏んでいるの
が実状であります。
これまでの特区構想に係る関係法令の修正過程の中で、国の各省庁は
「現状でも可能」「運用でできるようにする」などといった項目を多く掲げら
れていますが、これらが形式上の論理ではあっても、実態を鑑みれば実
効性を持たないのが現実であると思われます。
このままでは日本の農業は閉塞感が強まる一方であると思われます。
貴省におかれましては関係法の大幅な修正について再考を願うもので
あります。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

広島県　沼隈町

沼隈町、株式会社
ツネイシ リサーチ
アンド デベロップメ
ント

中国式薬膳研究特
区

沼隈町大字上山南・
中山南

中国との交流が盛んな沼隈町上山南・中山南地域において中国
人医師等(漢方医)を研究者として招聘し、研究成果を医療・福祉周
辺分野で事業化することにより医療施設等において新たな視点か
らの健康管理や健康維持事業をめざすものです。また、この事業
展開により、中国からの投資の導入と地域における新たな雇用と
消費需要を喚起することを目的に行います。

山口県
コンビナートエネル
ギー自由化による
環境特区

高度な基礎素材型産業の集積を背景とした大規模自家発施設の
立地や環境産業への新展開、副生産物の水素の大量発生など周
南地域の特性を生かし、電力の相互融通や新たなエコタウンプロ
ジェクトの実施、水素を活用した域内搬送システムの開発等の促
進を図る電力の自由化やリサイクル手法などの規制の特例を導入
することにより、新たな環境産業の立地促進等県経済をリードして
きた周南コンビナートの活性化を推進する。

山口県 山口大学
宇部地域産学官連
携研究開発促進特
区

山口大学等の大学・高専、県産業技術センター、研究開発部門の
ある企業が集積し、産学官連携による共同研究開発が盛んな宇部
地域の特性を活かし、知的クラスター創成事業の取組みや各種イ
ンキュベーション施設の整備等と相まって、研究成果の権利化や
研究開発機器の有効利用をすすめることにより、産学官共同研究
開発を一層促進する。

下関市
東アジア・ロジス
ティックス特区

下関港は，高速輸送体制を利用した高付加価値貨物を中心とした
日本一広い背後圏を有する特徴がある。その特徴を最大限に活か
しつつ，既存の国際フェリーと一体となって実施予定の沖合人工
島・鉄道貨物ターミナルの整備等の事業を成功させるため，航行
安全環境の確保に最大限配慮した強制水先制度の緩和に係る特
例を導入し，コスト面での競争環境を整え，下関港の特徴を活かし
た事業展開を図る民間の自由な活動を支援する。

柳井市 農産加工特区

安価な輸入農作物の影響で、農業経営は一段と厳しさを増してい
る。農作物を２次加工することで、農作物の付加価値が高まるが、
農作物には季節性があるため、通年で営業することはもともと難し
いし、通年営業したときには事業失敗の痛手も大きい。同一の製造
場で複数の加工品を製造できることを認めることにより、農産加工
への新規参入が容易となる。

柳井市
農業経営合理化特
区

農業経営の合理化のためには、農家１戸当たり農地面積の拡大や
分散している農地の集約化を進めることが重要である。しかし、農
地保全の見地から、農地の交換や売買にはさまざまな法的規制が
存在する。それらの法的規制を部分的に緩和することにより、農地
の権利移動を促進し、農業経営の合理化を進める。

柳井市 国際物流拠点特区

柳井港は、「１企業１品目のみの輸入」などの事情があったため、
「無線検疫港」および「出入港」の指定しか受けていない。当初は１
企業の発電用燃料のみの利用であったが、都市ガスにもその用途
を拡げ、山口県央部をカバーするに到っており、他用途への利用も
検討されている。このような状況から、開港指定を受け、国際物流
拠点への可能性を探る。

柳井市
廃棄物収集・運搬特
区

リサイクル運動、美化活動等の環境保護活動を支えているのは、
コミュニティ団体、リサイクル活動団体などの各種市民団体であ
る。届出制で収集・運搬が可能になれば、各種市民団体が環境保
護活動を行った際の廃棄物の収集・運搬が容易になり、環境保護
活動をさらに活発化させることができる。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

上勝町
外国人研修、技能
実習制度（ＪＩＴＣＯ）
の規制緩和特区

「山村」指定地域

上勝町

過疎による公共交
通機関空白地域に
おける新交通システ
ム確立事業

公共交通機関空白
の過疎地

過疎と高齢化が進む上勝町にあって、移動手段を持たない高齢者
等交通弱者の希望により、予め町に登録した住民ボランティア（搭
乗者保険等の担保、）が人・物の有料輸送サービスを実施する。

上勝町

林野庁所管
国庫補助事業の林
道開設事業におけ
る林道規定の規制
緩和特区

市町村長が、特に
申し出る市町村の
範囲

松山市
歩いて暮らせる街づ
くり特区

松山市中心市街地

市中心部は、多くの人が生活するゾーンであるが、様々な要因で
中心部が空洞化する傾向にありその結果中心市街地の活力が低
下しつつある。活性化対策として、人が暮らしやすい良好な都市環
境を整えることが人の流れを呼び戻す大きな力になると認識し平
成11年度から｢歩いて暮らせる街づくり｣の実現を目指し、活性化プ
ロジェクト、具体的にはﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞやレンタサイクルなど様々な
社会実験（国交省共同事業）を行いその手法を研究しているところ
である。中心市街地の活性化のためには、人が健康に暮らせるよ
う環境負荷の低減を図るための交通システムの確立や、高齢者や
障害者の方々も安心して外出できる交通バリアフリーなどさまざま
な取組みが最低条件となるが、このためには多くの環境条件の整
備が必要である。
具体的には、交通拠点から中央商店街を結ぶ動脈となっている地
下街のバリアーフリー化や交通ｼｽﾃﾑ確立の前提となる交通規制
も含めたまちづくり計画など多くの課題がある。

松山市
下水道浄化センター
包括的民間委託特
区

松山市

下水処理場の運転・維持管理業務をについて、民間事業者の創意
工夫を促すことによってコスト縮減や効率化が見込める「性能発注
による包括的民間委託」の実現に取り組んでいるが、主要な部分
を占める汚泥等の運搬及び処分については、産業廃棄物処理業
の許可業者でないと委託できないようになっており、運転・維持管
理業者に包括的に委託ができない状況にある。そこで、汚泥等の
産業廃棄物の運搬及び処分に関する委託の特例によって、運転・
維持管理業務に含めて委託できるようにしてもらいたい。

愛媛県西条市
愛媛県今治市、新
居浜市、東予市

外国人研修・技能実
習制度特区

愛媛県西条市、今
治市、新居浜市、東
予市

愛媛県内の瀬戸内臨海部に位置する労働集約型産業（鉄工、縫
製等）に属する中小企業は、海外の輸入品との競合、取引先の海
外移転等により厳しい経営環境を強いられている。このような背景
のもと、外国人研修生、実習生の在留期間の延長を図り、特に中
小企業における経営の安定、強化を実現するものである。

愛媛県西条市
愛媛県今治市、新
居浜市、東予市

外国人研修・技能実
習制度特区

愛媛県西条市、今
治市、新居浜市、東
予市

愛媛県内の瀬戸内臨海部に位置する労働集約型産業（鉄工、縫
製等）に属する中小企業等は、海外の輸入品との競合、取引先の
海外移転等により厳しい経営環境を強いられている。このような背
景のもと、外国人研修生、実習生の受け入れ人数枠の拡大を図
り、特に中小企業における経営基盤の安定、強化を実現するもの
である。

東予市 住宅・産業創生特区
東予市河原津干拓地は、風波による塩害等のため農業利用が進
まず、遊休化しているため、地区計画を導入し宅地化を図り、有効
利用を行う。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

高知市 国民宿舎運営特区 　

本市の産業構造は第三次産業が７６％という典型的な消費型都市
であり、その特性からも経済活性化については、即効性のある観
光・交流産業に力を傾けている。本市の国民宿舎については、主
要観光地桂浜にあって、太平洋を眺望できる絶景の地に位置して
いることから、この観光施設をいかに活性化していくかが大きな課
題である。現段階では、国民宿舎の運営は非営利の法人にしか委
託ができないこととなっているが、規制緩和によって、民間事業者
参入を可能とし、その経営ノウハウの活用によって当該国民宿舎
が観光施設として魅力アップし、ひいては雇用拡大や地場産業の
活性化につながることを期待するもの。

高知市
競輪事業活性化特
区

高知県内

　高知競輪の売上、来場者ともに減少傾向にある。来場者につい
ては、高齢化が進み、新規ファンの開拓が急務である。場外車券
売場の許可及び設置基準等の緩和により前売場外を設置しやすく
することは、従来からのファンへの利便性の向上や新規ファン開拓
のための好適地への設置を可能とすることができ、売上増につな
がることが期待できる｡

福岡県・福岡市 福岡市
福岡アジアビジネス
特区（福岡アジアビ
ジネス地区）

福岡県は、地理的・経済的にアジアとのつながりが強く、また、アジ
アとの交流インフラも整備されており、近年では県内の産業・頭脳
集積を活用したアジアにおける知の拠点を目指す各種プロジェクト
を展開中です。福岡アジアビジネス特区は、人材活用、創業、研究
開発、国際港湾機能などの分野における規制の緩和により、これ
らの特性をさらに活かして、アジアにおけるビジネス拠点を目指し
ます。

福岡県・久留米市 久留米市
福岡アジアビジネス
特区（久留米アジア
バイオ地区）

久留米地域はバイオ産業の拠点形成を目指しており、バイオベン
チャーを育成するための研究助成やインキュベーションセンター整
備等の事業を展開している。久留米大学医学部は、臨床研究分野
での優れた研究成果を持ち、産学共同で探索的臨床研究に取り組
むなど、産業界との連携体制が整備されている。更に、医師主導
の治験や第１相臨床試験が数多く円滑に実施できる体制を構築
し、その結果を基にした新薬等の開発を推進する。

福岡県・飯塚市 飯塚市
福岡アジアビジネス
特区（飯塚アジアＩＴ
地区）

福岡県・飯塚市は、情報産業都市を目指し、新産業創出関連施策
の重点実施等各種施策に取り組んできており、近年市内に情報関
連を中心として、又外国人が設立したものを含みﾍﾞﾝﾁｬｰ企業が34
社設立される等の動きや、地元九州工業大学情報工学部や近畿
大学九州工学部との連携も活発に行われている。主要事業等と連
携しながら、今回の規制の特例を導入することにより、大学等と連
携した新産業創出の推進を一層強力に推進することとしたい。

福岡県 福岡市、北九州市
ロボット開発・実証
実験特区

福岡市及び北九州
市の全域
　特に、・福岡市
中央区（「ロボスクエ
ア」がある博多リバ
レイン周辺）、東区
(「アイランドシティ」
(博多湾東部臨海土
地造成地区))、早良
区（産業支援機関の
所在地）
・北九州市　小倉北
区（小倉駅周辺）、
戸畑区、八幡西区、
若松区（産業支援機
関及び学術支援機
関の所在地）

　世界的なロボット製造企業やロボットベンチャー企業、学術研究
機関が集積する福岡市および北九州市において、道路交通法及
び電波法の特例の適用を受け、人の往来のある歩道等でロボット
の実証実験を行うことのできる区域を設置する。
　また、産学官の連携によるロボット研究開発を促進するため、企
業寄付金の損金算入を可能にすべく推進母体である特定公益増
進法人の認定基準を引き下げる。
　さらに、ロボット産業の生産性、海外競争力を向上させるため、総
合保税地域内で消費、使用する燃料、機械等に対する関税等を免
除するとともに、総合保税区域許可手数料を廃止する。
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北九州市
北九州市国際物流
特区

　北九州市の特徴であるPFIによる大水深港湾の整備、北九州エコ
タウン、産業都市としてのユーティリティ・蓄積されてきた技術、中
国に近い地理的優位性に規制緩和を加えることで、これらを有機
的に結び付け、アジアにおける戦略的な産業立地環境を提供す
る。そのことによって、我が国における産業の空洞化を防ぐととも
に、日本経済再生及び構造改革を推進しようとするもの。

福岡県大牟田市 福岡県
環境創造新産業特
区

大牟田市地域

大牟田市は、炭鉱技術を中心にこれまで培われてきた製造技術や
公害防止技術を活用し、新たな基幹産業として「環境リサイクル産
業」の創出等によるまちづくりを進めている。このため、ＲＤＦ発電
事業や環境リサイクル産業団地等の整備と相まって、特定供給制
度の規制緩和などの特例を導入することにより、エコタウンへの企
業立地が促進され、地場企業等の環境関連産業への進出により
環境ビジネスの創出・育成が期待される。

福岡県田川市
産炭地域開発規制
緩和特区

旧産炭地域

旧産炭地域の経済振興として、土地開発を進めるにおいて、鉱害
賠償登録の記載のある土地が多数あり、開発に伴う土地区画の登
記上の整理は明快にされるべきなのに、鉱害賠償登録は、不動産
登記法における合筆を禁止しているため、登記事務を複雑にし、か
つ土地の所在と範囲を不明瞭にしている。特区により鉱害賠償が
なされている土地について合筆できる手段を導きだし、土地の流動
化による地域振興を図りたい。

福岡県大川市 木くずリサイクル 福岡県大川市全域

大川地域は、家具関連産業が集積したわが国最大の産地を形成
しており、製造過程で排出される木くず・ノコくずを，資源循環型社
会に適合した貴重な資源として活用を図る。木くず共同処理事業と
して、木くず・ノコくずを積替え施設に集積し，木くずはパーテイクル
ボードの原材料として、ノコくずは畜産農家の敷料としてリサイクル
を行う。このため、木くずを廃棄物処理法の廃棄物から除外の特例
を導入することにより、事業を円滑に推進し、地場産業の振興を図
る。

佐賀県伊万里市 佐賀大学
伊万里サステイナブ
ル・フロンティア知的
特区

伊万里団地地区(伊
万里市山代町、佐
賀大学海洋エネル
ギー研究センター立
地など)及び伊万里
湾域(佐賀県域の
み、特に漁業権消
滅エリアを中心とし
た湾域)

佐賀大学海洋エネルギー研究センターを核として、伊万里団地に
おける「持続可能な開発」のための知的基盤を構築し拡充を図ると
ともに、21世紀型の新しい産学官連携を形成し、海洋・環境・再生
可能エネルギー等関連分野の研究開発を促進し産業の集積を図
ることにより、地域経済社会を活性化する。

長崎県 　
しま交流人口拡大
特区

　対馬は、韓国と地理的にも歴史的にも関係が深く、また、山林や
国定公園地域など豊かな自然に恵まれているなどの地域特性を
活かし、韓国釜山との定期航路の開設など、韓国との国際交流を
柱に据え、地域振興に取り組んでいる。さらに、韓国人観光客の
ノービザ化、国定公園特別地域内での事業実施要件の緩和・公園
計画の随時見直しなどの規制の特例を導入することによって、交
流人口の拡大と、自然と調和した受け入れ態勢の整備を可能とし、
観光振興や地場産業の振興を推進する。

佐世保市 国際観光交流特区

テーマパーク『ハウ
ステンボス』内（佐世
保市ハウステンボス
町）

　国際観光交流を促進する佐世保市になかで、特にその役割を大
きく担っているのが『ハウステンボス』である。海外からの観光客が
増加し、国際観光交流がますます促進されるように『ハウステンボ
ス』内に海外観光客のみが利用できる免税店を設置する。ひいて
は、佐世保市内全域への波及効果も期待される。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

長崎県小浜町

九州大学大学院工
学研究院地球資源
システム科、西日本
技術開発株式会社

小浜総合自然エネ
ルギー特区

温泉水を利用したバイナリー発電と地域密着型熱供給事業を行
う。これらの事業は発展が見込まれる未成熟産業である。特区に
おいて小規模電力の販売を可能にし、温泉井関連の申請の簡素
化や温泉スケールの再処理を可能にするなどの特例を導入するこ
とによって事業化，地域活性化を実現する。同時に、ＣＯ２固定化
技術研究や熱電素子技術研究等の先導的研究を推進して、循環
型自然エネルギー利用システムを確立する。

郷ノ浦町 離島農地特区 郷ノ浦町内

離島であるが福岡都市圏に近いといった地域の特性を活かし、少
子高齢化による耕作放棄地等の有効利用を図るとともに、Ｕターン
者Ｉターン者へ利用してもらう事で農地の荒廃を防ぎ、福岡方面と
の交流人口が増加する事に伴い経済活動も活発になり、郷ノ浦町
のひいては壱岐島の活性化を図る。

熊本県
福祉コミュニティ特
区

「ＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）患者や嚥下障害のある高齢者等に
係る痰の吸引等の行為について、ホームヘルパーによる実施が認
められていないため、家族の負担は大きいものとなっている。そこ
で、ホームヘルパーによる実施を認めることにより、患者の家族等
の負担を軽減し、ゆとりのある介護を可能とすることにより、当該患
者等の生活の質を向上させる。」

熊本県
先端産業を担う人
材育成特区

本県が技術集積を目指す半導体・ライフサイエンス分野における
人材育成機能を高めるとともに、共同研究等産学交流の促進を図
ることにより、地域経済の活性化を実現させる。

熊本県
環境循環型産業創
出特区

環境関連産業の育成を目指したエコタウン計画を推進するととも
に、国立水俣病総合研究センター、みなまた環境テクノセンター、さ
らには大学、高専と企業等が産学連携を通して、環境関連産業の
創出に必要な研究開発、新たな製品開発等を行いながら環境循環
型産業の創出を図る。

熊本県
農村生活体感交流
特区

余暇的な農業や新規就農を希望する希望する都市部の人々に、
グリーン・ツーリズムで農村のありのままの生活体験の機会を提供
し、交流や定住の促進を図るとともに、経済活動を通した継続的な
都市と農村とのつながりを構築し、人と人のつながりにより地産地
消の運動に弾みをつける。

熊本県八代市 交通・環境特区 八代市

地方公共団体の税務行政を推進する、①検査対象外軽自動車の
使用に関する地方運輸局長への届出の撤廃、②軽自動車の継続
検査用納税証明書の交付手数料の徴収、③滞納の特別徴収義務
者の指定解除、を行うことにより、簡素で効率的な行政の確立及び
収入の安定確保を図り、もって健全な財政運営の推進とともに、社
会構造の改革など地域の活性化と経済の発展を進める。

熊本県菊池市
九州地域における
韓国人入国査証（ビ
ザ）の恒久免除

九州地域

「日本に出会う九州、アジアの玄関、日本の原点、自然と文化が交
差する九州アイランド」と位置づけされた九州地域の特性を活か
し、「九州地域における韓国人入国査証（ビザ）の恒久免除」の特
例を導入することにより、国際交流が盛んに行われるとともに、経
済の活性化が図られる効果がある。

熊本県菊陽町
熊本半導体産業特
区

熊本県菊陽町全域

 半導体産業集積地の地理的中心、輸送・交通利便性や豊富な水
資源等優れた立地環境といった本町の特性を活かし、セミコンテク
ノパークの拡張や工業団地の建設とあいまって、農地法や都市計
画法などの規制緩和の特例を導入することにより、生産拠点の円
滑な立ち上げによる製品の迅速な市場投入が可能な環境を整備。
企業立地の促進を通じた地域経済発展及び日本の基幹産業競争
力強化を目的とする。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

産山村 ハウス営農特区

　遊休農地を集約、ハウスを建設し新規就農者等に「農地法第3条
の規制の特例を導入して」貸付し高冷地を活かした施設園芸を推
進し、併せて新規就農者等の定住推進により地域の活性化を図
る。

大分県
大分港環境・産業活
性化・物流特区

３０年が経過した臨海工業地帯に集積立地しているコンビナート企
業群において、高圧ガス製造設備のレイアウト基準やボイラー等
性能検査の緩和などの規制の特例を導入することにより、重厚長
大産業の国際競争力を向上させ再活性化を図るとともに、新たな
環境産業分野を創出することで、地域経済全体の活性化を図る。

大分県 留学生特区

外国人観光客や外国人留学生が増加する国際観光温泉都市、別
府市において、留学生を対象として、卒業後の就労に係る在留資
格制限の緩和、在留期間の延長、資格外活動（有償長期インター
ンシップ）の制限緩和、公営住宅への入居制限の緩和などの規制
の特例を導入することにより、外国人雇用や企業誘致等による地
域経済の活性化を図るとともに、多文化共生の活力ある地域社会
を形成する。

宮崎県 リゾート宮崎ＩＴ特区

宮崎のもつ就労・立地環境の魅力を活かすため、豊かな自然やリ
ゾート環境の中でのＩＴ産業を中心とした頭脳集積型の産業育成を
進めるとともに、外国人材の就労環境整備のためにビザや在留資
格認定証明書に係る規制の特例等を導入することにより、頭脳集
積型の産業とリゾートライフの融合による新たな地域づくりを推進
する。

宮崎県 宮崎市
国際観光コンベン
ション特区

神話・古墳等に見られる日本を代表する歴史観光資源、アジア諸
国との地理的近接性、九州・沖縄サミット外相会合をはじめとした
国際会議の開催、Ｗ杯サッカーキャンプをはじめとしたスポーツ
キャンプの実績等を活かして、海外観光客の入国要件の緩和やコ
ンベンション専用ビザの創設などの特例を導入し、アジアを代表す
る観光リゾート拠点としての整備を図り、海外からの観光客増加を
目指す。

宮崎県
神話・伝説のふるさ
と特区

「ひむか神話街道」
沿線市町村

本県には国内最大規模を誇る「西都原古墳群」をはじめとする数々
の史跡や天孫降臨神話などの伝承、神楽に代表される伝統芸能
などの歴史資源が数多く残されている。今年５月に開通する予定
の「ひむか神話街道」を基盤として、歴史資源を広域的に活用した
地域づくりを推進するため、旅館業法や旅行業法などの規制の特
例を導入することにより、地域振興、観光振興を図る。

宮崎県
畜産リサイクル推進
特区

宮崎県

　全国でも有数の畜産県であり、鶏糞や肉骨粉等の畜産関連バイ
オマス資源を豊富に有するという本県の特性を生かし、これらの資
源を鶏糞ボイラーで焼却処理し、エネルギー（電気、蒸気熱）として
有効活用するとともに、焼却灰を肥料として再生利用するため、肉
骨粉を燃料として使用し、かつその焼却灰を肥料として利用できる
よう規制緩和を行うこと。

宮崎県
地域材活用活性化
特区

日向・入郷地域にお
ける地域材活用活
性化特区

　国土保全、地球温暖化防止など森林に対する期待が多様化・高
度化する中で、木材の需要拡大により地域経済の活性化を推進す
るため、木材の供給体制づくりが進んでいる日向・入郷地区におい
て、駅舎の木造化をはじめとした「木を活かした街づくり」を進めて
いる日向市を中心に、木材の活用への規制の特例を導入すること
によって、再生産可能な木質資源による循環型社会の構築と持続
可能な森林経営を推進する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

鹿児島県
屋久島水資源活用
特区

鹿児島県熊毛郡屋
久島全域（屋久町・
上屋久町）

　屋久島の山岳地帯では年間降水量が８，０００㎜に達するほど，
年間を通じて雨が多いといった地域の特性を活かし，国内外に屋
久島の河川水を販売供給できるよう河川の流水に関する使用目的
の緩和などの規制の特例を導入することにより，地域の活性化を
推進する。

鹿児島県川内市
川内市土地高度利
用特区

川内市全域

行政財産として取得、使用されておりながら、公共団体への権利登
記がなされていない土地が多く発見されている。　その中には共有
地や多数相続となって登記移転が困難となっているものが発生し
ており事務処理は進んでいない状況である。　そこで行政財産とし
て永年使用されている未登記土地に限り、登記要件の規制を緩和
し、納税管理者の同意だけで登記できるよう特区を定め土地の整
理を図ろうとするものである。

鹿児島県加世田市
砂丘地域再生振興
特区

加世田市

吹上浜砂丘の一部を含む当地区では砂丘の有利性と温暖な気候
を活用した農業が営まれてきた。今後恵まれた農業資源と観光地
としての集客力を活用した振興策の実施と相まって,農地の再生・
集積,産官学による共同研究システム構築,観光農業の推進等を図
る計画であるが,市による農地の売買,民間団体の試験用農地の取
得,特定農地貸付法の規制の特例を導入することによって,農村文
化公園を核とする地域振興を図る。

沖縄県 国際観光・保養特区

　本県は国際的リゾート及び国民的な健康保養の場の形成を図る
考えである。
　しかし、財政を取り巻く環境が厳しさを増すにつれ、観光振興のた
めの財源確保は困難になりつつある。
　そのため、特色あるくじを発行し、観光の魅力の一つとするととも
に観光振興財源の確保を図る。
　また、本県への直行便のある近隣国の団体客誘客を図る仕組み
づくりが重要であり、当該地域からの団体観光客の査証を免除す
る。

平良市
国際海洋リゾート特
区

平良市港湾区域

 
国際海洋リゾートの特性を活かしながらリゾート施設の整備、外国
製品の展示取引などを行い、参入条件の緩和や外国製品の優遇
措置を講ずることにより、国内外の観光客の増大及び地域経済の
活性化を図る。

平良市
宮古島上水道企業
団

緑のダム特区 平良市全域

　
生活の全てを地下水に依る本市の豊富な水資源を保全するため
緑のダム（全島グリーンベルト化等）の造成を島ぐるみで展開する
ことにより、安心安全な循環型社会を形成する。

石垣市 観光特区

　石垣市は日本列島の最南西端に位置し、広くアジア太平洋地域
に開かれた国境都市である。このような、立地上の優位性及び観
光リゾート地としての特性を活かし、空・海路線の充実をはじめ一
衣帯水の関係にある台湾を、限定としたノービザ制度を導入するこ
とにより観光客誘致を促進し、他に類をみない国際交流の場として
地域活性化を図る。

名護市
リタイアメントコミュ
ニティ特区

沖縄県名護市｢カヌ
チャヒルコミュニ
ティ｣

地元高齢者への介護保険料の負担に影響を与えることなく、定住
型リタイアメントコミュニティを促進することにより介護サービス事業
者・人口増加による消費拡大により雇用の創出、知名度・イメージ
向上による来訪者の増加が図られる。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

名護市
金融テクノロジー開
発特区

名護市は平成14年7月に我が国唯一の金融業務特別地区に指定
を受け、金融関連業務の集積を進めており、保険会社が出再（再
保険）する場合の責任準備金の積立免除、英文でのディスクロー
ズの承認等を導入することにより、キャプティブ保険やパスダック構
想等の高度な金融テクノロジーの開発、金融サービスの多様化を
図り、地域経済の活性化と同時に、我が国全体の経済の活性化を
実現する。

具志川市
財団法人パブリック
ヘルスリサーチセン
ター

健康長寿産業振興
特区

―

我が国屈指の長寿エリア沖縄県の最長寿地域である具志川市及
び隣接地域の既存資源としての『長寿文化』特性を活かし、全国に
先駆けて健康長寿産業振興や健康長寿の実践を目的とした中西
医結合医薬学の研究開発、長期滞在型健康長寿リゾート整備等を
推進するために、医師法、栄養改善法、農地法などの規制の特例
を導入し、長寿ブランドによる地域振興を図る。

個人

特定非営利活動法
人　アジア教育開発
研究所
東進チャイルドケア
ハウスPOPKIDS
（財）こども未来財団
モデル事業
東進幼稚舎

公設民営型　英才
幼保園

千葉県内(松戸市・
市川市・浦安市)及
び東京都内

多様化する国際社会に活躍する人材育成のため従来の幼稚園・
保育所・託児所に欧米のチャイルドケアを一元化した理想の教育
施設の設置を学校設置基準を緩和する事で可能にし、公設民営に
よる廃校廃園の再利用を行う。四大卒教師に体育・絵画・音楽の
専門家を含めハイクオリティな幼児教育の提供を実現する。女性
が安心して子育てでき、仕事に意欲的に取り組める環境を作ること
で少子化をくいとめ、景気を回復し、国も再生できる。

個人 丸岡町役場 夢ポイント情報基地 全国区

過疎化の進む町に情報技術の諸策を取り入れ、産業活性化を図
ると共に、知的所有権をフルに活用し、ニュービジネスに特化した
施策を強力に推進することによって、町の活性活路も開けると確信
する。宝くじのハズレ券、公営遊技場の不的中券等のポイント化、
景品表示法の改正（第３条）は構造改革特別区域法の目玉事業と
なると確信する。

個人 国際医師修練特区
大学付属病院等の
臨床研修指定病院

東京都、愛知県、静岡県、神奈川県、大阪府など、特に外国人労
働者が多く居住する地方自治体の大学病院等の臨床研修指定病
院において「国際医師修練特区」制度を導入する。同制度は外国
医師が日本人医師と共に、平成１６年度より義務化される臨床研
修を受けることを認め、その一環として同国人等の診療も行うこと
を認める。また臨床研修を修了し日本語にも堪能な外国医師に
は、日本の医師国家試験受験資格を与え、医師免許取得の道を
開くことにより、地域のニーズに即した優秀な医師を確保することを
可能にする。

個人
農業協同組合を株
式会社化

北海道

個人 雨水調整池特区 千葉県柏市 屋上緑化によるペット運動場など豊富な多目的ホールの建設

個人
離島振興地区交通
規制緩和特区

笠岡市白石島
本来なら不便とされる、離島の残された活き方を見つけるべく特殊
事業の推進により新しい独自の地域形成がうまれて、産業・人材
育成の啓蒙がはかれるようにしたい。

個人

高速道路における
速度制限の気象、
路面状況に応じた
緩和

北海道全域の高速
道路

　一定の気象、路面状況の下に、高速道路の速度規制を緩和し、
自己責任走行とすることにより、流通、交通アクセスの効率化と併
せて、道々、市町村道の事故防止と道路の負荷軽減を図る。

個人 離島経済特区
佐賀県北部玄界灘
に浮かぶ七つの島

離島といった地域の特性を活かし、離島間の不定期航路事業の実
施により経済の活性化が期待される。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

個人
地域の中の日本学
校

東京都板橋区

東京都板橋区とモンゴル・中国と国際交流の地域の特性を活かし
て、日本語事業の実施とあいまって、新規日本語学校の設置基準
の緩和などの規制の特例を導入することにとり、地域国際教育機
構を実現する。

個人
貸切バス事業の道
路運送法20条の適
用除外特区

近畿区

西日本の玄関口である関空・伊丹空港また建設中の神戸空港、そ
して内需拡大の観点から国際都市京都の交通アクセスの充実と阪
神大震災以後弱体化した貸切業界の活性化をはかる。また、顧客
のニーズに対応しさらに、バス会社選択の幅を与えようとするもの
である。

個人
予算を毎年５％削減
できる方法

予算を必ずその年度に使い切らなければならないと考えていること
をあらため，予算を余らせることが，その部署のプラスになるという
仕組みを作り，財政の危機を乗り切ろうとするプラン

個人

学籍と指導要領に
束縛されない、主に
不登校児を対象とし
た、学校の設立

東京都全域

不登校児だけでなく、特別な支援を必要とする児童生徒が多くいる
が全国的に対応は不十分である。東京でも対応は行政区分により
格差があり、ニーズに応じていない。学籍にも指導要領にもとらわ
れず、児童生徒が希望した日から希望する教育内容に参加して、
義務教育の出席が認められるような学校を、東京全域からの通学
を前提にして、必要に応じ複数設置する。

個人
花野果ランド４５特
区

大分県下

温暖な気候に恵まれた大分県ならばこそ農業の活性化が県民全
員の活性に繋がるものと確信している。
農産物の生産から出荷まで電力を必要とする部分は多岐にわたっ
ている。電力契約の新しい契約種別、運用が農業活性化展開の要
点と考える。
したがって、農業用電力の低廉化を図り、食料自給率４５％を達成
させ、村社会の元気印が余剰電力の活用を生み、社会的に貢献す
る電力会社の農業用余剰電力量は証券化すれば三法一両徳とな
る。

個人

特定非営利活動法
人　アジア教育開発
研究所
東進総合予備校附
属日本語学校

教育特区 千葉県・東京都

レベルの高い留学生を養成することにより、一部で経営安定のた
めに留学生が受け入れられているという現状を改善する。そのた
め、就学期間を2.5年(現行制度での就学生は最長2年)とし、10月
入学・3月卒業とする。国公立・有名私立大学に入れるような学生
を養成することで、将来の国の発展に寄与する。

個人

特定非営利活動法
人　アジア教育開発
研究所
東進総合予備校

国際教育開発特区
千葉県内(松戸市・
市川市・浦安市)及
び東京都内

国際社会に対応する人材育成のために、小学校高学年･中学校･
高等学校の各3年分の課程を各2年間で修了させる学校を作り、帰
国後の大学受験資格及び入学後の学力等の問題を懸念すること
なく海外留学を安心して行えるようにする。また、公設民営により、
廃校による空き教室などを利用し、私学助成金の対象を拡大する
事によって質の高い教育をより利用しやすい費用で受けられるよう
にする。

個人 個人（２名）
新規事業増大促進
化対策と雇用環境
の改善策

東京都
人口密集区域でもある東京都より特例を先行し、その実績、評価
等を経て将来的には国内全域を対象特区に広げ、より一層の新規
事業の拡大と雇用の安定を計る。

個人 北関東特区 群馬県

先端産業の拠点という地域の特性を生かし、公立の義務教育課程
に、理科、数学、英語の高度な授業を展開する実験校を設置し、創
造的かつ意欲的な英知を持った人材の育成を促し、日本の教育を
蘇らせる。

中根正道と未来を
考える会

パ－クアンドライト
未来につながる道

愛知県万博会場日
進市地区

万博を控えた地域から自助努力による地域経済の活性化と自然
保護を切願した企画.実現できたら日本経済に勇気と希望を与える
ことができる。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

個人

日本国連環境計画
ＦＯＵＮＤＡＴＩＯＮ、
ジュネス(株)
三宅島建設工業
(株)、(株)グロ－バ
ル・リンク

三宅島エコ・アイラ
ンド

未曾有の火山噴火災害で緊急避難した島民の来るべき帰島に向
けて、三宅島での自然環境との共生と食物連鎖の回復を図るべ
く、リサイクル事業、農業・漁業・林業等の事業、緑化事業、観光・
商工事業を振興するにあたり自然公園法の「事業用地の指定の一
部解除」等の規制の特例を導入することで早期の三宅島復興、地
元島民雇用創出および地元経済の発展が可能となり、三宅島と島
民の自立を推進するとともに離島経済のモデルとなる。

個人
川根・茶楽夢（ちゃら
む）特区

静岡県川根町

日本一の川根茶の産地として、恵まれた自然条件とノウハウを活
かし、食の安全性への関心が高まる中、安全で・健康で・おいし
い、ほんものの飲料（茶等）の開発と提供を全国・全世界へ発信す
る＜pure drink運動＞の展開を、技術的支援に加え、証券取引法
等の規制の特例を導入することで、知的財産権の使い勝手と個人
投資家等の自由な投資環境を作り資金面での支援を容易にし、茶
業の振興と国際競争力の復活を図る。

個人 有限会社　風雲友 電波特区

低人口密度地域の
ため､電波利用度が
低く、混信を受ける
既存無線局が近隣
地域に存在しない地
域。北海道、東京
都、長崎県､鹿児島
県、沖縄県などの山
間部や島嶼部。もし
くは、市街地に近い
が、無線研究集積
地として高性能実験
設備などが配備さ
れ、同時に高度な専
門能力を持つ研究
者のいる地域。茨城
県つくば市､神奈川
県横須賀市、京都
府精華町などの無
線研究集積地。

電波利用度の低い地方や電波利用の特別設備を持つ地方の特性
を活かし、実験局無線局の開設要件の緩和と周波数分配方式を
緩和することによって、無線関連の実験を促進することにより、多
様な無線システムの利用を促進し、ひいてはわが国の無線技術及
び産業の発展並びに国民生活の向上を推進する。

個人

東進スクール（海
外：上海・北京・香
港・台北校　日本：
墨田・市川・松戸校）
東進総合予備校附
属日本語学校

公設民営型インター
ナショナルスクール
（国際教育開発特
区）

東京都・千葉県

欧米に於いて、生徒が個性に合わせて柔軟に教育を享受できる学
校が存在するが、日本に於いては学校の設置基準や諸規則に阻
まれ、生徒の能力や興味関心に応じた学校を設立することができ
ない。21世紀を逞しく生きる人材育成に向け、多彩なカリキュラム
を学べる学校の設置を図る。

個人 原宿クリニック

東京都のアレル
ギー疾患を安全・定
量的に治す治療法・
治療者募集と検証

東京都

東京都は人口が多いことからアトピー性皮膚炎患者総数も多く、
様々な被害に遭遇している。ステロイド薬による持続的病態と悪
化、そこに起因する高額治療の騙し等である。一方安全かつ定量
的に治す治療開発の研究治療者も少数いる。複数のＮＰＯに募集
と検証実務をさせ、結果は継続的に所轄官庁に報告されＥＢＭ(科
学的根拠のある治療)として患者に広報される。一定の病名広告可
能の広告制限一部解除があれば双方の利益となる。

個人
公設民営型「無学区
の寮制都立中学・高
等学校」

全国

寮のある広域都立中学・高等学校を設置して、民間が運営する。
都内に限らず、全国から生徒を募集、海外からの留学も積極的に
受け入れる。また、対象となる生徒も、勉学・スポーツ・芸術・音楽
などに秀でたものや、不登校児など多種多様な個性を持つものと
し、幅広い視野を持てる人材を育てる。東京の教育力を都内だけ
でなく全国的・国際的に提供することで、東京都の、首都機能とし
て持つ力を、教育的側面において、充実補完する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

個人
高度先進歯科医療
の臨床応用

船橋市

　船橋市は「特殊歯科診療所」がすでに運営されており、高度先進
歯科診療が行われる歯科臨床研修センターを開設して運営できる
基盤がある。従って、上記センターで「完結診療」（１０年以上よく噛
めるようにする歯科医療）を実施することにより、歯科医療費のみ
ならず、歯科領域の疾患を原因として二次的におこる全身的な疾
患も減り、医療費全体が減少する波及効果が大である。

(株)　エドベック 教育特区 都道府県の全部

アジアの各国で行われている小学校の英語指導は、英語を母国語
とするネイティブ教師ではなく、通常の担任教師が行い、効果をあ
げている。日本の担任教師が自信を持って英語を指導できる教材
を導入することで、現在各学校や各教師が抱えている課題を解消
することが出来る。また、その結果として中学校以降の英語指導の
レベルアップが可能になり、日本社会のインフラとしての英語力を
高めることができる。

(株)　自立型オキナ
ワ経済発展機構（Ｏ
ＫＩＤＯ）

医療国家資格取得
における単位認定
の規制緩和

北海道恵庭市、沖
縄県名護市

現在の医療業界は多様化に伴い、総合的な判断能力を持つ医療
従事者が必要であるが、現制度での人材育成は困難である。本学
園は医療系の国家資格認可学科を７学科有し、医療国家資格を併
せて取得出来る体制があり、より高度な医療専門職業人の育成、
生涯医療教育の体制作り、医療業界の活性化等に繋がることか
ら、単位認定範囲制限及び各職種の取得年限規定等の規制緩和
を求め、幅広く医療国家資格者の輩出を行いたい。

(株)　秀学
児童生徒の学校特
区

神奈川県

欧米ではすでにＡｌｔｅｒｎａｔｉｖｅ　ｓｃｈｏｏｌ　と呼ばれる自由な発想によ
る柔軟な学校が存在するがわが国においては学校の設置基準や
諸規制によって阻まれ、自由な発想の子供に対応する学校を設立
することができない。学校教育法、私立学校法などのきせいのとく
れいにすることにより自由な発想を既存の制度の中でつぶされてし
まっている児童生徒の個性を十分に引き出して行くことができる。

(株)　竹中工務店
都心活性化・居住環
境整備特区

東京都千代田区、
中央区、港区

オフィスの空室率が高まると予想される都心地域において住宅へ
の用途転換ビジネスを推進するにあたり、採光や既存遡及の建築
規制の緩和等の特例を導入することにより、都心居住の推進・低
稼働資産の活用・新しいビジネスの創出を実現する。

(株)　日本経営研究
所

常磐中央新幹線特
区

JR常磐線沿線及び
JR中央線沿線

常磐線及び中央線に本規格新幹線を建設することを特区として推
進することによって、①建設業・製造業・商業・卸売業・サービス業
その他ありとあらゆる業種業態に経済的波及効果をもたらし、②更
にもし万一東京に同時多発テロのような、東京からの緊急脱出大
量輸送を必要とするような事態には、現在の新幹線ルート東海道
と東北上越の２方向から、一挙に倍増し４方向に拡大できる。③新
幹線通勤を倍増させ、通勤ラッシュ解消手段となる。

(株)アットマーク・
ラーニング

アットマーク・イン
ターハイスクール
（海外の学習指導要
領を用いたインター
ネット・ハイスクー
ル）卒業生の大学入
学・受験機会の拡大

東京都渋谷区、埼
玉県志木市、群馬
県太田市、神奈川
県横浜市、神奈川
県横須賀市、岐阜
県、滋賀県大津市、
滋賀県八日市市

インターネットを用いて、アメリカ・ワシントン州の学習指導要領に
沿って、課題の自己設定、教師との対話型学習をしていくものであ
る。物理的な渡航をともなわず、海外の卒業単位および学習スキ
ルを学べる機会は拡大の一途をたどっている。教育のグローバル
化に対応し、国際化への関心を持つ自治体において、インターネッ
ト・ハイスクールを通して次世代の人材を養成できる意義は大き
い。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

(株)イディア・イメィジ
研究所

天龍峡観光開発整
備推進協議会

滞在型天龍峡シニ
ア支援センター特区

長野県飯田市龍江
今田平

恒久的治水対策事業によって整備された20.8haのの農用地を活用
し、当該地に位置する名勝天龍峡の観光地を蘇生活性化する相乗
効果をめざして、都市の高齢者を含めたシニアを対象として、高度
な予防医学処方サービスを提供する｢滞在型天龍峡シニア支援セ
ンター」を、農用地に農業関連基幹施設、健康増進施設を整備す
るなどの規制の特例を導入することによって農業振興と高齢者医
療の軽減の同時達成を推進する。

（株）インフォート 民間企業 医療特区 東京都

今までにない医療検査センター（病気の検査だけでなく、疾病予防
も含めた検査センター方式でICカードで健康情報管理～病気の管
理まで一元で行ない、自分の検診情報や病気の時のデータ－まで
も自分で管理するシステム）のご提案

(株)ザ・クイック

ネイルサロンを美容
院とは別の業態と
し、ネイル技術者
（ネイリスト）を美容
師とは別の職業とす
るよう、昭和33年の
「美容師法の運用に
ついて」の通達改正
のご提案

全国

美容の定義は、そもそも顧客の求める技術の成熟とそれに伴う新
しい職業の専門化及び細分化に基づき定められるべきであり、今
から35年も前の回答等に基づき、ネイルに美容（美容師、美容院）
の定義、及び、枠組みを課せられると、事業の運営に支障を来た
し、多大なコストを要求される。そのような規制は緩和されるべきで
ある。

(株)ゼクスコミュニ
ティ

特別養護老人ホー
ム設置法人の株式
会社への規制緩和

足立区

小規模な遊休地が比較的多いという地域特性を生かし、従来より
規模の小さいユニットケア対応の特別養護老人ホームを、補助金
を受けない株式会社が、低コストで早期に多数建設することを、設
置法人の規制緩和により実現させ、入所待機者の早期入所を達成
する。

(株)ゼリアエコテック
株式会社ファーニス
ジャパン

次世代型環境リサ
イクル特区

群馬県富岡市

当地域が工業地域、都市部に近接し、高速道路網が整備され、都
市間物流の拠点であるという地域的特性を活かし、当地域を「次世
代型環境リサイクル特区」とする構想を早期に実現するため、「廃
棄物の種類」の見直し、導入予定である新規電気抵抗式溶融施設
の原理に適合した「処理業の許可の基準、処理施設の技術上の基
準」の特例を設け、急を要する周辺地域の環境問題改善と地域全
体の産業活性化を目指す。

(株)ネオテニー 無線LAN活用特区

ネットワークや地域
情報化による産業
活性化を計画してい
る都道府県

電波法令の基準より出力が高く小電力データ通信システムの無線
設備として認められない無線LAN機器であっても、地域の電波利
用環境の状況によっては、認定機器と同様の扱いを認めることに
より、安価なブロードバンドサービスのインフラ整備を促進する。

(株)ネオテニー

特定地域における
セグウェイヒューマ
ントランスポーター
のレンタル事業

千葉県

幕張や舞浜、成田といった多くの人が集まり、かつ面積も広大な商
業地域を多数有する千葉県への導入メリットが高い、電動ヒューマ
ントランスポーターセグウェイのレンタル事業を実施するにあたり、
道路交通法第2条3項の規制に特例を導入することで、商業地域の
拡大、交通渋滞の緩和、環境汚染対策への貢献を推進する。

(株)ネオテニー 電話番号特区

ネットワークや地域
情報化による産業
活性化を計画してい
る都道府県

ネットワークや地域情報化による産業活性化を計画している都道
府県において、電気通信事業関連法令における電気通信信号の
基準や総合品質に関する規制の特例を導入することにより、ＩＰ電
話について民間や都道府県主導による自由で柔軟な電話番号管
理を実現し、地域のインターネット関連産業に全く新しいネットワー
ク関連ビジネスや電話関連ビジネスを誕生させて当該産業の活性
化を推進する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

(株)フジタ 環境創造
事業本部 首都圏住
宅事業部

細街路開発特区
東京23区及び三鷹
市、府中市

東京23区等では、木造密集地域に網の目のように細街路が入って
おり、防災や土地の有効活用の妨げになっている。そこで、再開発
事業に伴う廃道や部分廃道について、開発行為から除外し再開発
事業の負担を削減し手続きも簡易化することで、そうした弊害の解
消を促進することができる。また、公道においても明確な基準を設
定することで明らかな開発対象区域と見なされるとすれば、その効
果は絶大と考えられる。

(株)ベネッセコーポ
レーション

学校法人加藤学園
バイリンガル・IT教
育特区

時代のニーズに対応したバイリンガル、IT教育プログラムを全国の
各形態（公立学校・私立学校・公設民営型学校・株式会社立学校）
の学校に導入する。

(株)間組
水路上橋建設緩和
特別区

東京・大阪等都市内
水路

都心部において、水路・川により分断されている地域に、私的利用
を含めた橋の建設を、河川管理者に対する届け出のみで可能にす
ることで、地域の発展を促す。

(株)間組
使用期限設定型建
物の外力緩和特区

都市近郊

建築主が建物の使用期限を明確に限定し、その期間から自然外
力を算定又は設定できるようにすることで、過剰な構造躯体を作る
必要がなくなる。これにより、建設投資コストを低減し、資源の有効
利用、簡易構造化によるプレハブ化によるﾘｻｲｸﾙ可能な構造躯体
の創造によるＣＯ２削減も可能となる。

(株)向学社　宇部進
学教室

教育特区 山口県
激動の今日、一般の公的機関による教育だけでなく、特別の目的
をもって人材育成をめざす学校が必要ではないか。それを実現す
るために現在の規制の緩和を求める。

(株)大林組 都市再生推進特区
都市再生を推進す
べき地域（都市再生
緊急整備地域等）

駐車場法第２０条により、オフィスビルの建設の場合も商業施設や
ホテルと同様の算定基準に基づく駐車場を確保する必要がある
が、公共交通機関の利便性が高い都心部では駐車場は十分活用
されていない。また、駐車場を地下に設けることが多いため、建築
コスト高につながっている。駐車場附置義務の緩和により、都心部
オフィスビルの建築計画の自由度を増し、有効率を高めることによ
り、事業採算性の向上を図り、建設投資を促進する。

(株)大林組
市街地再開発事業
特区

市街地再開発事業
を推進すべき地域
（都市再生緊急整備
地域等）

市街地再開発事業等補助要領では、市街地再開発事業に対する
補助制度の対象が「２号施設」のみと限定的なため、事業化のイン
センティブになっていない。ついては、補助制度の対象を「２号施
設」のみではなく、総事業費の５０％程度までに緩和することによ
り、市街地再開発事業の計画物件の事業化へのインセンティブを
与え、建設投資の促進を図る。

(株)大林組
優良建築物等整備
推進特区

優良建築物等整備
を推進すべき地域
（都市再生緊急整備
地域等）

優良建築物等整備事業制度要綱では、優良建築物等整備事業に
おける補助制度の対象が限定的であること、また、補助額が地方
公共団体の財政状況の影響を受けることから、有効に機能してい
ない。ついては、補助対象の拡大、補助額の地方自治体による上
限の撤廃、或いは国の補助率の引き上げを行うことにより、優良建
築物等整備事業の計画物件の事業化へのインセンティブを与え、
建設投資の促進を図る。

(株)大林組
法定外公共物払下
げ特区

開発事業を推進す
べき地域（都市再生
緊急整備地域等）

里道・水路などの法定外公共物が開発エリアに含まれる開発事業
においては、里道・水路の公用用途廃止・払下げには時間がかか
るため、事業スケジュールが大幅に遅れることにより事業コストを
増加させ、民間開発事業者の負担増となっている。ついては、公用
用途廃止・払下げ手続の簡素化・迅速化を行うことにより、事業ス
ケジュールの短縮・事業コストの低減を図り、民間開発事業者の事
業意欲を増進させる。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

(株)大林組 介護医療特区
介護医療サービス
を充実すべき地域

より質の高い介護老人保健施設へのニーズが高まっていることか
ら、株式会社による介護老人保健施設の開設を認めることにより、
介護老人保健施設の運営に競争原理を導入するとともに、質の高
い介護老人保健施設の立地を促進し、入居者満足度の向上を図
る。

(株)大林組 都市再生推進特区
都市再生を推進す
べき地域（都市再生
緊急整備地域等）

大規模都市開発において、環境影響評価法および大規模小売店
舗立地法の双方の対象事業に該当する場合、環境影響評価で計
画全体に対する騒音予測、廃棄物発生予測を完了しているにも関
わらず、大規模小売店舗立地法で、店舗部分だけを対象にした騒
音及び塵芥発生の予測作業を行う必要があり、予測にかかるコス
ト及び期間が民間事業者の大きな負担となっているついては、重
複する予測手続きを一本化することにより、民間開発事業者のコス
ト負担の軽減、開発期間の短縮をはかることで、事業促進を図る。

（株）東京リーガルマ
インド

専門資格者増員特
区

なし

一般職の国家公務員（一種）に専門資格の実務経験を積ませ資格
を付与することで、①市場拡大・付随市場開拓→経済活性化、②
専門知識をもち実務事情も把握している公務員の増加→国民の
ニーズに広範・的確・迅速な対応→国民の満足度の向上、という2
点を一度に実現できる一挙両得の効果を狙います。

（株）東京リーガルマ
インド

法律相談自由化特
区

複数の都道府県

弁護士の大都市偏重により、弁護士がいない、もしくは非常に少な
い地域があります。しかし、一方で、それらの地域にも法律相談の
需要は存在します。そのような地域において、隣接法律専門職種
が法律相談業務をなすことを認めることにより、需要と供給のミス
マッチ解消による市場規模の拡大、自由競争による法律サービス
の質の向上が導かれると考えられます。

（株）東京リーガルマ
インド

就業体験特区 都道府県の全部

社長･理事や一部の管理職以外は全てフリーターおよび若年失業
者で構成される法人を設立し，彼らはそこで就業体験を行います。
利益をあげることが主目的ではなく，あくまでフリーターおよび若年
失業者に働く経験を積ませることに重点を置きます。したがって，
雇用保険等も適用除外となります。一人前になったと法人側が判
断したときは，その人間には辞めてもらい（有期契約の更新拒絶を
利用），滞留を防ぎます。

（株）東京リーガルマ
インド

再チャレンジ支援特
区

なし

中小企業の経営者は、企業の債務の担保として自らの土地・家屋
または共同経営者の土地・家屋を抵当に入れている場合が多く、
その場合倒産してしまうと生活の拠点を奪われてしまうことになりま
す。そこで、倒産した場合でも当該土地・家屋は経営者の手許に残
るようにして再チャレンジを支援します。

（株）東京リーガルマ
インド

公立保育所運営一
括民間委託特区

なし（全区市町村で
可能）

公立保育所を1つ1つ個別的にではなく、同一区市町村内に存在す
る（あるいは３分の１以上のエリアに存在する）全ての公立保育所
を一括して民間事業者に委託する。これにより、民間事業者の工
夫・活力を活かし、保護者の保育サービスに対する多様なニーズ
に応える。

（株）東京リーガルマ
インド

次世代大学特区 なし

教育の質を向上させ、時代を担っていく優秀な人材を育成するた
めに、教育の現場に株式会社が参入して、既存の公営学校・私立
学校と競争しながらサービスの向上を図ることが重要であると考え
ます。特に「公民教育の橋渡し」と「社会で活かせる職業教育」を実
現するために、大学教育のより一層の充実化が求められます。そ
のような視点に基づいて、生涯教育も実現できる職業教育を大学
教育の中核に置くのが、本特区の最大の理念です。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

（株）東京リーガルマ
インド

ビジネス・ハイス
クール設置特区

都道府県の全部

学校と社会との連続性を重視し、社会人（ビジネスマン）にとって必
要な教養と基礎知識を、単なるインターンシップやトライアル雇用と
異なる、より実践的なトレーニングによって高校生に学習してもらい
ます。株式会社による学校運営、及びその学校に就業体験法人を
併設するなどの特例を導入することにより上記目的を達成し、高校
生の就職難解消を図ります。

(株)麻生情報システ
ム

飯塚医療情報ビジ
ネス特区

ＪＡＶＡテクノロジーを中心とした「飯塚トライバレー構想」など、情報
関連産業の集積を図る飯塚市において、「電子カルテの外部保存
規制」の特例を導入することにより、電子カルテ・オーダリングなど
の医療情報システムのＡＳＰ事業を、「飯塚トライバレー構想」の核
となる医療ＩＴビジネスモデルとして、地域の情報産業発展の起爆
剤となすとともに、地域医療の質の向上と治療の効率化を図る。

（㈱）東京リーガルマ
インド

子育て支援総合施
設設置特区

なし

「保育所」「幼稚園」「放課後児童健全育成事業」の枠組みを取り除
いた「子育て支援総合施設」の設置を可能にします。このことによ
り、①待機児童の減少、②競争の激化によるサービスの向上→親
のニーズに合った施設が設置される、③様々な年代の子供と接す
ることにより、自己の役割を自覚できる人材を育成する、④規制を
取り払うことにより多忙な両親の子育て補助が可能となる、などを
本特区の狙いとします。

（有）板倉工業
自然水源の水質浄
化及び飲用精製装
置の整備

複数の都道府県

環境改善及び災害時対策の一環として、高性能の移動式浄化装
置を開発した。その効果は、千葉県環境部・土木部の委託業務に
て実証済みである。今後は水道法、河川法、水質汚濁防止法等関
係諸法令の緩和、及び環境部、防災部、水道部等、関連部署の連
携を進めて頂くことにより、水質汚濁が進行している河川・湖沼の
水質浄化、及び災害時対策としての非常用飲料水の精製技術確
立を推進する。

ＥＭＳデータ(株)
美容整形外科産業
集積による大阪市
出島計画

大阪市此花区夢洲
関空や新神戸空港から船で直接渡航者を運び、後は出島として運
営する。

ＮＴＴ都市開発(株)
中国支店

株式会社　そごう広
島店、株式会社　広
島バスセンター

広島基町街区
広島県広島市中区
基町６－２７、中区
基町６－７８

中四国の中枢都市広島の中心市街地に位置し、都市に求められ
るあらゆる機能を集積し都市の発展に大きな役割を果たしている
広島基町地区内の「NTTクレド基町ビル」及び「広島センタービル」
からなる「広島基町街区」は、斜線制限の緩和、容積率の緩和を行
うことによりビル間の連絡通路の改良・改善・増設の実現が可能と
なり街区間回遊性の向上により人、物、情報の交流が活性化し、
高次都市機能の更なる整備促進に貢献できる。

アイピートーク(株)
インターネット電話
用電話番号付与構
想

東京都

ブロードバンドサービス普及とインフラ品質向上により、「インター
ネット電話」普及の条件が整ってきた。　現在は管理されたIP網に
接続された電話サービスに限定された０５０番号付与規制を緩和
し、通信経路としてインターネットを使用するサービス・端末にも当
番号を付与することにより、通信コストの大幅削減や定額でのモバ
イル・コミュニケーションといった画期的なユーザ利便性向上を図る
ことができる。また、ITベンチャーの参入など新サービスや新事業
への波及効果も期待できる。

ケイエスケイ進学塾
(株)

バウチャー制度利
用の亀山市土曜学
校

三重県亀山市
休みとなる土曜日の学校を民間教育事業者に開放する。事業者は
主に学校で習う内容以上のものをハイレベル特訓する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

ティーシー通商（株）
環日本海加工物流
特区

港湾区域内

敦賀市は、姉妹都市東海市（韓国）、ナホトカ市（ロシア）、台州市
（中国）と海外交流を行っており、数多くの外国人が本市を訪れて
いる。また、京阪神、中京からもマイカーで90分の致近距離に当た
り、県外からの観光客も100万人を越える。またＪＲ直流化により、
平成18年秋には関西から敦賀までの新快速電車が運行することに
なっており、関西圏との交流が飛躍的に増大するものと見込まれて
いる。このような特性を活かし、敦賀で免税店を開設することにより
地元への誘客は大幅に増大し、地域の活性化につながるものと確
信する。

デジタルハリウッド
(株)

（つくば・東海・知的
特区）

千代田区　　　　渋
谷区　　　　　横浜市
西区　　　札幌市中
央区
大阪市北区　　　京
都市下京区　　神戸
市中央区　　福岡市
中央区

マイクロソフト　アジ
ア　リミテッド

インターネット電話
番号割り振り特区構
想

沖縄県

現在専用のＩＰ回線を保有する電気通信事業者にのみに認められ
ているＩＰ電話サービスを、インターネットを利用するＩＰ電話サービ
スについても可能にする。このことにより、ＩＰ電話サービスの市場
が拡大し、かつ新たなＩＰ電話サービスが創設されることが期待され
る。

旭化成(株)  川崎支
社

神奈川県
新エネルギー普及
モデル特区

京浜臨海部はエネルギーの供給拠点、一大消費地であり、かつ、
石油化学工業の集積地である。新エネルギーや石油化学製品に
関する研究開発などの取組みも活発化しており、新エネルギーや
新たな石油化学製品の供給や普及についても、その拠点となりう
るポテンシャルを有している。工業保安に関する規制の特例適用
により、その研究開発の進展や普及を促進することとしたい。

安藤建設(株)
阿佐ヶ谷住宅団地
再生特区

東京都杉並区成田
東４丁目３　阿佐ヶ
谷住宅周辺地域

築後約４５年を経過した阿佐ヶ谷住宅において、マンション建替え
円滑化法に沿った団地再生を進めるに当り、当団地のように団地
建物所有者全員にて共有する全体共有地を有し、且つ団地管理
組合により団地共用物の維持･管理を行っている団地においては、
団地内の建物の一括建替え決議を実施できるよう、団地内敷地全
てを団地建物所有者の全員共有とする要件を緩和し、円滑にマン
ション建替え事業への移行を推進されたい。

沖縄電力(株)
ファーストライディン
グテクノロジー株式
会社

電波特区(ホットス
ポット用無線LAN機
器設置技術基準の
緩和)

沖縄県

ブロードバンドという言葉も今ではすっかり定着し、今後、本格的な
ブロードバンド需要が開花する。
中でも、無線ＬＡＮによるインターネット接続サービスの普及には目
覚ましく、ユビキタス環境実現に向けて、停電等障害発生時などの
電気通信役務の確実かつ安定的な提供規制の緩和を実現するこ
とで、レストラン/デパート/空港内等でのホットスポット・サービスの
更なる普及を目指す。

沖縄電力(株)

電波特区
(電力線搬送通信の
実証実験フィールド
提供に向けた高周
波利用規制の緩和)

沖縄県

現在、電力線搬送通信は、無線通信に影響が少ない周波数帯で
の利用にとどめて利用されている。沖縄県は、日本で唯一の島嶼
県であり、周りを海に囲まれている地域である。このような恵まれた
環境を活かし、実用化の検証ならびにブロードバンド通信のさらな
る普及を目指して、沖縄地域を実証実験フィールドとして開放す
る。

屋久島電工(株)
クリーンエネルギー
社会屋久島モデル
形成特区
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

㈱ウィン 教育関連特区 大阪市内

日本語の指導に加えてその他の専門知識・技術等を同時に修得さ
せるカリキュラムを組むにあたり、単独施設だけでは対応困難な科
目の指導について自社物件以外の施設での指導も許可できる。さ
らに生徒数の増加に伴う分校・姉妹校の開設に就いても申請は必
要ないものとする

㈱ウィン 児童教育特区 大阪市内

大阪市内で、引きこもり状態にある多くの不登校児童を対象として
民間経営の学校を設立。集団での授業にこだわらず、家庭訪問指
導、施設内での個別指導、少人数授業等を児童の状態に合わせ
て段階的に行う。また、内容についても教科書や指導要領にとらわ
れず、児童個々の興味や適性に応じて個別に選択する。

㈱バンダイ
（財）日本玩具協
会、玩具福祉学会、
プレイケア・センター

高齢者の笑顔あふ
れるプレイケア特区

遊び（プレイケア）を通じた高齢者の笑顔の創出の為に介護保険の
適用メニューの中に、プレイケアを設けて、高齢者の方のコミュニ
ケーションを促進する。このプレイケアを実践する人＝遊びの伝道
師＝プレイケア・マネージャーの育成（認定制度）を行い、若年層、
主婦,退職者の雇用を活用、場所は商店街の空店舗や中心市街地
等を有効活用する。

㈱ポピンズコーポ
レーション

保育特区 東京都

①認可外保育所利用者を対象としたバウチャー制度の導入。
②子育て支援控除として、サラリーマンの所得控除の項目にベ
ビーシッター、保育ママ、家事支援に使用した費用を追加。
③母親の入院や、介護等のために、保育が一時的に困難となる場
合の宿泊保育（最長1週間）の実施。
④育児世帯の家事支援を含めた中高年子育てサポーターの育成
と派遣。
⑤外国人ベビーシッターの積極的活用。

㈱河合ゼミナール
教育関連特区（郡上
コミュニティスクー
ル）

岐阜県郡上郡内の
７ヶ町村（平成15年1
月1日現在）

郡内における、引きこもり状態にある多くの不登校児童生徒を対象
として民間経営の学校設立を行い、教科書中心の授業形態を変え
幅広い学習活動内容により各生徒一人ひとりの学習意欲を引き出
し、かつ少人数クラスによりきめ細かな対応を行うことによって社会
に対応できる人材を育成する。

㈱京都確認検査機
構

ビューローベリタス
ジャパン㈱,㈱確認
検査機構アネックス
（50020）

建築行政の民間開
放（まちづくり）特区

京都府　大阪府　兵
庫県　滋賀県　奈良
県

建築行政の民間開放において、官民の役割分担の見直しが必要
である。違法建築物に対する措置の権限は官のみが有しており、
その行政権限で監査、違反是正、処分等の間接コントロールを行
い建築規制の実効性の確保に努めるべきである。一方、民は開放
された建築確認・検査業務で、中立・公正かつ建築主のニーズに
即したサービスを創意工夫して迅速に提供する役割がある。この
為、確認検査業務を、民間に完全委譲する必要がある。

丸正ニットファクト
リー(株)

見附市・素材応用技
術支援センター(新
潟県工業技術総合
研究所)

国際デザイン交流
特区

新潟県見附市

地場産業中小企業集積地といった地域の特色を活かし、地域経済
活性化の為、
ファッション産業観光施設及びデザイン研究施設の計画推進と合
わせ、外国人デザイン
研究者・技術者の在留期間の延長、資格範囲の拡大・資格要件の
緩和等の規制の
特例を導入する事により、中国を始めとする海外メーカーに対して
国際競争力を
高め空洞化の目立つ地場産業の経済活性化を推進する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

吉田興産(株)
バイオ・ディーゼル
特区

長野県全域

スローフード、地産地消の理念により遊休農地で菜種を栽培し、大
気中の二酸化炭素を減少させ、食用として利用された後の廃油を
軽油代替燃料であるバイオディーゼルに精製し、ディーゼル機関
に使用し排気ガスによる大気汚染の軽減を図りながら、地域経済
の調和した発展をめざす。また進化が著しいディーゼルエンジン、
DPF、及び軽油の低硫黄化との相乗効果が大気への環境負荷を
削減する。

恵北ビル管理(株) 老人介護福祉特区
老人介護福祉施設
をもつすべての地域

外国人老人介護士（ケアギバー）の研修ビザを認めて頂くことに
よって、年々増大する介護費の軽減を目的として、海外に在住され
ている日本のお年寄りの方々に、より質の高い介護サービスの提
供が可能となります、また、現在日本では、介護士のヘルパー（主
として下の世話、入浴の介護）といった分野の労働力不足が構造
的に存在しますが、研修期間中、外国人研修生の良質な労働力
で、これを補うことが可能となります。

厚木ゼミナール
NPO法人全国教育
ボランティアの会

教育特区「自然科学
体験を活用した新し
いタイプの小、中一
貫校の設置・運営」

神奈川県

欧米に於いては、小中学生が個性にあわせて柔軟に教育を享受
出来る学校が存在するが日本に於いては学校の設置基準や諸規
則に阻まれ、子どもの能力や興味関心に応じた学校を設立するこ
とができない。学校教育法、私立学校法などの規制の特例措置を
実施することにより、自由な発想の下で既存の教育制度で対処で
きない児童生徒の教育を行うことが出来る。

三井住友海上火災
保険(株)

高度土地利用特区 東京都区部

いわゆる東京都心部における都市活動の活性化、都市環境の向
上のため、建物の更新の妨げとなっている、容積率及び建物の高
さの制限を緩和することにより、当該地域の土地の高度利用を可
能として当該地域での不動産賃貸事業の採算性を向上させ、魅力
あるオフィス、商業施設の建設を促進することにより、当該地域及
び周辺地域の経済活動全般の向上を図る。

三菱重工業(株)

運転免許に係る道路交通法施行規則第２条の｢小型特殊自動車｣
規定を、道路運送車両法施行規則第２条の｢小型特殊自動車｣規
定と整合性を図り、道路走行に関しては小型特殊自動車であって、
運転に関しては大型特殊自動車免許が必須であるアンマッチを改
善するとともにユーザ等の負担軽減図った規制緩和を推進する。

三菱重工業(株)
企業法務経験者の
司法試験受験資格
の緩和

日本全国

企業法務経験者の司法試験受験資格を緩和し、司法試験受験に
係る負担を軽減することで、産業界での実務を経験した法曹人口
を増加させ、企業か抱える法的紛争の迅速かつ適切な処理を進
め，企業が法的問題を把握した上での事業環境の変化に即した経
営判断を行えるようにする。

三菱重工業(株)
会社定款による事
業目的枠制限の撤
廃

日本全国

商法・商業登記法に定める会社の事業目的枠の制限を撤廃し，企
業が新規事業に進出する際に要する時間を短縮することで、新し
い製品・サービスの創出や既存事業における企業間の競争を活発
にする。

三菱地所(株)
国際人材育成・技術
交流特区

ちばリサーチパーク

成田国際空港に近いという地域の特性を活かし、国際的な高等教
育サービス事業の実施にあいまって、学校教育法等の規制の特例
を導入することにより、真の国際交流が進み、また国際的競争力
が高まることを推進する。
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三洋電機(株)

三洋電機株式会
社、岩手県立大学、
株式会社ＮＴＴデー
タ三洋システム、株
式会社三技協

ITを核とした産学官
連携特区

岩手県滝沢村

岩手県の既存通信インフラと滝沢村と岩手県立大学に存在する豊
富なＩＴ企業、ＩＴ技術者といった地域の特性を生かし,福祉情報提
供・在宅ケアシステムを導入することにより、介護保険法などの規
制の特例を導入することにより、医師の遠隔指示のもと訪問看護
員の業務範囲を拡大を推進し高齢化社会におけるシームレスな介
護・医療サービスを実現する。

西松建設(株)
生産緑地地区内に
おける建築行為制
限の緩和

小田原市

計画的な市街地整備の見通しが明確になった段階で市街化編入
する特定保留区域について、営農希望者が生産緑地の地区指定
を受けた場合、地区内の建築制限の解除を「市町村長の許可」か
ら「市町村長への届出」とする。また、「市町村長が許可に期限そ
の他必要な条件を付けることができる」とする規制を撤廃する。生
産緑地法による既存の規制は、営農希望者が市街化編入に躊躇
する要因となるため、将来にわたる自由な土地利用を容認する必
要がある。

槍ヶ岳観光（株）
無線LANによる高速
インターネット回線
の設置

北アルプスの山岳
地域およびその周
辺地域

　山岳地域の高速通信インフラ整備を特例により低コストで行い、
この地域のＩＴ化を進め、観光、防災、遠隔医療等の様々な分野に
役立てる。

大成建設(株)
新宿駅東口周辺商
業活性化特区

新宿駅東口周辺

公共交通機関の発達した新宿駅東口周辺はトランジットモール化
を実現するためにも歩車分離を図る必要が有る。更に建物の老朽
化も目立ってきている事から、大規模小売店鋪立地法・指針に基
づく駐車場設置なしの規制の特例を導入することにより、建て替え
促進に伴う防災性能の向上、低層階売り場拡大に伴う商業活性化
の推進が期待される。

大成建設(株)
河川上空利用フリー
特区

都市内河川地域、
特に経済価値の高
い東京都心地域

河川上部空間については、河川法により建築物の設置が原則認
められないが、安全性を確保した上で一定の空間利用を認めるこ
とで、新らたに経済価値の高い建築可能な空間を生み出す。

大成建設(株) 段階型再開発特区

熟度の異なる権利者が輻輳する再開発推進地区において、「やむ
を得ない転出」適用による先行再開発地区からの転出者への税の
減免や、地区外からの再開発床取得者に対して、権利変換による
権利床取得の場合と同等の税の減免措置を講ずることで、地区内
外の自由な権利移転を促進し、段階的再開発を推進する。

谷口商会㈱
入札参加資格登録
制度廃止ないし条
件緩和特区

市町村の全部、都
道府県の全部

優秀な新製品を持ちながら、入札参加資格登録制度上の合理性
の薄い要件によって　官公庁への販売から締め出されているベン
チャー企業に　広く入札の機会を与えることによって、新技術およ
び新規事業の振興をはかる。

長浜施療院カイロプ
ラクティック・オフィス

腰痛・肩こり特区 複数の都道府県

腰痛・肩こりを、多角的な面から、研究、対策するために医療デー
ターの利用を開放し、より多くの人が、研究できるようにし国民の健
康維持、医療費削減、日本から世界に向けた治療が発信できるよ
う特区を設定する。

帝人(株)松山事業
所

素材型産業新生特
区

愛媛県松山市

高度なレベルで安全衛生・環境管理を工場一体となって行ってきた
コンビナート特定事業所が分社化され複数の事業群の工場となる
場合は、特に高圧ガス保安法に基づく保安管理部門設置について
の規制を改革し、分社化以前の如く工場一体の安全、保安管理を
認める。但し、持株会社が工場操業停止命令権を含めた強いリー
ダーシップを持ち、各分社が統一された安全衛生管理活動を行う
事を前提とする。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

藤原学園実験教育
研究所

NPO法人  全国教
育ボランティアの会

教育特区「理科実験
体験教育に重点を
置く小中一貫の新し
いタイプの学校」

大阪府

欧米に於いては、小中学生が個性にあわせて柔軟に教育を享受
出来る学校が存在するが日本に於いては学校の設置基準や諸規
則に阻まれ、子どもの能力や興味関心に応じた学校を設立するこ
とができない。学校教育法、私立学校法などの規制の特例措置を
実施することにより、自由な発想の下で既存の教育制度で対処で
きない児童生徒の教育を行うことが出来る。

日本システムハウス
（株）

（株）エコライフ創造
研究所

地域通貨に準じる前
払証票発行と、その
流通特区

地域商店街をコアと
する市町村全域（世
田谷区）

サステイナブル・シティ（接続可能都市）を合言葉とする、地方都市
再生のシナリオとして、市場主義に基づかない社会サービス互酬
による地域経済の活性化を実現。自治体発行による前払証票を地
域通貨に準じる「互酬通貨」として流通させるための決済オンライン
システムを無線LAN・インターネット・赤外線によるハイブリッドネッ
トワークにより構築。市民が支配する財政によって、市民の共同事
業として都市再生を諮るものである。

日本テクノ(株) 電気保安特区

東京都、神奈川県、
千葉県、埼玉県、茨
城県、群馬県、栃木
県

全国の高圧受電設備の需要家の３３％という市場密度を活かし、
電気保安の自由化を推進するため、保安管理の実施主体の拡大
を行い民間企業の参入を容認するとともに、保・工分離の慣習、法
令点検の頻度指定、電気管理技術者の実務経験年数ならびに機
械器具の保有義務などの規制の特例を導入することにより、新興
市場における民間企業の活性化を図り、低コストで安全かつ効率
的な保安管理を実現する。

日本電信電話(株)

情報通信機器を
使った最先端の医
療をユビキタス環境
で受診できる特区

沖縄県等の離島や
遠隔地と最先端の
医療を提供可能な
地域である東京都

高度な医療を受けにくい離島・遠隔地において、最先端な医療を提
供可能な東京都と高速な衛星回線により接続することで、情報機
器を用いて高度な医療を提供する。将来的には、対面診察だけな
く、遠隔操作による検査やユビキタス健康センサーによる自動診
察・投薬サービスを提供する。

浜松ホトニクス(株)
光産業創成大学院
大学特区

静岡県浜松市、浜
北市

　世界最先端の光技術とやらまいか精神という地域特性を活かし
て、世界に発信できる新産業の創成を目的とした大学院大学の設
置を目指す。このためには、ベンチャー起業自体を教育として認め
る特例導入が有効であり、この結果、光を用いた新産業の発信の
実現、ひいては産業の活性化が期待される。

武蔵丘学院
ＮＰＯ法人全国教育
ボランティアの会

教育特区 「自然科
学・社会体験教育を
重点に据えた小・中
一貫校設置、運営
事業 」

埼玉県

欧米に於いては、小中学生が個性にあわせて柔軟に教育を享受
出来る学校が存在するが日本に於いては学校の設置基準や諸規
則に阻まれ、子どもの能力や興味関心に応じた学校を設立するこ
とができない。学校教育法、私立学校法などの規制の特例措置を
実施することにより、自由な発想の下で既存の教育制度で対処で
きない児童生徒の教育を行うことが出来る。

学校法人 国際学園
不登校児童・生徒対
象の小規模小中一
貫校の設置

神奈川県

全国で１３万人、神奈川県内でも１万５千人にのぼる不登校状態の
小中学生への対応機関の不足に対し、新たな対応施設として、
個々の様々な要因に対し柔軟な対応が可能な小規模の小中一貫
校を設置し、早期に適切な対応をすることにより、児童・生徒に学
習への興味を呼び起こし、義務教育課程を完結させる。

学校法人　初音丘
学園

学校法人　初音丘
学園

学童保育モデル幼
稚園

平成９年１０月に横浜型保育室、預かり保育がスタートし、現在、そ
の機能は横浜市において十分にその役割を果たしている。更に小
学生の預かり（学童保育）を希望される保護者の声も多々あり今回
の申請とした。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

学校法人 朝日学園 教育特区

教育先進地であった御津町は少子化による小中高校の統合や教
育の低迷化に悩み、廃校を活用して知徳体の全人教育をするハイ
レベルの私立中学校を誘致し公立校との共存の中で教育的刺激
や住民の選択肢の多様化、過疎に悩む地域の振興や活性化を意
図している。ところが県の基準が学校の認可に抑制的で、政府や
文部科学省の提唱する私学設置促進の方向に迅速には対応でき
ない。そこで特例として認可権を町長に認めていただきたい

学校法人　日本航
空学園　東京本部

日本教育相談研究
所

通信制併用型小中
高等学校

東京都

首都圏の広域から登校し易い交通の便がよい東京都といった地域
の特性を活かし、通信制併用型小中高等学校の実施とあいまっ
て、通信制併用型小中高等学校、私立学校における学童クラブの
設置などの規制の特例を導入することにより、広域の不登校生の
学校帰属を促進し、子どもたちの学び合う環境と向上意欲を推進
する。

学校法人東海大学 伊勢原市
医学部臨床研修推
進特区

神奈川県伊勢原市

外国医師免許所有者が医学部付属病院において医療を行うことの
許可は、現時点では「外国医師臨床修練許可」のみで、申請後か
ら許可証発行までかなりの年月を要している。アメリカ合衆国の医
師免許所有者に限定して高度な技能を有する医師を東海大学特
任教員制度による任期制で雇用し、若年医師の臨床研修に資する
ことにより、医療の質向上と教育波及効果を期待する。

学校法人有朋学園
専修学校東日本高
等学院

少人数制高等学校
設置のための基準
面積緩和特区

福島県福島市

高等学校への進学率がほぼ100%に近づいた今日、残念なことに、
何らかの理由で不登校に陥ったり、進学した高等学校を中途退学
する生徒が増加している。このような生徒たちを積極的に引き受
け、教育を施すことのできる高等学校の設置は急務であり、時代の
要請でもある。高等学校の設置基準を緩和することで、不登校生
のための少人数制高等学校を設置することが可能となれば、社会
に貢献する役割は計り知れなく大きい。

学校法人緑ヶ丘学
院

中学校教育の私学
委託制度

米軍基地のある地域特性を生かし、中学教育の私学委託事業の
実施とあいまって、学校教育法施行令などの規制の特例を導入す
ることにより、地域への貢献度が高いと予想される女子生徒に高い
英語能力をつけさせ、将来の地域経済の活性化に資するととも
に、教育財政の効果的な支出、さらに子育てサービスの充実によ
る若い世代の住民増加を推進する。

健康科学大学 河口湖町
在宅リハビリテー
ション推進構想

山梨県全域

介護分野等において医師の指示を受けることなく、独自に理学療
法士、作業療法士が業務を行うことができるようになれば、訪問リ
ハビリテーションセンターの独自開業などが可能となり、在宅での
自立支援という介護保険の本来の目的がより一層達せられる。ひ
いては介護・医療保険料の低減につながる。

東京医科歯科大学
大学院　医療経済
学分野

包括的医療特区「文
京医療クラスター」

東京都文京区

高次医療機関が隣接する地域であり、サイクロトロン、FDG製剤装
置の共同利用により、PET診断を低コストで普及することができる。
具体的には、共同製剤施設と共同診断センターを設け、診療用放
射性同位元素を共同管理し、共同製剤されたFDG製剤を複数の病
院に供給し、保険診療での使用を可能にする。その結果、医療産
業はもとより、地域経済全般が活性化される。

東京大学 国際・産
学協同研究センター

東京大学 医学部附
属病院、文京区

遠隔医療用電波特
区

文京区

文京区は高度医療機関集中地区かつ老齢人口大であり、この地
区でユビキタス遠隔医療支援事業の実施とあいまって動画像高速
伝送（電波規制）のために規制の特例を導入することにより、遠隔
医療行為の効果的推進を実現する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

医療法人 鉄蕉会
亀田総合病院

鴨川市 鴨川医療特区

　亀田総合病院は臨床研修指定病院として教育に力を注いでお
り、早い時期からアメリカ人医師が常勤のティーチングスタッフとし
て教育にあたるなど、高いレベルの研修を実施してきた。しかし、
臨床教育において、先進の技術を習得する上で様々な障壁となる
規制がある。これを「鴨川医療特区」として規制緩和地域を設け、
世界最先端の医療技術修練の拠点モデルを構築する。そして、鴨
川地域に先端研究施設の誘致を推進する。

医療法人財団　　河
北総合病院

日本代替・相補・伝
統医療連合会議

丸の内地区におけ
る国際医療事業

丸の内

丸の内と言う交通至便の地域において、国際医療事業の実施とあ
いまって、健康保険法の給付方式と、医療法人の運営に関する規
制を見直し、事業としての医療の多様性、先進性を求め、また、患
者が抱く医療に対する閉塞感を解消するため、米国、中国などの
医療を取り入れることにより①患者の選択の自由②医療の質の向
上③医療の枠の拡大④提供者による選択の拡大が図られ、自由
な選択のもとに医療が提供される事業である。

医療法人社団　公
仁会

「特区病院（仮称）」
設置について

広島県広島市

・病院事業に参加する診療所に、従来の低い保険点数のまま門戸
を開き、許認可に拒まれ参入できなかった優良な医療機関が病院
として参入、既存の病院との競合をはかる。
・将来的に既存の公的または其れに準ずる病院を除く病院が、新
たに参入した低コストの病院と同等の医療を地域に提供。・市場原
理を活性化し、地域に有益な医療人の新規参入と、医療人の自浄
作用活性化、医療費の軽減化される・雇用、経済の両面から地域
活性がはかられる

財団・医療法人　巻
石堂病院

社会福祉法人　　恵
福祉会　　若竹保育
園

認可保育園開設の
為、財団・医療法人
の資産の一部を貸
与する特例

千葉県柏市一円
当病院の敷地の中に病後児保育も視野に入れた認可保育園を設
置し、保育の専門家である社会福祉法人によって運営される認可
保育園を開設しようとするものである。

東京医科歯科大学
歯学部・歯学部附属
病院

「歯学総合医療セン
ター」特区

東京都文京区

歯育・医育機関、高度の医療機関が隣接し、卓越した医歯学教育・
研究・診療が行われる地にあり、歯科と医科の境界領域を新たな
教育・研究対象として確立する。ここで東京医科歯科大学歯学部・
歯学部附属病院を新たな取り組みに合わせて再編し、高度な医
療、卓越した教育・研究を遂行することは、高度医療を要する患者
および教育・研究の人材の集積をもたらす。

東京大学医学部附
属病院

文京区 健康づくり特区

高度化、多様化する健康や医療のニーズに対応するため、東京大
学医学部附属病院が主体となり、新しい診療技術の研究開発促
進、並びにその安全性・有効性の評価システムの構築を行い、健
康・医療関連産業の集積を図る。近く着工する中央診療棟には本
プロジェクトの中各拠点を設置することを計画している。また、区内
には複数の大学病院、高度医療機関が存在し、明示以来、医療関
連産業が密集して発展してきたという地域特性がある。

日本乳がんセンター
の新設

日本初の国立単一
臓器がんセンターの
新設

有明　みなとみらい
など

人口の集中している首都圏、特に東京有明、あるいは横浜MM21
地区の公有地の利用を希望。国立乳がん研究所を設立、敷地1万
m2病床200以内、設立資金は土地以外に300億円、建物200億円、
設備100億円の公的援助必要。専門病院、特定機能病院の公認を
得て、経営は自助経営とする。日本乳癌の今後の臨床研究、教育
の中心地とする
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

社会福祉法人　白
寿会

２１世紀型　ふるさと
安心健康タウン構想

広島県賀茂郡黒瀬
町

小雨温暖な気候、医療福祉研究機関の集積という地域特性を活か
し、調整区域開発規制の特例、介護保険施設設置規制の特例を
導入し、自然の中で健康づくり、介護予防事業を推進するととも
に、大都市圏の定員枠により、深刻度を増す大都市の要介護高齢
者の受入れを行う「ふるさと安心健康タウン」を建設、運営する。こ
れにより、人材養成、雇用の促進を進め、地域経済の活性化を実
現する。

社会福祉法人　柚
の木福祉会

福祉バス特区 福岡県

宇宙開発事業団 鹿児島県 宇宙開発特区 鹿児島県

　日本の人工衛星打上射場が集中している鹿児島県の特性を生
かし、宇宙産業の特殊性に合わせて高圧ガス保安法、電波法等の
運用を緩和することにより、諸外国と同程度の利便性を人工衛星
打上サービスの顧客に与えることができる。合わせて、相互主義に
基づき人工衛星等の輸入消費税を免税にすること等により、日本
の人工衛星打上げサービス事業者に、他国と同等の競争機会を
与えることが出きる。

財団法人2005年日
本国際博覧会協会

愛・地球博外国出展
促進特区

愛知県
国際的に採用されているISO基準について、2005年に開催される
国際博覧会の会場内及び愛知県内で広域的に開催される関連事
業に適用することで、博覧会の出展準備等の円滑化を図る。

財団法人2005年日
本国際博覧会協会

2005年日本国際博
覧会においてICチッ
プ内蔵型入場券を
活用し地域通貨（エ
コマネー）と連携さ
せた前売り券発行
事業

2005年日本国際博
覧会場および愛知
県全域と前売り券モ
デル地区(世田谷
区）

本事業は２１世紀最初の国際博覧会として２１世紀型の「市民参
加」を促進させるために、情報技術（ICチップ）と地域通貨（エコマ
ネー）を連携させると同時に、重要な使命である1500万人動員目
標達成を目指すために、ICチップ内蔵型入場券の特性を最大限に
活かし、前売り券の販売促進を図る。このため利用者優先視点か
ら従来電波法や前払式証票の規制等が想定していなかった特例
を博覧会会期前から会期終了まで期間限定で導入する。

財団法人パブリック
ヘルスリサーチセン
ター

東京大学医科学研
究所

産学共同利用型中
核的TR支援特区

港区白金台4-6-1
（旧国立公衆衛生院
建物およびその敷
地、土地面積：
11,703㎡、現建物面
積：15,000㎡）

東京大学医科学研究所の豊富なゲノム医科学資源と研究病院を
核として活用し、病気に苦しんでいる患者のために優れた治療法を
効率よく開発していく上で不可欠な諸事業を行うTR支援中核的拠
点を、国有地の有効利用や国外研究者の雇用拡大などの規制の
特例を導入することによって、旧国立公衆衛生院建物とその敷地
（所在地：港区白金台４－６－１、土地面積：11,703㎡、現建物面
積：15,000㎡）に形成し、未来医療のための新規医療の開発を推
進する。

財団法人大阪クナ
イプ療法協会

NPO法人　日本保
養地・保養地医療連
盟

健康特区 大阪府

大都会大阪に隣接する明治の森箕面国定公園の麓に位置する箕
面市の新稲地区を、クナイプ・クアガーデンとして整備することによ
り、美しい山並と観光資源にもなる田園風景が出現する。
この環境の中にクナイプ・クアセンターやグループホーム等の福祉
関連施設及びショッピング・宿泊施設の完備により、医療・福祉・観
光がミックスされた日本初の本物のクアビジネスが展開され、自治
体の在り方に多大な影響が与えられる。

堺商工会議所 国際楽市楽座特区 堺市全域

多種多様な産業集積、歴史と文化の蓄積、交通アクセスの利便性
を活かし、都市再生緊急整備地域における民間プロジェクトの推進
とあいまって、①事業用定期借地権の期間設定の自由化、②工業
再配置促進法の撤廃、③国際会議等の誘致にかかる規制緩和、
④カジノの合法化、⑤私立大学の設置認可にかかる規制緩和によ
り、雇用機会と消費を拡大し、経済活動を活性化する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

札幌商工会議所 サマータイム特区 北海道

４月第１日曜日から９月最終日曜日までの約６ヶ月間、日本標準時
よりも2時間時計を早める。北海道の自然環境に合わせたサマータ
イムを導入することで、地域の経済の活性化を図り、内外に北海道
をアピールする。

社団法人　農村資
源開発協会

農村資源開発ｾﾝﾀｰ
構想（農業先端技術
集積特別区）

複数の都道府県

自然環境の多様な我が国の農林水産業の不確定要素を第二次産
業化することにより払拭する事を目的として、先端農業技術開発を
地域特性に合わせて集積化する。　　農業者、企業、消費者に対し
て行政と企業が一体となった実証活動を開示することにより安心感
のある農業生産活動のモデルを全国に展開する。この実現に必要
な、新たな規制のあり方も検討する。

社団法人福島県建
設業協会

株式会社ケア・ビル
ダー

有料老人ホーム、
ショートステイ、グ
ループホーム、デイ
サービス等の規制
を緩和し、高齢者介
護及び高齢者の健
康増進を図るため、
小・中学校校舎及び
公民館・集会所等の
空教室・空スペース
を社団法人が廉価
に使用できるよう規
制を緩和する特区

福島県

建設産業の構造改革により余剰人員が相当数削減されると予想さ
れるが、これらは地域事情に精通しており、特に中山間地において
空いている校舎や公共施設等を廉価に活用しての介護サービスの
実施、地域と一体となった元気な高齢者づくり事業は、各市町村に
存在する建設業者が行うことにより、恩恵に浴されない空白地の解
消と増大し続ける介護福祉関係費用の軽減に寄与できる。

北見商工会議所、
北見市商店街振興
組合連合会

北見市
中心市街地活性化
特区

北見市中心市街地
活性化基本計画に
おける重点整備地
区

中心市街地活性化の重点整備地区は、活性化の取り組み効果が
より早期に、かつ適切に実現できるよう、先導的な役割を担う事業
展開を図る地区であることから、平成12年度より様々な活性化事
業を展開している。今後についても地域や市民の意思を反映した
“まちづくり”を進めるため、地区内において交通規制や道路占用
など道路の管理・使用基準を緩和することにより、公共空間を有効
に活用した賑わい創出事業さらには景観形成向上、都市の魅力を
構築する場を創り出す。

熊本流通団地協同
組合

全国卸商業団地協
同組合連合会

多角的事業促進特
区

熊本市流通団地

熊本流通団地に集中する卸売業者は、流通構造の変革、不況の
長期化など経営環境の悪化により業績低迷が続いている。そこ
で、都市計画法の見直しや流市法の規制緩和の導入による企業
家（ＳＯＨＯ）の活動拠点、情報の発信基地のためのインテリジェン
トビル建設、小売業、飲食業、サービス業の誘致などの新規分野
を促進させ、地域の活性化、雇用の創造を推進するものである。

行政法務協同組合
遊休農地の有効転
換利用による村起こ
し

埼玉県及び栃木県
内の高速道路周辺

事業構想は、内陸に海水魚を遊泳させることが出来る大型海水湖
レベルの畜養施設を作り、内陸の活魚販売ステーションを開設す
る事である。（規模10万㎡）内陸部故の魚食生活が貧困であると言
う地域特性と有り余る遊休農地の有効利用転換と言う命題に対応
し、海岸住民と同等の多様多品種の魚種を食膳に乗せられる事
が、内陸地住民の関心度を集め、観光、物流、雇用、を創造し経済
効果を発揮する。

首都圏電気電子機
器リサイクルセン
ター事業協同組合
（申請中）

首都圏電気電子機
器リサイクルセン
ター事業協同組合：
ＮＰＯ法人市民参加
型リサイクル推進協
会

首都圏電気電子機
器手分解処理リサ
イクル市民参加のフ
リーワーキングアル
バイト制導入及び地
域通貨併用活性化
事業

大消費地首都圏で機器市民ﾘｻｲｸﾙｱﾙﾊﾞｲﾄ制度により雇用促進、
家計改善、NPO・大学連携でｺﾐｭﾆﾃｨ活性化、ﾘｻｲｸﾙ市民革命がお
こる。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

千葉みらい農業協
同組合

千産千消（地産地
消）推進農協特区

千葉市・習志野市で
営む農業協同組合

○都市近郊市街地の周辺である立地条件を活かし、千葉県が推
奨する千産千消（地産地消）を実践するため直売所を設置する。
○めざす直売所は組合員の生産する農産物を主力に花・植木・果
樹・加工品に至るまでプラン中です。さらに県内JAと連携し特産品
の交流をすすめます。
○駐車場を含め5.000㎡

全国食品リサイクル
事業協同組合

なし
食品廃棄物リサイク
ル特区

全国

食品廃棄物排出企業が自ら排出物の再資源化を行う取り組みは、
再資源化商品ユーザーである一次産業者と協力して事業を行うこ
とで、生産する一次産品について消費者の信頼感を高める。また、
共同で再資源化商品生産工場を建設することで、投資負担を低減
化出来多様な食品関連企業からの収集は生産する飼肥料を高品
質化し、量のの確保による安定供給が可能となる。

北斗国際交流事業
協同組合

猿払村
中国人研修実習受
入れ特区

猿払村及び稚内市

漁業が主な産業の地域の特性を活かし、中国人研修実習受入れ
特区により規制緩和が実施されると中国人研修生を多く受入れら
れ、当地域の加工従業員（女性）の技術等の向上により、企業の
活性化が図られると共に国際交流も活発になる。又加工製造技術
を研修生に伝えることにより、中国の同業種の発展に寄与する。

ＮＰＯ法人　ライナス
の会

-
要配慮児及び不登
校児童生徒の学校
特区

なし

ＬＤ児、ＡＤＨＤ児をはじめとする要配慮児童及び不登校児童生徒
に対する教育支援・指導の需要が高い地域において、企業もしくは
ＮＰＯ法人に対する学校事業者としての認可及び学校設置の認
可、施設・設備、教育課程（小・中・高等学校）、教科用図書制度、
私立学校振興助成法の適用などの規制の特例とあいまって、ＮＰ
Ｏ法人による小・中・高一貫設置を行い、要配慮児・不登校児童生
徒に対する教育・福祉・医療等の専門家やカウンセラーによる横断
的な教育を行う。

NPO法人　東京賢
治の学校

特に無し
教育改革特区「新し
いタイプの学校の創
設」

東京都多摩市

総合的教育環境の整備や文化交流が進む東京多摩地域の特性を
活かし、学校法人設立の基準の緩和や教育課程の弾力化などの
規制の特例を導入することにより、生きる力を育み、子ども観、人
間観を持った、保護者、教師、地域が一体になった新しいタイプの
学校の創設や研究開発校の指定を前提とした学校法人設立が実
現することで、公立学校もより活性化され、日本の教育の多様性を
推進する。不登校児童の学びの場にもなる。

NPO法人ひろしま青
年円卓会議

リサイクル特区 広島県

環境汚染による経済的負担の拡大は現実のものとなり、生活の向
上を追及する社会構造の環境と経済の両立する社会への転換は
急務となっている。環境と経済の両立する持続的循環型地域社会
において企業は収益を目的とする事業と地域と協力して行なう社
会性事業を合わせ持たなければならない。（事業者としての責務）
「ひろしま青年円卓会議」は今回のリサイクル特区申請を通じて事
業者が協力して自ら排出する廃棄物の再資源化商品生産工場を
建設することで地域物質循環の効率化を図る再資源化事業に取り
組む環境を整備していくことを目指す

ＮＰＯ法人京都教育
文化研究所

㈱成基学園・㈱ゴー
ルフリー・㈱教育振
興社・㈱キッズラン
ド・
㈱成基コミュニティ

教育改革特区

学力低下、学習意欲の低下といった状況を踏まえ、学校事業の実
施とあいまって、株式会社やＮＰＯ法人の学校事業者としてのの認
可や教育課程の弾力化などの規制の特例を導入することにより、
小から高までの子どもたちが「ハイレベルな学力」、「人間力（＝創
造力、論理力、問題解決能力等）、「実社会をベースにした体験」を
体得することができ、その結果、次世代リーダーの育成を目的とし
た教育を行う。
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NPO法人教育ル
ネッサンス

川越にNPO法人学
校の「救援校」を創
る会

川越市の全部

二百人超の不登校生の問題を抱えている中、学校設置主体の要
件の緩和の実施とあいまって、不登校児童生徒を対象とした新し
いタイプの学校の設置による教育課程の弾力化や、IT等を活用し
た学習活動の可能性などの規制の特例を導入することにより、何
らかの理由で登校できない児童生徒に対して安心して卒業までで
きる学校という居場所を作り、やがての引きこもり社会人を減らす
ことで社会経済の損失をなくす人材の育成を実現する。

ＮＰＯ法人申請中
Ｉ・Ｈ・Ｈ・Ｓグループ

多数の企業の協力
をえているが、今
は、共同提案機関
には、していない
が、関係企業の個
人は、ＮＰＯ法人申
請中　Ｉ・Ｈ・Ｈ・Ｓグ
ループの賛助者に
なっている。

１．３億人の雇用と、
１００兆円／年の売
り上げを実現する
「プロジェクト名：
tammy」です

石川県珠洲市全域
分類コード：２

健康を回復し、個人の能力を３倍に上げ、３００万社の中小企業に
仕事とお金を出し、１．３億人の雇用を創出し、中国の１／１００のコ
ストで、ハイテク部品を世界：１０００箇所で生産する貿易センター
に、石川県珠洲市は、構造改革特区で実現します。

ＮＰＯ法人東京シュ
タイナーシューレ

東京都三鷹市
ＮＰＯ法人教育施設
私立学校化特区

東京都内

「市民の声を行政に反映させよう」という意識の高い三鷹市におい
て、不登校児童対象学校の規制特例事項の更なる緩和を導入す
ることにより、ＮＰＯ法人東京シュタイナーシューレの私立学校化を
実施し、テストや競争のない子どもが安定して喜んで学べる環境
を、公認の学校として提供できるようになることにより、就学児童を
もつ多くの家庭がこの地域に流入し、子どものたくさんいる活発な
地域と、学校中心の町づくりを実現する。

ＮＰＯ法人東京シュ
タイナーシューレ

NPO法人教育施設
公設民営型学校化
特区

東京都内

多様化の縮図とも言える大都市では、公教育を補完する多様な教
育の必要性が既に実態として認知・評価されており、その必要性は
増大している。長期にわたる実績がある等、一定の要件を満たす
代替教育施設を、特区において新しい特色ある公設民営型学校と
位置付け、学校教育法の学校設置基準などに特例を設け、適切な
代替措置を講じつつ公的に認知し、廃校舎の使用許可などを通じ
て支援することにより、現代教育の抱える多くの問題に有効な対策
の道筋をつける。

ＮＰＯ法人東京シュ
タイナーシューレ

生産緑地利用特区 東京都内

子どもを大勢集めて事業を行っている公益性の高いＮＰＯ法人が
ある地域に於いて、生産緑地の利用要件を緩和することにより、生
産緑地を子ども達が自由に走り回るスペース(運動場）として借りる
ことができるようになり、遊閑地の有効利用、固定資産税の税率据
置き、賃貸収入、貸与によって得られる収入に課する所得税増し
等、さまざまな経済活性化を実現される。

ＮＰＯ法人楠の木学
園

なし ＮＰＯ学校法人特区
神奈川県横浜市お
よびその周辺地域

 ＪＲ横浜線新横浜の隣の駅前で、通学も便利、近所の人々も生徒
たちを歓迎してくれる場所であり、駅前でありながら閑静で、落ち着
いた雰囲気である。学習面では個別、少人数での基礎、基本的な
ものの習得につとめ、苦手な対人関係面でのコミュニケーション指
導、全人的な人格形成を目指した、美術、音楽、演劇、和太鼓など
の伝統芸能の習得、さらには就労のための体験授業、職場実習な
どを行うなど、有効な教育活動を行うことを目指す。

湘南に新しい公立
学校を創り出す会

公設民営学校特区 未定

多様な学校教育の選択肢を求める声が強くあがりつつある湘南
で、特色ある学校を誰でも通える公立学校として創り、市民が運営
していくことを目指し、設置者以外の学校運営の容認等の規制の
特例の導入と、構造改革特区研究開発学校制度を利用した公設
民営型の学校を設立することで、画一教育から個人尊重の教育へ
の転換を図り、落ちこぼされる子どもや（潜在的）不登校の子どもた
ちの為に、各自の歩みにあわせた教育を実現したい。

Page 77



提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

特定非営利活動法
人 21世紀教育研究
所

学校法人立以外の
私立学校特区

東京都

欧米はじめとする諸外国には既にAlternative Schoolと呼ばれる自
由な発想による柔軟な学校が存在するが、日本に於いては学校の
設置基準や諸規制によって阻まれ、自由な発想にもとづく柔軟なカ
リキュラムを持つ学校の設立が困難である。学校教育法、私立学
校法などの規制の特例措置を図る事により、既存の教育制度の中
で個性や能力を発揮できない児童・生徒を十分に教育的に支援し
ていく事が出来る。

特定非営利活動法
人　ＩＷＣ／ＩＡＣ国際
市民の会

教育特区 東京都品川区

多数の在日外国人が居住する品川区において、その子女の教育
を前向きにとらえ、地域社会の国際化を推進することを目的とし
て、学校教育法など教育関連規制の特例を導入することにより、国
際小中学校の設立を行政側（区）と一体となって推進する。

特定非営利活動法
人　東京ジョカーナ
国際青少年育成協
会

港区社会教育団体
子育支援　絆

社会貢献・社会復帰
人材育成に主眼を
おいた市民社会参
加型公設民営の学
校法人単位制高校
設立案

東京都

東京都といった地域の特性を活かし、社会的弱者や社会復帰を必
要とする青少年の教育環境を地域社会参加型の公設民営の単位
制高校問いう方法で設立の実施とあいまって学習指導要領によら
ない多彩なカリキュラムの編成と学校設備に関わる校地・校舎の
特定非営利活動法人の所有の活用の緩和・教育施行法の緩和な
どの規制の特例を導入することにより国際理解教育と国際貢献教
育並びに生命倫理教育を推進実行でき、かつ、自律教育が不登校
の解決手段にも役立つ。

特定非営利活動法
人どんぐり向方塾
（むかがたじゅく）

長野県下伊那郡天
龍村

地域と一体化したプ
ロジェクト教育推進
学校特区

長野県下伊那郡天
龍村

NPO法人どんぐり向方塾が、地域の高齢者の知恵と技術を子ども
教育に融合し、不登校児童・生徒の心の癒しと高齢者の生き甲斐
作りを実施している地域特性を活かし、特区研究開発学校の実施
とあいまって、学校教育法施行規則２４条、２４条の２、２５条等の
規制の特例を導入することにより、高齢者の生き甲斐つくりと子ど
もの生きる力を育むことができ、教育の再構築と地域住民の意識
の活性化が起き、真の地域の活性化が可能となる。

特定非営利活動法
人京都カウンセリン
グセンター

京都府公設民営学
校特区

京都府京都市

大都市であるにも拘らず、豊かな自然が残る京都市地域の特性を
生かして、「公設民営」方式の学校の実施とあいまって、幼児から
高校までの一貫教育、特区研究開発校学校制度（仮称）によらな
い、特性ある教育課程の創設などの規制の特例を導入する事によ
り、新しいコミュニティーの創造を通して、地域起こし、伝統文化の
伝承の場、国際的交流の場としての機能を構築し、真の意味での
地域活性化を推進する。

特定非営利活動法
人長谷健顕彰会

柳川市教育委員会
（協議中）

（仮称）構造改革特
区国語つづりかた
指導研究開発セン
ター

柳川市

安東省菴・北原白秋・長谷健・檀一雄・木村緑平・藤村作などが輩
出し優れた文学風土を形成している地域の特性を生かし、構造改
革特区国語つづりかた指導研究開発センターによる、小中高一貫
教育等、学校種間のカリキュラムの円滑な連携、教育課程の弾力
化、教科の自由な設定、学習指導要領の弾力化などの規制の特
例を導入することにより、児童生徒の国語つづりかたの水準向上を
実現し、情報発信の拠点にもなります。

特定非営利活動法
人東京シューレ

ＮＰＯ法人による新
しいタイプの学校設
置特区

東京都
フリースクールを運営するＮＰＯ法人が、経験と実績を活かして不
登校の子どものための新しいタイプの学校を設置する。

特定非営利活動法
人日中

なし
中国語教育を主とし
た小中学校の一貫
教育校の設置

東京都、千葉県など

在日中国人が集中している首都圏といった地域の特性を活かし、
中国語学校事業の実施とあいまって、学校教育法の規制の特例を
導入することにより、日本の国際化、廃校利用による国際協力や
地域活性化、未就学児童問題の解決を推進する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

特定非営利法人トラ
イアル

新しい商業スタイル
のゾーニングづくり
のための特区

板橋区内
自転車道整備が予定されている首都高速道路高架下に簡易店舗
を設置し、新商店街を構築する。

ＦａｃｔｏＬｅｅ 沖縄観光特区
ペットの飼い主が、安心して預けれる施設・観光・宿泊施設からの
送迎・雇用・新規事業・促進、

QOL研究所
21世紀型モデルタ
ウン構想の展開

エコ村ネットワーキ
ング

小舟木エコ村特区
滋賀県近江八幡市
小船木町721番地他
61筆

琵琶湖岸に近く、道路交通条件などの都市基盤にめぐまれた市街
地外縁という特性を活かし、「環境との共生」の理念のもとに環境
に配慮した基盤整備のほか、菓子工房、暮らし工房、研究所、住
宅、菜園・農園などの立地とあいまって、農振除外、農地転用、開
発行為許可の特例を導入することにより、地域の農業振興、環境・
生活関連産業の需要創出、雇用機会の創出、観光客の増加、先
進的まちづくりモデルの実現をはかる。

かがわ夢の学校を
創り出す会

無し 公設民営学校特区 香川県

古くから教育に対して関心が高く、瀬戸内海等の自然に溢れた香
川県というすばらしい土壌で、地域住民が積極的に運営に関与で
きる公設民営型の学校設立にあたり、「学校設置者以外の学校管
理・運営の容認」や「教職員免許状授与権者の拡大」等の規制の
特例を導入することによって、子どもたちや保護者の多様なニーズ
に応え、地域の優秀な人材の有効活用を図り、地域コミュニティー
を活性化させることを実現する。

こんな学校にしたい
会

浦安にチャータース
クールを創ろう

浦安市
東京近郊の地の利を活かし、教育に関心の高い市民による公立学
校を創るため、12の規制の特例を導入することによって、多様な教
育のできる学びの場を提供する。

横浜にシュタイナー
学園をつくる会

なし NPO法人学校特区
神奈川県横浜市な
いしはその周辺地
域

シュタイナー教育は、いわゆる「自由教育」の学校ではない。園児・
児童・生徒それぞれの年齢における心身の成長、発達に注意深く
目を向け、各時期に相応した教育方法や内容をもつ教育活動を、
知育偏重ではなく全人的に施す。　　　　　　　　　　　　　　それによ
り、子どもたちが成長した時点で「他者に依存しない、自立した判
断のもとで責任ある行動の取れる、創造的かつ人生に対し前向き
な人間」、つまり「自由な人間」となれるように手助けをすることがで
きる、「自由への教育」を目指す教育である。

錦糸町南口地方競
馬誘致の会

全国地方競馬場外
勝馬投票券発売所
開設特区構想

東京都墨田区江東
橋3丁目

構想日本

多様な考え方・方法
に基づいた教育を
行う公立小・中学校
特区

市町村

各学校や各地域の状況に応じた学校運営の成否は、現場の責任
者のリーダーシップに加え、その責任者の教育理念や方法を共有
する教職員をより多く集めることができるかどうかにかかっている。
その実現に向け、教職員の人事権（特別免許状の授与権を含む）
を、都道府県教育委員会から現場の責任者へ移すことが不可欠で
ある。

佐渡市町村会
社団法人新潟県建
設業協会佐渡支部

佐渡ケ島朱鷺特区
～朱鷺が舞う自然
豊かな佐渡ケ島の
再生と活性化

佐渡沿岸域と佐渡
中山間地の特定地
域

佐渡の水産業は基幹産業として環境整備がなされ発展してきまし
たが、漁業資源の枯渇、併せて後継者不足と大半が廃業希望とい
う深刻な状況で、対応する事業展開を画ると共に、朱鷺と共生出来
る自然豊かな地域社会の形成を目指す。

Page 79



提案概要（H15.1.20)

提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

私立大学教育ビジョ
ン研究会

なし
高度専門教育拠点
形成特区

東京都内の交通至
便な地域（例：東京
駅周辺、品川駅周
辺、新宿駅周辺）

大都市における交通至便の立地を活かし、社会人に対する高度専
門教育を施し、急速な社会変化に対応する国際的産業人を育成を
図るために、複数の私立大学が「（仮称）特別学校法人」を設置し、
連合して大学院を設置、運営するとともに、施設、運営に対する民
間投資を受け入れられる柔軟な事業形態により学校法人の経営
基盤強化を図る。

珠洲にラスベガスを
創る研究会

かわいい子供の為
にもカジノを考える
会、石川県商工会
議所青年部連合
会、（社）珠洲青年
会議所、珠洲青年
会議所シニアクラ
ブ、珠洲商工会議
所、珠洲市、珠洲市
議会

能登国際観光カジノ
産業特区

石川県珠洲市蛸島
町地内珠洲りふれっ
しゅ村鉢ヶ崎リゾー
ト周辺

日本海側では、能登半島の先端に能登国際観光カジノ産業特区を
創設し、健全な時間消費の複合体産業を構築する事によって、国
内の経済活性効果が大いに期待でき、膨大な新規雇用の創出に
も寄与する。国際観光としての競争力を高める大きな要因ともな
り、カジノ収入には目的税で課税し、深刻な少子対策として子育て
支援年金を創設するべきである。

秋田スギの利活用
を考える会

秋田スギ利活用推
進特区

秋田県全域

・秋田県の恵まれた森林資源を活用し、木材関連企業等地場産業
の活性化を図るため、高齢者福祉施設等厚生労働省関連施設整
備設置基準の中の、耐火、準耐火という基準を一定の条件を満た
した場合に緩和し、秋田スギ等木製品の持つ環境に優しい、癒し
空間が提供できる木造構造物の建設を促進する。

小川に手づくりの学
校をつくる会

子どもと地域全体で
育ちあう学校教育特
区

長野県小川村

美しい眺めと素晴らしい自然、そして連綿と受け継がれてきた農村
の暮らしを維持する地域特性を、きのくに子供の村学園をモデルと
した学校にとりいれる。公設で保護者や児童生徒までが自己責任
で運営に関わり、個々人の興味を主体とした自由な教育により子
供たちは自己の動機からくる学びの目的を持ち、村は教育におい
て経済的なうるおいとともに、人口増加ならびに人的資源の向上を
はかることができる。

松本子どもの輝き
小・中・高等学校を
創る会

軽度発達障害児の
ための個別教育校
特区

長野県松本市

全県的な軽度発達障害児の啓発活動をする、「信州LD研究会」・
「K・ABCアセスメント研究会」や親の会である「長野アスペの会」
「信州ADHD親の会」「学習障害児の親の会」など十年間にわたっ
て、地域の軽度発達障害児のためのニーズに対応してきている私
的努力を生かして、「教育課程および学習指導要領の弾力化」「教
科の自由な設定」などの特例を導入することにより、地域と結びつ
いた特色ある教育プログラムをもった学校を実現する。

神戸チャーター・ス
クール研究会

神戸バイリンガル・
スクール特区

尼崎市

国際都市という地域特性を生かし、英語を中心にしたバイリンガル
教育を行うため、民間教育団体の学校経営への参入を認めた「学
校設置主体の要件の緩和」「特色ある教育課程の創設」「英語によ
る教科等の指導」外国人教師の雇用をするため「普通免許状の授
与要件の緩和」などの規制の特例を導入することにより、英語力を
身につけた国際性豊かな日本人の育成を推進する。

吹田市チャーター・
スクール研究会

発達と学習適期によ
るタイムリーカリキュ
ラムの再編に応える
幼小中一貫11年制
学校特区

大阪府吹田市

　吹田市の実情、特性を生かし,自主性・自立性をもって市民の
ニーズに対応した、さらには、幼少年期における発達と学習適期を
考慮した幼稚園・小学校・中学校11年間一貫の「タイムリーカリキュ
ラム」を構築させた、心のこもった「公設民営」方式の学校を開設す
る。特色ある教育プログラムとして、フィジカル教育、バイリンガル
教育、対自然環境教育、対情報活用教育、不登校児を受け入れた
教育などをめざした学校を実現する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

全国ろう児をもつ親
の会

東京都

実施主体は平成１０年４月より東京都新宿区・豊島区において成
人聾者を中心として活動してきた、聾児に手話言語を使って教育を
するフリースクールである。聾教育において幼児期から手話言語を
用いることによって、聴覚障害のために音声言語獲得が困難な聾
児に手話言語を自然に獲得させ、聾児の心身の健全な発達を促
すことを目的とする事業である。教員資格を持つ成人聾者教員も
数多くおり、同人らの就業の場ともなる。

台町商店街振興組
合

商店街自動車天国
特区

台町商店街振興組
合地域

衰退化傾向の著しい商店街に活気を取り戻す為道路交通法の道
路使用許可項目や駐車禁止場所規制の特例を導入することによ
り、商店街に面した道路を区域や期間を限定して商店街の前面あ
るいは片側を無料駐車場として活用する事業を実施する。
商店街の再生は、地方自治体の財源確保に貢献するばかりでな
く、雇用機会も拡大し、地域活性化に大きな効果が期待できる。

大岡にあたらしい学
校をつくる会

地域と共につくる学
校教育特区

長野県大岡村

美しい眺めと素晴らしい自然、そして連綿と受け継がれてきた農村
の暮らしを維持する地域特性を、きのくに子供の村学園をモデルと
した学校にとりいれる。公設で保護者や児童生徒までが自己責任
で運営に関わり、個々人の興味を主体とした自由な教育により子
供たちは自己の動機からくる学びの目的を持ち、村は教育におい
て経済的なうるおいとともに、人口増加ならびに人的資源の向上を
はかることができものである。

大規模長期食糧備
蓄基地構想推進協
議会

釧路食糧備蓄基地
研究会、美唄市大
規模冷温食糧備蓄
基地構想推進協議
会、沼田町食料貯
蔵流通基地構想推
進協議会、苫小牧
圏自然冷熱食糧備
蓄研究会、十勝雪
氷エネルギー利用
推進協議会、石狩
食糧貯蔵基地研究
会設立準備会

雪氷冷熱活用特区 北海道

北海道で無尽蔵にある雪氷冷熱活用を推進するために、冬季間の
雪氷冷熱を夏季まで貯蔵する貯雪氷庫を建ぺい率、容積率から外
す規制緩和を申請する。雪氷を用いて北海道の食材を高品質で貯
蔵し、通年出荷が可能な食材を増やす事によって、農業所得を増
やし、食品加工産業の推進、物流コストの低下、CO２削減にも効
果がある。冷房にもCO２削減等の効果が期待できる。

大阪チャーター・ス
クール研究会

発達と学習適期によ
るタイムリーカリキュ
ラムの再編に応える
幼小中一貫11年制
学校特区

大阪府大阪市

　大阪の未来像への、あるいは、一人一人の子どもの夢の自己へ
の教育的投資として、幼少年期における発達と学習適期を考慮し、
地域のニーズを柱とした幼稚園・小学校・中学校11年間一貫の「タ
イムリーカリキュラム」を構築させた「公設民営」方式の学校を開設
する。特色ある教育プログラムとして、フィジカル教育、バイリンガ
ル教育、対自然環境教育、対情報活用教育、不登校児を受け入れ
た教育などをめざした学校を実現する。

大阪に新しい学校を
創る会

多様性教育特区 大阪府箕面市

自然が豊かで市民運動が盛んな箕面市の特性を生かし、多様な
教育ニーズを持つ子どもたちを対象に多様性教育を実践する小中
一貫の学校づくりを目的として、箕面市と市民が共同して学校法人
を設立する。私立学校の設置基準、教科編成、教育課程に関する
規制の特例を導入することによって、多様な教育ニーズに対応す
る多様な教育の実践が可能となる。このことにより、子どもたちが
民主的で自立した人間に育つのを支援する。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

大阪貿易会
特別自由貿易地域
（FTZ）の拡大

国際空港（国内空港
含む）および港湾エ
リア

平成4年に時限立法で制度化されたFAZは、空港・港湾エリアに現
在全国22ヵ所が指定を受けているが、企業に恩典が付加されてい
ないため新規事業を含め事業投資の具現が各指定地域共に進展
していない。WTO加盟国中、FTZが沖縄の2ヵ所のみでは世界経済
のグローバル化への対応をはじめ、設備投資の促進・雇用の増加
および企業の海外移転に歯止めがかからないため、FTZを本土に
も制度化する必要がある。

大阪夢づくり協議会
大阪夢サーキット
（公道サーキット誘
致によるまちづくり）

大阪府泉佐野市（り
んくうタウン）

今ひとつ元気のない大阪に、道路交通法や騒音規制法など規制
の特例を導入する事により、インパクトと集客力のある事業（公道
サーキット等）を行えば、大阪に多大な経済波及効果・雇用創出効
果・関空利用増大・観光産業復興などが実現され、「文化的国際先
進都市」大阪、また元気・活気・魅力のあるまち大阪を世界に知ら
しめることができる。

長野に新しい学校を
創る会

市民がつくる学校設
立特区

長野県長野市

長野市の観光、農業、スポーツ施設の充実等の地域の特徴を生か
し、民間非営利団体が地方公共団体の支援を受けて経営する特
色ある少人数制の小・中・高等学校を設置することとあいまって、
学習指導要領の弾力化や小・中学校への通信制課程設置などの
特例を導入することにより、細やかな学校教育を実現する。

長野県公設民営学
校連合会

長野県
長野県公設民営学
校特区

長野県

地域の教育的ニーズにこれまで対応してきている私的努力をベー
スに、いくつかの地域に「特色ある教育プログラムをもつ教育課程
の編成」「英語による教科等の指導」などの規制の特例を活用し
て、不登校児を受け入れた教育やバイリンガル教育などをめざした
公設民営学校を実現する。

東京チャーター・ス
クール研究会

東京バイリンガル・
スクール特区

東京都台東区

東京都心にある下町という地域特性を生かし、英語を中心にした
バイリンガル教育を行うため、「学校設置主体の要件の緩和」「特
色ある教育課程の創設」「英語による教科等の指導」外国人教師
の雇用をするため「普通免許状の授与要件の緩和」などの規制の
特例を導入することにより、英語力を身につけた国際性豊かな日
本人の育成を推進する。

比婆山のロマンを探
求する会

決定後要請 イザナミ特区 決定後要請

福岡チャーター・ス
クール研究会

福岡バイリンガル・
スクール特区

福岡県

国際都市という地域特性を生かし、英語を中心にしたバイリンガル
教育を行うため、「民間教育団体の学校経営への参入を認めた学
校設置主体の要件の緩和」「特色ある教育課程の創設」「英語によ
る教科等の指導」外国人教師の雇用をするため「普通免許状の授
与要件の緩和」などの規制の特例を導入することにより、英語力を
身につけた国際性豊かな日本人の育成を推進する。

北海道経済連合会
産学官連携促進特
区

北海道大学の広大な敷地を活かし、国立大学の敷地（国有地）内
に民間研究施設、産学官連携促進組織やインキュベートルームを
供えた施設の設置を認めてもらうとともに、産学官連携をより一層
促進させる地域独自の仕組みを構築することによって、産学官メン
バー間のFace to Faceの交流･連携による新たな研究･技術開発
の実現や大学の知的資産を活用した新ビジネスの創出を図ってい
く。
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提案主体名 共同提案機関名 特区構想名 特区想定地域 概要

未来資産研究会

1条校に就学しない
児童・生徒を対象と
した代替教育のた
めの教育切符制度

都道府県の全部

増大する国公立・私立学校に通っていない児童・生徒に対し、１条
校以外のホームスクールやNPO学園等、代替教育事業を促進し、
代替教育に就学させる保護者に対し、学校教育法第22条、第39条
の１条校就学義務を除外し、憲法第26条の義務教育の無償に基づ
く代替教育切符として支援することにより、家庭・地域社会・学園の
連携で市民の参加型の教育環境まちづくりが促進され、義務教育
の健全な発展を推進する。

遼寧中医大学 遼寧中医医院 漢方生薬特区

中医学に基づき生
薬を組み立てる事
（処方）が出来る医
師のいる全国の医
療機関（具体的には
日本の医師で日本
東洋医学会等が認
定する医師もしくは
国際中医師A級保
持者、日本の医師と
中医師のペアなど）

国民医療費において勤労者世代が使用する金額は総額の１／４
程度であり構成人口数的に見てその他と比較すると一人あたり約
１／１０程度である。この世代が健康のまま加齢することにより高
齢者医療費を抑制する。そのために漢方薬の効力を完全に利用す
るため、現在保険認定されている漢方１４９処方を構成する生薬を
生薬単位で保険認定しそれらの生薬を加減しても保険適用とす
る。

三菱重工業(株)
ホワイトカラーイグ
ゼンプション特区

産業集積地域

これからの日本は、生産技術力もさることながら、新技術開発力、
新事業創出力においても世界に先駆けないと国際競争を勝ち抜い
ていくことはできない。そのためにはホワイトカラーに伸び伸びと力
を発揮してもらう環境整備を早急に推し進めていく必要がある。
裁量労働制の要件緩和は進みつつあるが、更に一歩進んで、裁量
性の高い業務については適用除外方式を採用することを提案す
る。

(株)間組
線路敷き上空使用
促進特区

東京都内

都内にありながら、大規模操車場により土地の有効利用が進めら
れていない地域において、利用予定のない鉄道財団の上空権の
放棄と共に、線路敷き上空工作物建設の便宜を図らせるために一
部地上権を緩和することで、各種建築物を建設するための空間創
造を促進する。
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